
  

 

 

 

                       

                       

 

 

                       

                       

特別支援教育コーディネーター 

業務の推進に関する研究 

 

―多様なニーズをもつ一人一人の子供の育ちを支える関係機関連携を目指して― 

 

 

【研究の概要】 

 

キーワード：地域資源 ライフステージ 相談支援機能 地域の専門性の担保 顔の見える関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼稚園，小・中学校，高等学校における子供たちの抱える課題は複雑化・多様化しており

自校（園）内では解決が難しく，対応に苦慮する様子が見られる。本研究は，特別支援教育

コーディネーター業務の中でも関係機関との連携に焦点を当て，相談実践を検証し，連携を

組織的，継続的に実施するための取組やその進め方を提示することを通して，多様なニーズ

をもつ一人一人の子供の育ちを支える関係機関連携の在り方について明らかにし，各校(園)

の相談支援機能の強化及び地域としての専門性の担保を目指すものである。 
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Ⅰ 研究主題 

特別支援教育コーディネーター業務の推進に関する研究 

－多様なニーズをもつ一人一人の子供の育ちを支える関係機関連携を目指して－ 

 

Ⅱ 主題設定の理由         

特別支援教育コーディネーターについて，平成 15年「今後の特別支援教育の在り方について（最 

終報告）」では，「学校内及び関係機関や保護者との連絡調整役としてのコーディネーター的な役割を

担う者」として提言されている。平成 29 年３月公示の小学校学習指導要領の総則では「家庭，地域及

び医療や福祉，保健，労働等の業務を行う関係機関との連携を図り，長期的な視点で児童への教育的

支援を行うために，個別の教育支援計画を作成し活用することに努める」ことが明記され，幼稚園教

育要領，中学校・高等学校の学習指導要領総則にも同様に示された。厚生労働省においても，平成 25

年４月の改正で障害者自立支援法から改称した「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（障害者総合支援法）」で障がい者等への支援体制の整備を図るため，関係機関同士の連携

の場である自立支援協議会の開催が位置付けられている。これらの動向は，特別な支援を必要とする

幼児児童生徒の自立と社会参加に向けて，生涯にわたって社会全体で必要な支援をすることの重要性

を示しており，特別支援教育を推進していくキーパーソンである特別支援教育コーディネーターの担

う役割は一層重要なものとなっている。 

本県では，いわて特別支援教育推進プランに基づき，幼稚園・保育所，小・中学校，高等学校での

特別支援教育の理解や指導・支援の充実に取り組んできている。また，各学校（園）における支援体

制については，校（園）内委員会の設置，特別支援教育コーディネーターの配置とともにおおむね整

ってきていると言える。しかし，インクルーシブ教育システム（文部科学省，2012）の構築に向け，

多様なニーズに対応する必要性が示された一方で，幼稚園，小・中学校，高等学校における子供たち

の抱える課題は複雑化・多様化しており，中には校（園）内資源を活用しても解決が難しく，対応に

苦慮するケースも見られる。そのために専門的な支援の必要性が高まっているものの，地域にある

様々な資源についての情報の共有がされておらず，どのように活用すれば良いのかが把握されていな

い状況にある。また，連携のためのツールである個別の教育支援計画を作成している幼稚園，小・中

学校及び高等学校の割合は，平成 29 年の実績値で 89.0％となっており（岩手県教育委員会，2018），

作成・活用が求められている現在，各学校における取組にはばらつきがあるのが現状である。 

これらの課題を改善していくためには，幼稚園，小・中学校，高等学校が地域にある様々な資源の

専門性や役割，支援体制の構築と個別の教育支援計画を活用した情報共有の方法について理解するこ

と，学校（園）と関係機関とが共に専門性を発揮しながら，一体となって多様なニーズをもつ子供の

課題解決や将来を見据えた支援，生活を豊かにする取組を充実させていくことが重要である。このこ

とが，ひいては各学校（園）の相談支援機能を強化し，幼児児童生徒のライフステージを通じた一貫

した支援や地域としての専門性を担保していくことにつながるものと考える。 

そこで本研究では，特別支援教育コーディネーター業務の中でも関係機関との連携に焦点を当て，

相談実践を検証し，連携を組織的，継続的に実施するための取組やその進め方を提示することを通し

て，多様なニーズをもつ一人一人の子供の育ちを支える関係機関連携の在り方について明らかにし，

特別支援教育コーディネーター業務の推進に役立てていきたい。 

 

Ⅲ 研究の目的  

学校（園）と関係機関が共に専門性を発揮し，一体となって多様なニーズをもつ子供の課題解決や

将来を見据えた支援への取組を充実させていくことにより，各学校（園）の相談支援機能の強化及び

幼児児童生徒のライフステージを通じた一貫した支援につなげ，地域としての専門性の担保を目指す。 

 

Ⅳ 研究の目標 

特別支援教育コーディネーター業務の中でも関係機関との連携に焦点を当て，相談実践を検証し，

連携を組織的，継続的に実施するための取組やその進め方を提示することを通して，多様なニーズを

もつ一人一人の子供の育ちを支える関係機関連携の在り方について明らかにする。 
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Ⅴ 研究の見通し 

県内の幼稚園，小学校，中学校，高等学校の特別支援教育コーディネーターに対し，業務について

の実態調査を行い，関係機関連携における現状と課題を把握するとともに，県内地域自立支援協議会

において学校（園）や関係機関同士の連携の状況を調査する。また，相談実践とその検証を行うこと

で，連携を組織的，継続的に進めていくための取組やその進め方を提示する。このことにより，多様

なニーズをもつ一人一人の子供の育ちを支える関係機関連携の在り方について明らかにするととも

に，研究成果物として関係機関連携を推進するための具体的な内容，方法，留意点を示した「関係機

関連携ハンドブック」を作成し，研究成果の普及の一助とする。 

 

Ⅵ 研究の構想  

 １ 特別支援教育コーディネーター業務の推進に関する研究についての基本的な考え方 

 (1)  「特別支援教育コーディネーター」についての制度化 

平成 15 年３月に公表された特別支援教育の在り方に関する調査研究協力者会議による「今後

の特別支援教育の在り方について（最終報告）」の中で，各学校においては，「学校内及び関係機

関や保護者との連絡調整役としてのコーディネーター的な役割を担う者（特別支援教育コーディ

ネーター（仮称））として，学校の校務に明確に位置づける等により小・中学校又は盲・聾・養護

学校に置いて，関係機関との連携協力の体制整備を図る」と記され，特別支援教育コーディネー

ターの必要性が初めて示された。 

平成 17年 12 月，中央教育審議会において取りまとめられた「特別支援教育を推進するための

制度の在り方について（答申）」では，特別支援教育コーディネーターについて，「研修等を通じ

た人材養成を推進しつつ，可能な限りコーディネーターとしての校務に専念できるよう必要な配

慮が行われるようにすることや，いじめや不登校等に対応する小・中学校の生徒指導体制の整備

と関連付けた活用も含め，一層の効果的・効率的運用を促す必要」があるとしている。 

これらを受けて平成 19年４月「特別支援教育の推進について（文部科学省初等中等局長通知）」

では以下のように示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした経過を踏まえ，平成 20年小・中学校学習指導要領解説総則編，平成 21年高等学校学

習指導要領解説総則編において，「校内委員会を設置し，特別支援教育コーディネーターを指名す

るなど学校全体の支援体制を整備するとともに，特別支援学校等に対し助言又は援助を要請する

などして，計画的，組織的に取り組むこと」，平成 20年幼稚園教育要領解説においても，「園内委

員会を設置し，特別支援教育コーディネーターを指名するなど，幼稚園の教職員全体の協力体制

をつくりながら，計画的，組織的に取り組むこと」とされ，幼稚園，小・中学校，高等学校にお

いて，特別支援教育コーディネーターを中心とした校内体制の確立が求められ，特別支援教育体

制整備が進められてきている。 

 (2)  「特別支援教育コーディネーター」の業務 

平成 16 年「小・中学校における LD（学習障害），ADHD（注意欠陥／多動性障害），高機能自閉

症の児童生徒への教育支援体制の整備のためのガイドライン（試案）」では，小・中学校の特別支

援教育コーディネーターの役割として具体的に次頁のような活動が示されている。 

 

 

 

       

各学校の校長は，特別支援教育のコーディネーター的な役割を担う教員を「特別支援教育コ

ーディネーター」に指名し，校務分掌に明確に位置付けること。 

 特別支援教育コーディネーターは，各学校における特別支援教育の推進のため，主に，校内委

員会・校内研修の企画・運営，関係諸機関・学校との連絡・調整，保護者からの相談窓口などの

役割を担うこと。 

また，校長は，特別支援教育コーディネーターが，学校において組織的に機能するよう努める

こと。 
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また，このことは平成 19 年４月，特別支援教育が法的に位置付けられた改正学校教育法が施

行されるに当たり，小・中学校のみならず，幼稚園や高等学校，中等教育学校でも同様に体制整

備及び取組を行う必要があるとしている（文部科学省，2007）。 

 (3)  「多様なニーズ」に対応する必要性 

平成 18 年 12 月国連総会において「障害者の権利に関する条約」が採択され，平成 20 年５月

に発効した。我が国では，平成 19年９月同条約に署名するとともに，国内においては条約締結に

先立ち，国内法の整備を行った。平成 23年８月の「障害者基本法」の改正，平成 24年６月の「障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律（障害者総合支援法）」の成立，平成 25年

６月の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」の成立及び「障

害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）」の改正等，様々な国内法制度改革が進め

られ，平成 26 年１月「障害者の権利に関する条約」の批准に至った。 

文部科学省は，平成 25 年９月「学校教育法施行令の一部改正について（通知）」において，そ

の改正の趣旨として以下のように示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このことにより，特別な支援を必要とする児童生徒が小・中学校に在籍することとなり，一人

一人の多様な教育的ニーズに対応する必要性が出てきている。 

また，平成 28年 12月には「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」及び「学校教育法施

行規則第百四十条の規定による特別の教育課程について定める件（平成五年文部省告示第七号）

の一部を改正する告示」が出され，平成 30年４月から施行された。その趣旨は「現在，小学校，

中学校，義務教育学校及び中等教育学校の前期課程において実施されている，いわゆる「通級に

よる指導」（大部分の授業を通常の学級で受けながら，一部の授業について障害に応じた特別の指

導を特別な場で受ける指導形態）を高等学校及び中等教育学校の後期課程においても実施できる

ようにする」ため，特別の教育課程を編成できるよう規定を整備するものであり，高等学校にお

いても，生徒の多様な教育的ニーズに対応することが必要となっている。 

 (4)  「個別の教育支援計画」について 

平成 15年３月の「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」では，特別支援教育コ

ーディネーターの必要性とともに，「個別の教育支援計画」の必要性について述べられた。作成の

〈校内における役割〉 

・ 校内委員会のための情報の収集・準備 

・ 担任への支援 

・ 校内研修の企画・運営 

〈外部の関係機関との連絡調整などの役割〉 

・ 関係機関の情報収集・整理 

・ 専門機関等への相談をする際の情報収集と連絡調整 

・ 専門家チーム，巡回相談員との連携 

〈保護者に対する相談窓口〉 

 今回の学校教育法施行令の改正は，平成 24 年７月に公表された中央教育審議会初等中等教育

分科会報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の

推進」（以下「報告」という。）において，「就学基準に該当する障害のある子どもは特別支援学

校に原則就学するという従来の就学先決定の仕組みを改め，障害の状態，本人の教育的ニーズ，

本人・保護者の意見，教育学，医学，心理学等専門的見地からの意見，学校や地域の状況等を踏

まえた総合的な観点から就学先を決定する仕組みとすることが適当である。」との提言がなされ

たこと等を踏まえ，所要の改正を行うものであること。 

なお，報告においては，「その際，市町村教育委員会が，本人・保護者に対し十分情報提供を

しつつ，本人・保護者の意見を最大限尊重し，本人・保護者と市町村委員会，学校等が教育的ニ

ーズと必要な支援について合意形成を行うことを原則とし，最終的には市町村教育委員会が決定

することが適当である。」との指摘がなされており，この点は，改正令における基本的な前提と

して位置付けられるものであること。 
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目的は「障害のある児童生徒の一人一人のニーズを正確に把握し，教育の視点から適切に対応し

ていくという考え方の下，長期的な視点で乳幼児期から学校卒業後までを通じて一貫して的確な

教育的支援を行う」ものであり，「教育的支援は，教育のみならず，福祉，医療，労働等の様々な

側面からの取組が必要であり，関係機関，関係部局の密接な連携協力を確保することが不可欠」

としている。作成の対象は，「障害のある幼児や児童生徒で，特別な教育的支援の必要なもの」と

され，障害の範囲は，「視覚障害，聴覚障害，知的障害，肢体不自由，病弱，言語障害，情緒障害，

LD，ADHD，高機能自閉症等」で，これまでの特殊教育の対象の障がいだけではなく，その対象で

はなかった LD,ADHD，高機能自閉症も含まれたことで，対象の幅が広がった。 

平成 20年小・中学校学習指導要領・幼稚園教育要領及び平成 21年高等学校学習指導要領にお

いては，必要に応じて「個別の教育支援計画」を作成することが示された。以降，平成 29年３月

公示の小学校学習指導要領の総則では「家庭，地域及び医療や福祉，保健，労働等の業務を行う

関係機関との連携を図り，長期的な視点で児童への教育的支援を行うために個別の教育支援計画

を作成し活用することに努める」ことが明記され，中学校・高等学校の学習指導要領総則及び幼

稚園教育要領総則にも同様に示されたことで，特別支援学級在籍の児童生徒や通級による指導を

受けている児童生徒については，「個別の教育支援計画」を全員について作成することと定められ

た。また，通常の学級において特別な支援が必要な児童生徒についても作成・活用に努めること

となった。 

 (5)  「校（園）内資源」と「地域の資源（地域資源）」について 

校内資源について，岩手県立総合教育センター（2016）は【表１】に示すように，支援を必要

とする児童生徒の支援に当たっては，校内委員会を始めとし，そのニーズに応じて，校内の様々

な人材，分掌や各種委員会がつながりをもった組織的な取組が必要であることから，各専門性を

もった教職員，相談員，支援員等の人材，及び支援を効果的，機能的なものにするため構成する

分掌や委員会，チーム等を合わせて校内資源と捉えるとしている。本研究においても，校（園）

内資源を同様に捉えるものとする。 

 

地域の資源（地域資源）については，平成 15年３月に公表された特別支援教育の在り方に関す

る調査研究協力者会議による「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」では，「質の

高い教育的対応を支える人材」の項において，以下のように述べられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

校務分掌・人材 特別支援教育校内委員会との関連 

校  長 委員会運営の最終的意思決定，責任者（委員長） 

副校長（教頭） 委員長の補佐，校内組織や外部機関等との連絡調整 

特別支援教育 Co． 委員会の企画，校内組織や外部機関等との連絡調整 

教務部（教務主任） 時間割の調整，会議日等の設定 

研 究 部 特別支援教育に関する研修会企画，分かりやすい授業づくりの研究推進 

生徒指導部 行動面で課題のある児童生徒の把握と情報提供 

特別支援学級担任 

通級指導教室担当教員 

特別支援教育の専門性を生かした支援方針の助言，特別支援学級での授

業公開（職員研修） 

学 年 主 任 支援チームの主宰，保護者への説明・情報提供 

養 護 教 諭 健康面での対応への助言，医療機関との連携 

 障害の多様化を踏まえ，養護教諭，学校医等の学校内の人材の効果的な活用は今後ますます

重要になるものと考えられる。さらに，学校内に限らず，医師，教育心理学者，教員の経験者な

ど専門家を幅広く活用して障害に応じた適切な教育を行う必要がある。例えば，盲・聾・養護

学校においては，作業療法士（OT:Occupational Therapist），理学療法士(PT:Physical 

Therapist)，言語聴覚士(ST:Speech Therapist)等の専門家が指導に参画するほか，小・中学校

においても専門家チーム（障害や障害のある児童生徒への指導等について専門的な知識等を有

する者の集団で都道府県の教育委員会に置かれるもの）が巡回相談などの形で学校の教育にお

いて有効に活用されている場合がある。このように学校内外の人材の総合的な活用を図るとい

う視点が大切である。 

 

【表１】特別支援教育校内委員会と校務分掌・人材との関連例（岩手県立総合教育センター,2016） 
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また，「関係機関の有機的な連携と協力」の項においては，「障害のある児童生徒一人一人の教

育的ニーズに対応して効果的・効率的に教育を行うためには，盲・聾・養護学校と小・中学校の

日常的な情報交換はもちろん，児童生徒に対する教育を行う上で密接な連携が不可欠である」と

学校間での連携が述べられたほか，関係機関との連携においては，さらに以下のように示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のことから，本研究における地域の資源（地域資源）とは，特別な支援を必要とする幼児

児童生徒の抱える課題の解決，将来を見据えた支援，生活を豊かにする取組において活用可能な

全ての関係機関，職種，民間団体や学校外の人材と捉える。なお，支援ケースによっては県の機

関の連携が必要となる場合もあるが，同様に地域の資源として捉えることとする。 

（6） 「関係機関連携」に関わる国の障害児・者施策における変遷 

   「関係機関連携」に関わり，国では【表２】に示したような施策を行っている。 

 

平成５年 障害者基本法 

基本理念「完全参加と平等」精神障害者も法の対象 

平成 14年 障害者基本計画（第２次）平成 15年度～24 年度を対象 

国民誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う「共生社会」 

平成 16年 発達障害者支援法 

発達障害のある人へも保健，医療，福祉，教育，雇用等の分野を越えて一体的な

支援を行う体制 

平成 17年 障害者自立支援法 

就労支援の強化，地域生活への移行の推進 福祉サービス体系の再編 

平成 20年 障害のある子どものための地域における相談支援体制整備ガイドライン（試案） 

各地方自治体で医療，保健，福祉，教育，労働等の関係部局・機関が一体とな 

って障害のある子供や保護者に対する一貫した相談支援体制の整備 

障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法） 

障害者の雇用対策推進 

平成 23年 障害者基本法改正 施行 

障害の「社会モデル」に基づく概念 「合理的配慮」の概念 

平成 24年 

 

障害者自立支援法改正 施行 

自立支援協議会の法定化 

児童福祉法改正 施行 

放課後等デイサービス，保育所等訪問支援の創設 

平成 25年 障害者基本計画（第３次）平成 25年度～平成 29年度を対象 

 各分野で共通する横断的視点，分野別施策の基本的方向 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

（障害者総合支援法） 

 障害のある児童生徒のニーズは教育，福祉，医療等様々な観点から生じうるものである。こ

れらのニーズに対応した施策はそれぞれ独自に展開できるものもあるが，類似しているもの，

又は密接不可分なものも少なくない。したがって，教育という側面から対応を考えるに当たっ

ても，福祉，医療等の面からの対応の重要性も踏まえて関係機関等の連携協力に十分配慮する

ことが必要となる。また，福祉，医療等の面からの対応が行われるに当たっても，教育の立場

から必要な支援・協力を行うことが重要である。 

 草の根的に，独自のネットワークを活用し，献身的に取り組む「親の会」や NPO 等の活動の

中には，教育の充実や効果的な展開において重要な役割を果たしてきたものもある。今後，教

育委員会や学校において障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに対応して質の高い教育

をより効果的に推進するためにもこれらの会等とも連携協力を図ることが重要である。 

【表２】「関係機関連携」に関わる国の障害児・者施策 
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上記【表２】の動向は，特別な支援を必要とする人の乳幼児期から高齢期までの切れ目のない

支援や家族を含めたきめ細やかな支援，地域の身近な場所で受けられる支援を社会全体で支えて

いくことの重要性を示している。また，平成 29 年 12 月から平成 30 年３月には文部科学省と厚

生労働省の両省による家庭と教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクトが設置され，支

援が必要な子どもやその保護者が，乳幼児期から学齢期，社会参加に至るまで地域で切れ目なく

支援が受けられるよう，家庭と教育と福祉のより一層の連携を推進するための方策の検討がなさ

れた。その中で文部科学省・厚生労働省が連携して今後取り組むべき方向性がまとめられるとと

もに，教育と福祉については，縦軸（時間軸）と横軸（施策の範囲）の両面で更なる連携が必要

であり，文部科学省，厚生労働省両省間の連携を引き続き緊密に図るとしている。 

 (7) 「関係機関連携」における体制整備の現状 

  ア 全国における「関係機関連携」の取組に関する状況 

平成 29 年 12 月から平成 30 年３月に文部科学省と厚生労働省の両省による家庭と教育と福

祉の連携「トライアングル」プロジェクトが設置された背景としては，発達障がいをはじめ障

がいのある子供たちへの支援に当たっては，行政分野を超えた切れ目のない連携が不可欠であ

り，一層の推進が求められていること，特に教育と福祉の連携については，学校と児童発達支

援事業所，放課後等デイサービス事業所等との相互理解の促進や保護者も含めた情報共有の必

要性が指摘されていることによるものである。 

これらの課題を受け，文部科学省・厚生労働省として今後取り組むべき方向性について検討

し，次のように述べている。「発達障害をはじめ障害のある子供は，教育委員会，福祉部局とい

った各地方自治体の関係部局や，学校，障害児通所支援事業所等といった複数の機関と関わっ

ていることが多い。各地方自治体においては，教育委員会と福祉部局において各制度を所管し

ているが，双方の垣根を排除し，就学前から学齢期，社会参加まで切れ目なく支援していく体

制を整備することが重要である」。このことにより，今後，文部科学省と厚生労働省とが連携し

て以下に示す教育と福祉の連携の促進等に取り組むよう促していくこととしている。 

 

 

 

 

 

また，文部科学省が平成 29年度に調査した「特別支援教育体制整備状況調査」を一部抜粋し

たものが【図１】である。これは，公立の幼保連携型認定こども園・幼稚園・小学校・中学校・

高等学校の項目別実施率を集計し，年度別推移グラフとして表したものである。調査項目は，

以下の通りとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者の定義に難病等を追加 重度訪問介護の対象者の拡大等 

平成 26年 障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）批准 

平成 30年 

 

障害者基本計画（第４次） 

障害者権利条約の理念尊重 当事者本位の総合的・分野横断的な支援  

「心のバリアフリー」 

１ 教育委員会と福祉部局，学校と障害児通所支援事業所等との関係構築の「場」の設置 

２ 学校の教職員等への障害のある子供に係る福祉制度の周知 

３ 学校と障害児通所支援事業所等との連携の強化 

４ 個別の支援計画の活用促進 

① 校内委員会の設置状況 

② 特別な支援を必要とする幼児児童生徒の実態把握 

③ 特別支援教育コーディネーターの指名 

④ 個別の指導計画の作成状況 

⑤ 個別の教育支援計画の作成状況 

⑥ 巡回相談員の活用状況 

⑦ 専門家チームの活用状況 

⑧ 特別支援教育に関する教員研修の受講状況 
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その結果からは，特殊教育から特別支援教育への転換がなされた平成 19 年度と比較し，全

ての項目において体制が整備されてきたことが分かる。しかし，「巡回相談の活用」，「専門家チ

ームの活用」については，他の項目と比較すると低い結果となっており，平成 26年度から平成

29 年度まで横ばいとなっていることも読み取ることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年 12 月には「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申）」が，

中央教育審議会において取りまとめられ，その中では，「社会や経済の変化に伴い，子供や家

庭，地域社会も変容し，生徒指導や特別支援教育等に関わる課題が複雑化・多様化しており，

学校や教員だけでは十分に解決することができない課題が増えている」とし，「生徒指導や特別

支援教育等を充実していくために，学校や教員が心理や福祉等の専門家（専門スタッフ）や専

門機関と連携・分担する体制を整備し，学校の機能を強化していくことが重要」としている。 

複雑化・多様化したニーズとしては，以下のような様々な点が挙げられている。 

 ・「発達障害の判断の難しさ」や小学校における「発達障害のある子どもへの対応の困難さ」

から「関係機関との連携を必要とするきっかけとなっている」こと（古井，2011），（古井・

神谷，2012） 

・少年院・少年鑑別所においては「発達障害等の診断・判定がついていない場合にも多様な発

達の遅れや困難を抱えている事例が少なくなく，発達障害と非行（虞犯・触法・犯罪）の関

係性として障害と非行は比較的遠い位置にあるものの，環境要因・不適切な対応の結果であ

る二次障害として非行に至る少年が多い」こと（内藤・田部・髙橋，2016） 

・「日常的に吸引や経管栄養等のいわゆる医療・看護的ケアを必要とする児童生徒や，地域の

医療・療育機関に通院していたり福祉サービスを利用したりする児童生徒が増加」している

こと，「発達段階に応じて就労移行や生活介助等の地域サポートへ接続」する必要性がある

こと（森脇，2018） 

・「不登校についての問題には発達障害，本人の対人関係の問題，不安障害，体力の問題，学習

の遅れ，無気力，いじめ，家庭における虐待等」の要因があること（小野，2017） 

・「保護者自身に知的障害や発達障害・精神疾患等がある，経済的な問題を抱えている，子ど

もの実態や障害についての理解が不十分である等の理由により，障害のある子どもへの支援

をともに進めていくことが困難なケース」があること（柳澤，2014） 

これらのようなケースにおいては，幼児児童生徒の抱える課題に早期に気付き，関係機関と

連携して適切に対応していくとともにその支援を次のステージにつなげることが重要となる。

「巡回相談の活用」，「専門家チームの活用」があまり多くはない現状や，教育と福祉とで管轄

部署が異なっていたことによる「連携の場」や「福祉制度の周知」への課題があり，必要な情

報が共有されにくかった現状があるが，上記のような複雑化・多様化したニーズに対応してい

くためには，学校外の地域資源の活用や，今後一層の教育と福祉，医療，保健，労働等の関係

機関との連携の促進が期待されているところである。 

【図１】平成 29年度公立幼保連携型こども園・幼稚園・小学校・中学校・高等学校 

特別支援教育体制整備状況 項目別実施率（文部科学省，2018） 
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イ 全国における「個別の教育支援計画」の取組に関する状況 

文部科学省が平成 29年度に調査した「特別支援教育体制整備状況調査」から，「個別の指導

計画」，「個別の教育支援計画」の国公私立を合わせた学校種別作成状況を抜粋したものが【図

２】，【図３】である。これは，学校において教育上特別の支援を必要とする児童等の支援のた

めに計画の作成が必要と判断している人数のうち，実際に計画が作成されている人数の割合を

示したものである。学校種別でみると，幼保連携型認定こども園・幼稚園・高等学校の「個別

の指導計画」，「個別の教育支援計画」の作成率は小学校・中学校と比較し低くなっており，課

題が見られる。また，「個別の指導計画」の作成状況と「個別の教育支援計画」の作成状況とを

比較すると，どの校種においても「個別の教育支援計画」を作成している割合が低くなってい

る。「個別の教育支援計画」を作成する必要があると判断しながらも作成に至っていない原因

の一つとして，「個別の指導計画」は，個別の目標やねらいについての指導・支援を学校の教育

課程に沿って設定する計画であるのに対し，「個別の教育支援計画」は，教育を含めた関係機関

が連携し，地域で充実した生活を送ることができるよう，長期的な視点に立って支援を考える

ための計画であることから，作成に難しさがあるのではないかと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 本県における「関係機関との連携」及び「個別の教育支援計画」の取組に関する状況 

前述の文部科学省が平成 29 年度に調査した「特別支援教育体制整備状況調査」について，全

国平均と本県における項目別実施率を一部抜粋したものが次頁【表３】である。「校内委員会の

設置」，「実態把握の実施」，「特別支援教育コーディネーターの指名」，「個別の指導計画の作成」

については高い実施率となっている。一方，「個別の教育支援計画の作成」，「巡回相談員の活

用」，「専門家チームの活用」については，他項目の実施率の高さに比してやや低くなっており，

全国の状況と同じ傾向であることが見て取れる。しかし，「校内委員会の開催回数」について

は，４回以上実施している割合は全国平均に対し低い割合となっている。 

本県では，「いわて特別支援教育推進プラン」に基づいた特別支援学校のセンター的機能であ

る継続型訪問や，県内６か所の教育事務所に配置した特別支援教育エリアコーディネーターの

専任化により，幼稚園・保育所，小・中学校，高等学校での特別支援教育の理解や指導・支援

【図２】個別の指導計画の作成状況 

【国公私立計】学校種別作成状況（文部科学省，2018） 

 

【図３】個別の教育支援計画の作成状況 

【国公私立計】学校種別作成状況（文部科学省，2018） 

 



-9- 

 

の充実に取り組んできている。しかし，幼稚園，小学校，中学校，高等学校において多様なニ

ーズに対応する必要が出てきたことに加え，全国同様に生徒指導上の課題，不登校，家庭的な

問題等，子供たちの抱える課題は複雑化・多様化しており，校内資源を活用しても解決が難し

く，対応に苦慮するケースが見られている。そのために専門的な支援の必要性は高まっている

ものの，地域にある様々な資源から支援を受けるための情報の共有がされておらず，どのよう

に活用すれば良いのかが把握されていない状況にあり，関係機関との連携や連携のツールであ

る個別の教育支援計画の作成についても課題や難しさが見られている。この現状は全国と同様，

教育と福祉との管轄部署が異なっていたことによる必要な情報が共有されにくかったことが

一因として考えられるが，関係機関と連携して子供の抱える課題に取り組むためには，第一に

特別支援教育コーディネーターを中心として校内の支援体制を整備し，その体制が実効性のあ

る機能をもつことが求められる。校内の体制の整備状況については，【表３】に示すように実態

が明らかとなっているものの，その機能の状況や個別の指導計画，個別の教育支援計画の活用

状況等については，現在明らかにはなっていないのが現状である。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (8) 本研究における「関係機関連携」の基本的な考え方 

  ア 各学校（園）の相談支援機能の強化と地域としての専門性の担保 

平成 24 年７月中央教育審議会初等中等教育分科会において取りまとめられた「共生社会の

形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」では，

「特別支援教育は，共生社会の形成に向けて，インクルーシブ教育システム構築のために必要

不可欠なものである」と述べ，そのため，以下の考え方に基づき，特別支援教育を発展させて

いくことが必要であるとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     また，同答申参考資料 24「域内の教育資源の組合せ（スクールクラスター）のイメージ」の 

取組では，「地域内の教育資源（幼，小，中，高等学校及び特別支援学校等，特別支援学級，通

級指導教室）それぞれの単体だけでは，そこに住んでいる子ども一人一人の教育的ニーズに応

えることは難しい。こうした域内の教育資源の組合せ（スクールクラスター）により域内のす

 全国平均 本県 

校内委員会の設置 99.0％ 99.5％ 

開催回数 ０回 1.9％ 2.6％ 

１回 15.4％ 21.5％ 

２回 21.5％ 27.5％ 

３回 14.7％ 20.0％ 

４回以上 46.5％ 28.3％ 

実態把握の実施 98.7％ 99.2％ 

特別支援教育コーディネーターの指名 99.4％ 98.7％ 

個別の指導計画の作成（該当者なしを除いた値） 96.8％ 96.1％ 

個別の教育支援計画の作成（該当者なしを除いた値） 90.9％ 89.0％ 

巡回相談員の活用 79.0％ 85.5％ 

専門家チームの活用 58.3％ 65.6％ 

 特別支援教育の推進についての基本的考え方として，障害のある子どもが，その能力や可

能性を最大限に伸ばし，自立し社会参加することができるよう，医療，保健，福祉，労働等

との連携を強化し，社会全体の様々な機能を活用して，十分な教育が受けられるよう，障害

のある子どもの教育の充実を図ることが重要である。特別支援教育の基本的考え方である，

子ども一人一人の教育的ニーズを把握し，適切な指導及び必要な支援を行うという方法を，

障害のある子どものみならず，障害があることが周囲から認識されていないものの学習上

又は生活上の困難のある子どもにも適用して教育を行う。 

  

【表３】平成 29年度公立幼保連携型こども園・幼稚園・小学校・中学校・高等学校 

特別支援教育体制整備状況（文部科学省，2018） 
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べての子ども一人一人の教育的ニーズに応え，各地域におけるインクルーシブ教育システムを

構築することが必要である」としている。同じく参考資料 28「特別支援教育体制整備の推進」

の取組では，「発達障害を含む全ての障害のある幼児児童生徒の支援のため，医療，福祉，労

働等の関係機関との連携，学校への巡回相談や専門家チームによる支援，研修体制の整備・実

施等により特別支援教育体制整備を推進する」としている。国立特別支援教育総合研究所（2014）

は，域内の関係者と連携・協働する中で教員の専門性の向上が図られるとともに，専門性を補

完し合うこともできるとし，これらの取組を通して，教員の専門性や組織，地域の専門性の担

保がなされていくとしている。 

イ 学校と関係機関との連携の定義 

前田（1990）は，連携について「異なる分野が１つの目標に向かって一緒に仕事をすること

である。別々の組織に属しながら，違った職種の間でとる定期的な協力関係である。その時々

のいくつかの組織間の単なる連絡よりは，業務の上で確立された協力関係といってよいであろ

う。」と定義している。このことから関係機関連携は，学校と地域資源といった異なる分野，違

った職種において，１つの目標に向かって一緒に取り組むことであると理解できる。また，田

中（2018）は「連携とは複数の者（機関）が，対等な立場での対応を求めて，同じ目的を持ち，

連絡をとりながら協力し合い，それぞれの者（機関の専門性）の役割を遂行する関係性をいう。

その関係性が相互に対等に近いと感じ得られているかどうかが良き連携か否かを評価するこ

とになる。」と定義している。このことから関係機関連携は，学校と地域資源とが連絡をとり，

情報を共有しながらそれぞれの専門性を発揮し，それぞれの役割を果たすとともに，それが対

等な関係性をもってなされなければならないことが分かる。学校と地域資源とで，多様なニー

ズをもつ一人一人の幼児児童生徒の課題解決，将来を見据えた支援，生活を豊かにする取組を

行っていくためには，目的（目標）の共有，情報の共有，それぞれの専門性を発揮して役割を

果たすことが対等の関係性をもって行われることが必要であると考えられる。 

また，前田（1990）は連携には連絡，連携，統合の３つの発展段階があり，連絡は別個の組

織における随時の情報交換，連携は異なる組織での定期的な業務提携，統合は１つの組織にお

ける恒常的なつながりと示し，連携とは連絡から統合へ橋渡しをする１つの移行段階と規定す

ることができるとしている。弓田（2018）は，「一人の子どもやその家庭を『ささえる』中で，

生まれた学校や関係機関の『つながり』が，次に支援を必要とする別の子や家庭の支援に活か

されていく。その積み重ねから地域の中で子どもの安心安全を守るための大切な子育てネット

ワークが『つくられて』いく。」としている。 

弓田（2018）の示す「ささえる」とは，前述の学校と地域資源とで多様なニーズをもつ幼児

児童生徒の課題解決，将来を見据えた支援，生活を豊かにする取組であると考えられ，学校と

地域資源とが共に多様なニーズをもつ一人一人の幼児児童生徒を「ささえる」取組の一つ一つ

を大切にしていくことが，各学校（園）の相談支援機能の強化となるとともに，次の支援の際

に「つながり」「ささえる」連携へ，そして地域が 1つの組織としてつながるネットワークへと

つながっていくことを示していると考えられる。 

これらを受け，本研究における「関係機関連携」を次のように定義づける。 

 

 

 

また，学校と地域資源を組み合わせてつなぐ役割を担うのが，特別支援教育コーディネータ

ーであると考える。 

 

 

 

 

 

 

学校と地域資源を組み合わせてつなぎ，多様なニーズをもつ一人一人の幼児児童生徒を 

支えていくこと 
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   ウ ネットワーク支援の形態 

     ネットワーク支援の概念について，近藤（2011）は，以下の３つに整理できるとしている。 

      

 

 

 

 

協働とは，「単一の機関・職種では担いきれないような複数のニーズ（生活を支えるさまざま

な要素のうち，現時点において欠けているもの）を有するケースに対して必要となる支援形態」

であり，移行とは，「進学や就職といったライフイベントに伴って，あるいは年齢や健康状態の

変化などに伴って必要になるネットワーク支援の形態」，コンサルテーションとは，「ある分野

について高い専門性をもつ機関・援助者が他の機関・援助者に助言をする，あるいは，他分野

の専門家に助言を求め，その助言をもとにケースへの対応方法を検討するような支援形態」で

あるという（近藤，2011）。 

これらを佐々木（2017）の示す時間軸から捉える連携に当てはめて考えると，移行とは「ラ

イフステージを縦につなぐ連携」であり，協働やコンサルテーションとは「「現在」という特定

の時間軸上での連携といえ，ライフシーンを横につなぐ連携」であると言える。 

エ 目指していきたい関係機関連携の在り方 

前述のネットワーク支援について考えると，森田・野末・井村（2012）は地域での連携に際

し，「顔の見える関係」があることは，地域連携が良いことを構成する要素の一つであり，「安

心して連絡しやすくなる」，「役割を果たせるキーパーソンが分かる」，「同じことを繰り返した

り信頼を得ることで効率が良くなる」等，連携を円滑にする機能を意味しているとしている。

「顔の見える関係」とは，少なくとも「名前と顔が分かる」，「考え方や価値観・人となりが分

かる」，「信頼感をもって一緒に仕事ができる」ことが挙げられるとしている。 

多様なニーズをもつ一人一人の幼児児童生徒を関係機関と共に支えていく取組の一つ一つ

を大切にしていく中で，「顔の見える関係」を築くことが，ひいては地域の専門性担保につなが

り，一人一人の幼児児童生徒のライフステージに応じた様々なニーズに対応し，その支援を次

のステージにつないでいくことにもなり得ると考える。またこれは，今後目指していきたい関

係機関連携の在り方であると言える。 

本県の幼稚園，小・中学校，高等学校の現状は，学校と地域の資源を組み合わせてつなぎ，

多様なニーズをもつ一人一人の幼児児童生徒を支えていく関係機関連携には難しさが見られ

ている。弓田（2018）によると，「つなぐ」とは対象者の発見やニーズの掘り起こしを行う中で，

支援を必要としている状況にありながら，専門的サービス（相談機関や社会保障制度等の社会

資源）に結び付きづらい人に寄り添い，問題解決に向けた動機づけを行い橋渡しすることであ

るという。 

このことから，支援を必要とする対象を発見すること，どのようなことに困難さをもち，ど

のような支援を必要としているのかについて実態把握をすること，支援のためにはどのような

関係機関と結び付けば良いかといった知識をもち，一人一人の気持ちに寄り添いながら連携を

進めていくことが関係機関連携を行う上で必要となる力であることが分かる。また，これらの

ことを学校が組織として進めていくことが重要であると考える。 

 

２ 特別支援教育コーディネーター業務の推進に関する手立て 

 (1)     関係機関連携に関する状況調査 

     ア     県内幼稚園，小・中学校，高等学校の特別支援教育コーディネーターへの調査 

本県の幼稚園，小・中学校，高等学校において，支援を必要とする幼児児童生徒を発見・実

態把握し，校（園）内で支援を考え，必要に応じて関係機関につないだり，関係機関と共に支

援を考え，役割を分担しながら取り組んだりする流れの中で，どの場面に困難さを感じている

のか，「つなぐ」役割を果たすツールである個別の教育支援計画の活用の状況を含み，校内の支

援体制の機能面とこれまでの関係機関連携における成果と課題について改めて整理し，現状を

ネットワーク支援の形態 

① 協働：複数のニーズを有するケースに対して複数の機関が支援すること 

② 移行：支援経過において，おもな支援機関が代わること 

③ コンサルテーション：他機関・他職種への専門的助言 
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捉える必要がある。 

そこで，県内一部地域の公立幼稚園・認定こども園 30園，小学校 62 校，中学校 29校，県立

高等学校 16校を対象に，【表４】の構成で質問紙を作成し，調査を行う。調査結果を分析・考

察することで，関係機関連携を行う上での課題を明らかにし，「関係機関連携ハンドブック（試

案）」作成における基礎資料とするものである。 

 

調査対象 県内一部地域の公立幼稚園・認定こども園 30園， 

小学校 62校，中学校 29校， 

県立高等学校 16校（定時制・通信制を含む） 

調査期間 平成 30年７月～８月 

調査内容 １ 校（園）内支援体制 

２ 保護者との連携 

３ 個別の指導計画・個別の教育支援計画 

４ 地域のネットワーク 

５ 関係機関との連携 

 

イ 地域自立支援協議会における調査 

  社会全体で子供を育てるという同じ目的をもった中で，他の職種から見た「学校（園）」を 

 捉え，学校（園）が他の職種から求められていることや他の職種と関わる際に必要な考え方を 

明らかにするために県内一部地域の自立支援協議会にて調査を実施する。地域自立支援協議会 

の専門部会の中でも，主に特別なニーズをもつ子供の支援について協議・情報共有する「こど 

も支援部会」並びに一般就労・福祉的就労支援について協議・情報共有する「しごと部会」所 

属機関への状況調査とし，質問紙の構成は【表５】の通りとする。調査結果を分析・考察した 

内容について「関係機関連携ハンドブック（試案）」に反映させるものである。 

 

調査対象 県内一部地域の地域自立支援協議会「こども支援部会」，「しごと部会」

所属機関 

調査期間 平成 30年７月～８月 

調査内容 １ 幼稚園・学校との連携 

２ 地域のネットワーク 

３ 関係機関との連携 

 

 (2) 関係機関連携に関する相談実践 

関係機関との連携を組織的・継続的に推進していくために，対象幼児の就学及び対象生徒の就

労までの流れの中で，関係機関と連携した事例のエピソードから，その成果と課題を明らかにし，

今後の進め方について提示していくものと，「関係機関連携ハンドブック（試案）」を活用し，連

携に至るまでの過程を経験することで「関係機関連携ハンドブック（試案）」の有効性を探るもの

との２方向からの実践を行う。 

なお「関係機関連携ハンドブック（試案）」を活用した実践については，特別支援学校のセンタ

ー的機能により，地域の学校（園）からの支援依頼があったケースや特別支援教育エリアコーデ

ィネーターに依頼があったケースとする。 

 (3) 「関係機関連携ハンドブック」の作成 

「Ⅵ－(7)－ウ」で述べた地域にある様々な資源から支援を受けるための情報の共有がされて

おらず，どのように活用すれば良いのかが把握されていない状況を踏まえ，幼稚園，小・中学校，

高等学校の特別支援教育コーディネーターが子供の抱える課題解決に向けた関係機関連携を円

滑に行うことを目指して作成するものである。関係機関連携に関する状況調査を分析・考察し，

課題を明らかにした上で「関係機関連携ハンドブック」に反映させるとともに，相談実践から得

られた事例を含み，ライフステージに応じた関係機関との連携事例について記載する。 

【表４】幼稚園，小・中学校，高等学校における関係機関連携に関する状況調査の内容 

 

【表５】地域自立支援協議会における関係機関連携に関する状況調査の内容 
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ハンドブックの項目は，「準備・理解編」，「事例編」，「資料編」の３つで構成し，整理して示す

ことにより，校（園）内支援体制の構築及び関係機関の専門性や役割を理解し，連携の進め方の

イメージや見通しをもつことができるようにしていく。また，ライフステージに応じた関係機関

との連携事例を記載することで，各校種の先生方が，幼児児童生徒が今後進んでいく次のステー

ジへのイメージをもって現在の支援に当たることができるものと考える。さらに，事例を概観す

ることで，新たな関係機関との連携の方策及び支援の発見につながることを期待する。 

このように，幼稚園，小・中学校，高等学校の特別支援教育コーディネーターが「関係機関連

携ハンドブック」を活用し，実践の参考にすることで，業務を円滑に推進する一助となるととも

に，幼児児童生徒一人一人の課題解決のみならず，将来を見据えた支援，生活を豊かにする取組

が充実することを期待し，作成するものである。 

 

３ 検証計画 

  研究の検証は，次の計画で実施することとする。 

 (1)  エピソードからの検証 

対象幼児の就学及び対象生徒の就労までの実際から関係機関連携の在り方を捉えるものにつ

いては，前後の比較等で対象幼児・対象生徒の変容や関係機関との連携の在り方を捉えることが

できるものではないため，対象幼児・対象生徒の姿や関係機関とつながったことにより得られた

知見についてエピソードを整理するとともに，関わった機関及び保護者から質問紙での調査を行

い，下記の観点について分析を行うこととする。 

   ア 目的（目標）の共有 

イ 対象幼児・対象生徒の変容 

ウ 対象幼児・対象生徒を取り巻く環境の改善，変化 

エ 連携した関係機関・時期 

オ 情報の共有 

カ 対等性（関係機関・学校・家庭相互の専門性の尊重，役割分担） 

キ 個別の教育支援計画の活用 

ク 対象幼児・対象生徒に関わった関係機関との連携で感じたこと 

 (2)  「関係機関連携ハンドブック（試案）」の検証 

特別な支援を必要とする幼児児童生徒に対し，関係機関と連携して支援を行う過程において必

要となる具体的な内容，方法，留意点を示した「関係機関連携ハンドブック（試案）」を共通理解

のツールとして活用することが，組織的・継続的な関係機関連携につなげるために有効であった 

  かを検証する。 

「関係機関連携ハンドブック（試案）」を活用しての実践後に，下記の内容について質問紙での

調査を行い，「関係機関連携ハンドブック（試案）」の修正と改善を図る。 

ア 「関係機関連携ハンドブック（試案）」が幼稚園，小・中学校，高等学校の現場において実践

に役立つと感じるかどうかについて 

イ 「関係機関連携ハンドブック（試案）」で最も役立つと思った項目について 

ウ 「関係機関連携ハンドブック（試案）」を今後活用していきたいかどうかについて 

エ 「関係機関連携ハンドブック（試案）」をどのような場面で活用したいかについて 

オ 「関係機関連携ハンドブック（試案）」の改善や工夫を要する点について 
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４ 研究構想図 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【図４】研究構想図 
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Ⅶ 研究実践・結果の考察 

１ 研究実践の目的 

   県内幼稚園，小・中学校，高等学校の特別支援教育コーディネーター及び地域自立支援協議会に

対し，主に関係機関連携に関する状況調査を行い，分析・考察することで，その成果と課題，学校

（園）が関係機関と連携していく上で取り組むべき課題を明らかにし，「関係機関連携ハンドブッ

ク（試案）」作成の基礎資料とする。また，関係機関連携に関する相談実践を行うことで，多様なニ

ーズをもつ一人一人の子供の育ちを支える関係機関連携の在り方を探るとともに，「関係機関連携

ハンドブック（試案）」の有効性を検証し，試案の修正と改善を図るものである。 

 ２ 研究に関わる調査及び調査結果の分析と考察 

       調査結果については，実数または構成比（％）にて示した。構成比については，小数点第２位以

下を四捨五入しているため，合計しても必ずしも 100％とはならないものである。 

 (1) 特別支援教育コーディネーター業務の推進（関係機関連携）に関する状況調査 

ア     県内幼稚園，小・中学校，高等学校の特別支援教育コーディネーターへの調査 

（ｱ） 回答数及び回収率 

① 公立幼稚園・認定こども園 29園（回収率 97％） 

② 小学校 61校（回収率 98％） 

③ 中学校 28校（回収率 97％） 

④ 定時制・通信制を含む高等学校 16校（回収率 100％） 

    (ｲ)  関係機関との連携 

     特別な支援を必要とする幼児児童生徒の支援に関しては，全ての校種（園）において連 携

の必要性を感じ，実際に連携をしていることが示された【図５】，【図６】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５】関係機関との連携の必要性 

【図６】関係機関との連携の有無 
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各校種（園）における連携している機関は，【図７－(1)】，【図７－(2)】，【図７－(3)】，【図

７－(4)】であ る。各校種（園）で連携していると回答した機関のうち，多いものから順に５

位までをまとめたものである。高等学校は同数の回答が多く，多いものから４位までとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図７－(1)】幼稚園における連携している機関 

【図７－(2)】小学校における連携している機関 

【図７－(3)】中学校における連携している機関 

【図７－(4)】高等学校における連携している機関 
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連携したことによる具体的な成果としては，ほとんどの校種（園）で「学校（園）が行う

役割・手立てが明確になった」を最も多く挙げるとともに，「次のステージへのスムーズな移

行につながった」を多くの学校（園）で挙げる結果となった【図８－(1)】，【図８－(2)】，【図

８－(3)】，【図８－(4)】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図８－(1)】幼稚園における関係機関と連携したことによる具体的な成果 

【図８－(2)】小学校における関係機関と連携したことによる具体的な成果 

【図８－(3)】中学校における関係機関と連携したことによる具体的な成果 

【図８－(4)】高等学校における関係機関と連携したことによる具体的な成果 
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関係機関との連携

で難しいと感じるこ

とがあるかどうかに

ついては，全ての校種

において，６割以上が

難しいと感じること

があると回答してい

る【図９】。 

【図９】において難

しいことがあると回

答した学校（園）に対

し，関係機関との連携

や連携するまでの過

程で難しいと感じる

のはどのようなことであるかについて回答を求めた結果が【図 10－(1)】，【図 10－(2)】，【図

10－(3)】，【図 10－(4)】である。全ての校種（園）で「関係機関との連携のタイミング・進

め方」を上位に挙げており，関係機関といつ連携をすれば良いのか，その進め方はどのよう

にすれば良いのかについて難しいと感じていることが明らかとなった。また，そのほか上位

に挙げられているものとして，「本人・保護者の理解」，「特別な支援を必要とする幼児児童生

徒のアセスメント」が挙げられ，多くの学校（園）で難しいと考えられていることが分かっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図９】関係機関との連携における困難さの有無 

【図 10－(1)】幼稚園における関係機関との連携で難しいと感じる点 

【図 10－(2)】小学校における関係機関との連携で難しいと感じる点 
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今後連携を希望する内容については，各学校（園）で共通して上位に「問題行動の理解・

発達特性や具体的な対応方法」，「保護者・家庭環境への支援」が挙げられた。また，中学校

や高等学校においては「進学・就職」が共通して上位に挙げられる結果となった【図 11－(1)】，

【図 11－(2)】，【図 11－(3)】，【図 11－(4)】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 10－(3)】中学校における関係機関との連携で難しいと感じる点 

【図 10－(4)】高等学校における関係機関との連携で難しいと感じる点 

【図 11－(1)】幼稚園における今後関係機関と連携を希望する内容 
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【図 11－(2)】小学校における今後関係機関と連携を希望する内容 

【図 11－(3)】中学校における今後関係機関と連携を希望する内容 

【図 11－(4)】高等学校における今後関係機関と連携を希望する内容 
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 (ｳ)  地域のネットワーク 

地域のネットワークについては，「他の職種の役割が分かる」，「利用できる制度やサービス

が分かり，保護者に説明できる」において肯定的な回答をしている学校（園）と難しいと感

じている学校（園）とで，学校によって差がある状況が明らかとなった。「必要な情報はどこ

で得られるか分かる」，「校（園）内で困った時は，どこと連携すれば良いのかが分かる」に

ついては，どの校種でも肯定的な回答の割合が高く，情報を得る手段やどこと連携すれば良

いのかのイメージをもっているものと考えられる【図12－(1)】，【図12－(2)】，【図12－(3)】，

【図 12－(4)】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 12－(1)】幼稚園における地域のネットワークについての理解 

【図 12－(2)】小学校における地域のネットワークについての理解 

【図 12－(3)】中学校における地域のネットワークについての理解 

【図 12－(4)】高等学校における地域のネットワークについての理解 
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（ｴ） 校（園）内支援体制 

校（園）内で気になる幼児児童生徒について，特別支援教育コーディネーターは日常的 に

情報交換を行っていることが明らかとなった【図 13】。一方で，全校（園）を対象とした階

層的支援体制（１次支援：集団における指導の工夫（ユニバーサルデザイン化），２次支援：

全体の中での個別の配慮，３次支援：個別の支援）については，校種（園）によっても実施

の状況にはばらつきがあることが示されている【図 14】。 

校（園）内委員会においては，特別な支援を必要とする幼児児童生徒の学習上・生活上の

困難の実態，家庭生活や友人のとの関係等，本人を取り巻く環境についての把握がなさ れ，

リストアップ（名簿作成）がなされている状況が明らかとなった【図 15】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 13】気になる幼児児童生徒についての情報交換 

【図 13】全校（園）を対象とした階層的支援体制 

【図 15】特別な支援を必要とする幼児児童生徒のリストアップ 

【図 14】全校（園）を対象とした階層的支援体制 



-23- 

 

幼児児童生徒の多面的なアセスメントについては，多くの学校でなされていると回答し

ている反面，十分になされていないと感じている学校（園）もあり【図 16】，スクリーニン

グシート等の校内共通のツールを用いての実態把握は，全校種（園）を通じてあまりなさ

れていないことが示されている【図 17】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

校（園）内委員会で話し合った情報や支援方法についての全教職員での共通理解につい

ては，全ての校種（園）で肯定的な回答をした割合が高く【図 18】，校（園）内委員会にお

いて，外部の関係機関（専門家）に特別な支援を必要とする幼児児童生徒についての支援

を求めるかどうかの判断を行っているとする割合も高くなっている【図 19】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 16】多面的なアセスメント（見立て）と支援内容の検討 

【図 17】スクリーニングシート等の校内共通のツールを用いた実態把握 

【図 18】校（園）内委員会で話し合った情報や支援方法についての全教職員での共通理解 
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   （ｵ） 保護者との連携 

  保護者との連携については，学校（園）での様子を保護者に伝えるとともに，保護者から

幼児児童生徒の特性に応じた関わり方や学校（園）への要望の聞き取りを行っているという

結果となったが，特別支援教育や特別な支援を必要とする幼児児童生徒の支援等について，

保護者対象の学習会や通信の発行によって情報提供をしている割合は，全校種（園）に共通

して低い割合となった【図 20】，【図 21】，【図 22】。特別な支援の必要な幼児児童生徒の保護

者と日常的な情報共有を密に行っている反面，学校（園）の保護者全体に向けた啓蒙につい

ては十分なされていないことが明らかとなった。関係機関との連携において，「本人・保護者

の理解」が多くの学校（園）で難しいと考えられていることからも，全校（園）の保護者全

体に特別な支援を必要とする幼児児童生徒に対する支援についての情報提供や自校（園）の

取組を伝えていくことは，保護者理解を進めていく上での基盤となるものと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 19】校（園）内委員会における 関係機関への支援依頼の判断 
    

【図 20】特別な支援を必要とする幼児児童生徒の保護者との学校（園）での様子の情報 
    共有 

【図 21】保護者からの幼児児童生徒の特性に応じた関わり方や学校（園）への要望の  
  聞き取り 
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  (ｶ) 個別の指導計画・個別の教育支援計画 

「個別の指導計画」・「個別の教育支援計画」については，いずれの校種（園）においても，

「個別の指導計画」と比較し，「個別の教育支援計画」の作成が低くなっている。また，作成

と活用とを比較すると，「個別の指導計画」・「個別の教育支援計画」のどちらにおいても活用

の割合が低くなっている。作成はしているものの，ある程度の期間で評価し，計画の見直し

と修正を行いながら進めることは十分にはなされていないと感じていることが明らかとな

った【図 23－(1)】，【図 23－(2)】，【図 23－(3)】，【図 23－(4)】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 22】保護者対象の学習会や通信の発行による情報提供 

【図 23－(1)】幼稚園における「個別の指導計画」・「個別の教育支援計画」 の作成・活用 
   状況 

【図 23－(2)】小学校における「個別の指導計画」・「個別の教育支援計画」の作成・活用 
   状況 



-26- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地域自立支援協議会における調査 

 (ｱ) 回答数 

調査の対象は，地域自立支援協議会の専門部会の中でも，主に特別なニーズをもつ子供の

支援について協議・情報共有する「こども支援部会」並びに一般就労・福祉的就労支援につ

いて協議・情報共有する「しごと部会」所属機関への状況調査とした。調査は医療・保健・

福祉・労働・行政・教育・親の会の各分野，計 25機関からの回答が得られた。アンケートに

回答のあった所属機関の内訳は【表６】の通りである。 

 

分 野 関係機関 

医療関係 病院(1) 

保健関係 保健センター(2)，保健所(1) 

福祉関係 基幹相談支援センター(1)，相談支援事業所(3)，障害者就業・生活支援セン

ター(1)，療育教室(1)，児童養護施設(1)，発達障害者支援センター(1)，生

活困窮者自立支援センター(1)，就労継続支援Ｂ型事業所(1)，ＮＰＯ法人

(3)，福祉関連施設(1) 

労働関係 ハローワーク(1)，就労移行支援事業所(1)，就労継続支援Ａ型事業所(1) 

行政関係 市役所(2) 

教育関係 教育委員会(1) 

親の会 親の会(1) 

 

 

【図 23－(4)】高等学校における「個別の指導計画」・「個別の教育支援計画」の作成・活用 
     状況 

【図 23－(3)】中学校における「個別の指導計画」・「個別の教育支援計画」の作成・活用 
     状況 

【表６】地域自立支援協議会所属機関内訳（回答のあった機関） 
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 (ｲ) 幼稚園・学校との連携 

特別な支援を必要とする幼児児童生徒の支援に関して，幼稚園・学校（小・中学校，高等

学校・特別支援学校）との連携の必要性については多くの機関が必要性を感じており，また

実際にほとんどの機関が連携を行っていることが明らかとなった【図 24】，【図 25】。 

全体的に連携内容は多

岐にわたっているが，

様々な校種（園），内容で

連携を行っている機関も

あれば，特定の内容で連

携を行っている機関もあ

ることが示された【表

７】。また，【表７】からは，

校種（園）ごとに在籍する

子供の年齢によって連携

する関係機関が異なって

いることも分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表７】連携した校種（園） 

【図 24】特別な支援を必要とする幼児児童生徒に関しての 
    幼稚園・学校との連携の必要性 

【図 25】特別な支援を必要とする幼児児童生徒に関しての 
  幼稚園・学校との連携の有無 
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【図 25】において，幼稚園・学校と連携をしていると回答した関係機関に対し，連携した

ことによる具体的な成果について回答を求めた結果は【図 26】の通りである。「自職種の役

割・手立てが明確になった」，「スムーズな移行につながった」，「日常の様子を知ることがで

きた」が挙げられている。【図 25】で幼稚園・学校と連携をしていないと回答した関係機関

に対し，学校（園）との連携が行われなかった理由を求めたところ，「学校のシステム（誰に

連絡をすれば良いか等）が分からない」との回答であった【図 27】。選択肢から，「連携をす

る必要がない（なかった）」を選択していないことからも，連携をする必要はあったものの，

学校（園）のシステムが分からなかったことから連携に至らなかった可能性が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 特別支援学校を除く幼稚園，小・中学校，高等学校との連携上の課題があるかどうかにつ 

 いては，25機関中 20機関が連携上の課題があるとし，課題には「学校（園）と関 

 係を構築する場がない（日頃の交流が少ない）」ことが最も多く挙げられ，次に「学校（園） 

 が関係機関の役割を理解できていない」ことが挙げられる結果となった【図 28】，【図 29】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 26】学校（園）と連携したことによる具体的な成果 

【図 27】学校（園）との連携が行われなかった理由 

 

【図 28】学校（園）との連携上の課題の有無 
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連携に当たっての学校（園）の強み【図 30】について，「幼児児童生徒の生活面・学習面

の指導ができること」，「幼児児童生徒の進路に関わることができること」が最も多く挙げら

れ，関係機関は学校（園）が幼児児童生徒に対して直接支援ができることが強みであると捉

えていることが分かる。また，次に多く挙げられたのが，「幼児児童生徒の日々の様子等につ

いて全数把握できること」であった。学校（園）は授業を始めとして幼児児童生徒の一日の

時間の大半を占めており，幼児児童生徒の日々の様子を観察できるとともに，特に義務教育

である小・中学校は地域内の全ての子供が通う場所であることから，学校（園）の強みであ

ると捉えているものと思われる。また，これらの学校（園）の強みとして捉えられているこ

とは，学校（園）が関係機関から学校（園）の果たすべき役割として求められていることで

あると考えることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携に当たっての学校（園）の困難さについては，「地域資源・関係機関との日頃の交流が

少ない」，「年度ごとに担任等，担当者が替わる（転勤がある）」が最も多く挙げられている

【図 31】。関係機関は学校（園）との連携の必要性を感じつつも，学校（園）とは日頃の交

流が少ないと考えていることが明らかとなった。その他の回答において，学校の閉鎖性が挙

げられたことからも，今後より一層地域との連携を深め，開かれた学校（園）づくりの推進

に努めるとともに，関係機関との連携の場の設定の必要があると考えられる。 

また，年度ごとに担当者が替わることについては，引き継ぎを確実に行うとともに，年度

や担当者が替わってもスムーズに業務を進めることができる学校（園）体制を整備していく

必要がある。 

【図 29】学校（園）との連携上の課題 
 

【図 30】連携に当たっての学校（園）の強み 
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      (ｳ) 関係機関との連携 

特別な支援を必要とする幼児児童生徒に関して，関係機関と連携しているかどうかについ

て回答を求めた結果が【図 32】である。ほとんどの関係機関が連携を行っていることが分か

る。また，【図 32】において，連携していると回答した機関に対し，どのような機関（専門

家を含む）と連携を行ったかについて回答を求めた結果が【図 33】である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 31】連携に当たっての学校（園）の困難さ 
 

【図 32】関係機関との連携の有無 
 

【図 33】連携している関係機関 
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連携した関係機関では，「障害者相談支援事業所」が最も多く，二番目に「福祉事務所・市

町村福祉担当課」という結果であった。「障害者相談支援事業所」の相談支援専門員は，障が

いのある方がサービスや支援を受ける際の窓口的役割であり，各種サービス提供のための連

絡調整を担っていることから，多くの機関が連携をしていると考えられる。 

「福祉事務所・市町村福祉担当課」と連携している機関が多くなったことには，担当地域

の住民の相談に応じたり，福祉サービス利用の際の受給者証を発行したりするなど，福祉関

係の総合的な窓口となっていることによると考えられる。次に多く挙げられた機関は，保健

センター・保健所」，「基幹相談支援センター」である。これらの機関は多くの機関と連携し

ていることが示されたことからも，多くのネットワークをもっているものと考えられる。 

その反面【図 32】からは，関係機関との連携を行っていないとする機関も 25 機関中２機

関あることが分かる。連携が行われなかった理由として，「どの機関でどのような支援が受け

られるのか分からない」，「どのタイミングで連携をすれば良いのか分からない」，「連携をど

のように進めれば良いのか分からない」と回答しており，関係機関の中にも連携に困り感を

もっている機関があることが分かる【図 34】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多職種での関係機関連携において，必要なこと・大切にしたいことはどのようなことが考

えられるかについて自由記述にて回答を求めた結果が【資料 1】である。「互いに専門性を理

解すること」と最も多くの機関が挙げている。また，多職種での関係機関連携を妨げる要因

としてどのようなことが考えられるかについて自由記述にて回答を求めた結果が次頁【資料

２】である。「他職種への理解がないこと」を最も多くの機関が挙げる結果となった。29 頁

【図 29】において，学校（園）との連携上の課題として，「学校（園）が関係機関の役割を

理解できていない」と挙げられていることからも，学校（園）は，関係機関の役割や専門性

を理解し，連携に当たることについての課題があることが明らかとなった。 

また，多職種での関係機関連携を妨げる要因として，「立場の違いからの価値観や方法論の

対立」が二番目に多く挙げられた。職種が違えば，同様の課題に対しても目的や優先順位が

異なることが多くある。このことを連携の際には相互に理解するとともに，役割や専門性を

理解して連携に当たることが必要であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 互いに専門性を理解すること 11 
・ 目的・ゴールの共有 ８ 
・ 役割の分担 ６ 
・ 顔と顔の見える関係で情報共有すること（場の設定） ６ 
・ 日頃の交流 ５ 
・ 支援の統一（個別の指導計画と障がい児個別支援計画のすり合わせ）２ 
・ 継続的な連携 ２  
・ 互いの連絡手段，可能な時間帯，方法等の確認  
・ 緊急時の対応まで検討すること  

※  は同内容の人数 

【図 34】関係機関との連携が行われなかった理由 
 

【資料１】多職種での関係機関連携において必要なこと・大切にしたいこと（自由記述） 

    （Ｎ＝25） 
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多様なニーズをもつ子供の育ちを社会全体で支えていく取組については，「ネットワーク

を組むこと・チーム支援」に関する内容を挙げた機関が最も多く，次に「情報共有（場の設

定）」という結果であった【資料３】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この結果は，成長に伴って変化するライフステージとその時々に応じた適切な支援を行

う場合に，それぞれの機関が単独で行うことができる支援には限界があることから，ネッ

トワークを組み，チームでの支援を行う必要があること，情報共有をしながら進める必要

があることが示されたと考えられる。また，それを実現するための方法として具体的に３

機関が「軸となる職種を決めて取り組む」ことについて触れている。軸となる職種はケー

スや場面によって異なると考えられ，チームのリーダー的役割として子供や家庭と密につ

ながりながら，他機関との連携を図る場合や，チームのサブ的存在として情報を提供した

り，リーダーに協力したりしながら連携を図っていく場合とが考えられる。学校（園）は

幼児児童生徒の日々の様子を観察できることから，幼児児童生徒のニーズや変化に迅速に

気付き，適切な関係機関につないだり，関係機関とともに支援を行ったりしていくことが

必要であると考えられ，ニーズに気付き，つなげる場面においては，学校（園）が軸とな

ることが考えられる。関係機関とつながり，ともに支援を行っていく場面では，互いの専

門性を生かした支援を行っていくことにより，幼児児童生徒のニーズに寄り添った支援を

行うことができることから，学校（園）は，関係機関の役割，専門性を理解するとともに，

チーム支援について理解していく必要がある。また，地域との連携を深め，関係機関との

連携の場の設定やネットワークの構築を進めていく必要があると考える。 

 

・ 他職種の理解がないこと 10  
・ 立場の違いからの価値観や方法論の対立 ７ 
・ 自職種での抱え込み ４ 
・ 日程調整，時間の確保 ３ 
・ 連携の中心がどこになるか等，役割分担のあいまいさ ３ 
・ どの範囲を共有するのかの不明確さ，業務の範囲を越えられず，できないで終わって

しまうこと ２ 
・ 連携を行う場がないこと ２ 
・ 個人情報の取り扱い  
・ 欲しいサービスが受けられないこと  
・ 引き継ぎ等をやりっぱなしでその後に関心を示さないこと  
・ 困難事例の回避 

・ ネットワークを組むこと・チーム支援 ８ 
・ 情報共有（場の設定） ６ 
・ 研修・研修会 ４（教育機関が地域資源を知るための取組，地域住民が障がいについ

ての理解を深める取組，関係機関が学校や教育機関の関わりや組織体制を学ぶ取組，
相互に連携の必要性を理解する取組） 

・ 情報共有のための個人情報の開示・取り扱いに関わるシステムづくり ３ 
・ 自分の職種の役割を確実に行うこと 
・ ケース会議への当事者の参加 
・ 情報交換会を行い，事例発表を行う 
・ 必要なサービスをもれなく受けられるようにしていく 
・ 子供に関することをワンストップで受け止める仕組み 
・ 孤立を防ぎ，見守りできる社会体制 
・ 地域が学校の中に入りこんで学校を支える取組 
・ 地域にあった特性のある取組 
・ 早期からの介入 
・ 情報の的確な引き継ぎ 

※  は同内容の人数 

 

※  は同内容の人数 

 

【資料２】多職種での関係機関連携を妨げる要因（自由記述）（Ｎ＝25） 

【資料３】多様なニーズをもつ子供の育ちを社会全体で支えていく取組（自由記述）（Ｎ＝25） 
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 (2) 調査結果の考察 

この調査から，幼稚園，小・中学校，高等学校が関係機関との連携を推進していくための手立

てとして「関係機関連携ハンドブック」を作成し，活用することの必要性について裏付けること

ができた。また，「関係機関連携ハンドブック」に盛り込む内容としての幼稚園・学校における関

係機関連携の課題，関係機関が幼稚園・学校に求めていることや他の職種と関わる際に必要な考

え方について，有用な資料を得ることができた。具体的な内容は次の通りである。 

   ア 関係機関との連携に関して 

関係機関との連携で難しいと感じる点として，「関係機関との連携のタイミング・進め方」が

挙げられた。関係機関と連携していく上では，学校（園）が組織として取り組むことが重要で

あり，教職員が共通理解の下で進めていくために，気になる幼児児童生徒への気付きから関係

機関と連携しての継続的な支援までの流れを示す必要があるものと考える。 

   イ 校（園）内支援体制に関して 

幼稚園，小・中学校，高等学校の全ての校種（園）において，気になる幼児児童生徒につい

て特別支援教育コーディネーターとの日常的情報交換がなされていた。特別な支援を必要とす

る幼児児童生徒についての学習上・生活上の困難の実態，家庭生活や友人との関係等，本人を

取り巻く環境についての把握がなされ，リストアップ（名簿作成）がなされていることも明ら

かとなった。一方で，全校（園）を対象とした階層的支援体制やスクリーニングシート等の校

（園）内共通のツールを用いての実態把握及び多面的なアセスメント等は，各校種（園）にお

いて実施にばらつきがあることが明らかとなった。関係機関連携は，「単一の機関・職種では担

いきれないような複数のニーズ（生活を支えるさまざまな要素のうち，現時点において欠けて

いるもの）を有するケースに対して必要となる支援」（近藤，2011）であり，学校（園）は関係

機関と連携を行うまでに自職種で行うことができることを確実に行う必要があること，関係機

関連携に当たっては，学校（園）が組織として対応することが必要であることから，教職員間

での共通理解の手立てとして，スクリーニングシートを始めとした共通理解のためのツールを

用いることが有効であると考えられる。また，各学校（園）では，「特別な支援を必要とする幼

児児童生徒のアセスメントが難しい」と考えられていることから，特別な支援を必要とする幼

児児童生徒をアセスメントするための根拠とする資料としても共通理解のためのツールを活

用することが必要であると考えられる。 

徳島県立総合教育センター（2018）は，全校（園）を対象とした階層的支援では，「第一層支

援（学校・学級規模）から第二層支援（配慮の必要な一部の児童生徒），第三層支援（特別な支

援を必要とする個人）へと階層的で連続的な支援システムを設け，第一層支援を充実させるこ

とによって，個別性の高い第二層支援や第三層支援を真に必要とする児童生徒への支援へと絞

り込むことが可能となり，教員の時間や労力が限られている状況においてより的確な支援を行

うことができる」としている。さらに，問題が起きていない全ての生徒を対象とした第一層へ

の支援は，予防的，事前的な対応である（Sugai，2007）とされており，全ての幼児児童生徒を

対象として支援することで，問題が起きている対象の幼児児童生徒の課題の解決を目的とする

のみではなく，その予防に取り組むことができるものと考えられる。このことから，現在実施

にばらつきが見られている全校（園）を対象とした階層的支援体制についての理解やその実施

ができる校（園）内支援体制づくりをしていくことが，全ての幼児児童生徒に対する予防的支

援を行うことにつながるとともに，多忙な業務の中にある教職員が，特別な支援を必要とする

幼児児童生徒への的確な支援に結び付ける手立てとなり得ると考える。 

   ウ 保護者との連携に関して 

保護者との連携については，学校（園）での様子について保護者に伝えるとともに，保護者

から幼児児童生徒の特性に応じた関わり方や学校（園）への要望の聞き取りを行っているとい

う結果となったが，特別支援教育や特別な支援を必要とする幼児児童生徒の支援等について保

護者対象の学習会や通信の発行によって情報提供をしている割合は，全校種（園）に共通して

低い割合となった。関係機関との連携において，「本人・保護者の理解」が多くの学校（園）で

難しいと考えられていることからも，全校（園）の保護者に向けて特別な支援を必要とする幼

児児童生徒に対する支援についての情報提供や，自校（園）の取組を伝えていくことは，保護
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者理解を進めていく上での基盤となるものと思われる。また，関係機関との連携に当たっては，

保護者の気持ちに寄り添いながら，特別な支援を必要とする幼児児童生徒への気付きや保護者

自身が相談をしてみようという気持ちに至る過程を支える信頼関係づくりが重要であること

を共通理解する必要があるものと考える。 

   エ 「個別の指導計画」・「個別の教育支援計画」について 

「個別の指導計画」・「個別の教育支援計画」については，いずれの校種（園）においても， 

「個別の指導計画」と比較し，「個別の教育支援計画」の作成が低くなっている。また，作成と

活用を比較すると，「個別の指導計画」・「個別の教育支援計画」のどちらにおいても活用の割

合が低くなっている。作成はしているものの，ある程度の期間で評価し，計画の見直しと修正

を行いながら進めることが十分にはなされていないことが明らかとなったことから，「個別の

指導計画」・「個別の教育支援計画」の評価及び計画の見直し，修正や活用場面についての理解

を深めていく必要があるものと考える。 

   オ 関係機関が幼稚園・学校に求めていること 

連携に当たって，幼児児童生徒の生活面・学習面や進路に関して直接支援ができること，日々

の様子を観察できることを関係機関は学校（園）の強みであると捉えていることが明らかとな

った。またこのことは関係機関が学校（園）に求めていることであると考えられる。山野（2015）

は，「乳幼児では全数把握の機関として保健所・保健センターが位置づいており，法定検診，そ

して子どもの発達の問題だけではなく親の育児不安などのピックアップを行っている。未受診

の家庭には訪問し，キャッチできるような仕組みがあり，予防から発見，ケアまでの流れが存

在する。さらに，発見後，複数のメンバーや機関における検討する仕組みも存在する。しかし

学齢時においては，予防や発見，複数のメンバーや機関による定例で検討する場がない。それ

まで丁寧に検討がなされ，直接的のみならず間接的にもフォローされていた子どもや家庭は見

えなくなっていく。」としている。学校（園）は，幼児児童生徒の日々の様子を観察できること

から，幼児児童生徒のニーズや変化に迅速に気付き，適切な関係機関につないだり，関係機関

とともに支援を行ったりしていくことが必要である。学校（園）は，特別な支援を必要として

いる幼児児童生徒の「発見機能，予防機能，仲介機能」（山野，2015）を果たす必要があるとい

え，仮に学校（園）独自で適切な関係機関につなぐことが難しい場合にも，ネットワークをも

つ関係機関に相談できることが必要であると考える。そのために，前述した校（園）内支援体

制を整備するとともに，地域の他の職種の役割の理解には各学校（園）でばらつきが見られた

こと，関係機関が学校（園）との連携上の課題として「学校（園）が関係機関の役割を理解で

きていない」としたことを踏まえ，学校（園）が関係機関の専門性や役割についての理解を深

めていくことが必要であると考えられる。 

   カ 多職種での関係機関連携において必要なこと・大切にしたいこと 

多職種での関係機関において必要なこと・大切にしたいことについて，関係機関からの調査 

では，「互いに専門性を理解すること」を最も多くの機関が挙げている。また，多職種での関

係機関連携を妨げる要因としては，「他職種への理解がないこと」を最も多くの機関が挙げる

とともに，次いで「立場の違いからの価値観や方法論の対立」を挙げている。職種が違えば，

同様の課題に対しても目的や優先順位が異なることが多くある。このことを学校（園）が理解

するとともに，役割や専門性を理解して連携に当たることが必要であると考えられる。 

 (3) 調査結果の「関係機関連携ハンドブック（試案）」への反映 

「関係機関連携ハンドブック（試案）」は，「準備・理解編」，「事例編」，「資料編」の３つで構

成する。３つの項目に先立ち，関係機関連携のモデルケースとして，気になる幼児児童生徒の気

付きから，関係機関と連携しての継続的な支援までの流れを示すとともに，活用の際に詳しく知

りたい事柄のページにたどり着くことができるようにする。調査で得られた内容は，【表８】の通

り「関係機関連携ハンドブック（試案）」に反映させるものとする。 
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○関係機関連携の進め方ガイド 

・気になる幼児児童生徒の気付きから関係機関と連携しての継続的な支援までの流れ 

○準備・理解編 校（園）内支援体制 

・全校（園）を対象とした階層的支援 
・的確な実態把握（「気づきのための幼児チェックシート」・「児童生徒ス

クリーニングシート」） 
・アセスメント（「アセスメントのためのフォーマット」） 
・支援レベルに応じた体制づくり（関係機関との連携のタイミング） 
関係機関との連携 
・関係機関の選定 
・関係機関と連携しての支援（関係機関連携で必要なこと・大切にしたい 
        視点） 
・モニタリング（支援の有効性についての定期的な見直し・修正） 
保護者との連携 
・保護者の気持ちに寄り添った連携・専門機関のすすめ方 
・全校（園）の保護者に向けての情報提供 
「個別の指導計画」・「個別の教育支援計画」 
・評価及び計画の見直し，修正や活用場面 

○事例編 ・ケースに応じた関係機関との連携やその流れ 
○資料編（様式

集を含む） 
・関係機関の機能と役割 
・関係機関連絡先，リンク 
・「気づきのための幼児チェックシート」 
・「児童生徒スクリーニングシート」 
・「アセスメントのためのフォーマット」 

【表８】調査結果の「関係機関連携ハンドブック（試案）」への反映 
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３ 関係機関連携に関する相談実践 

相談実践は，事例のエピソードから，関係機関連携を捉えるものと「関係機関連携ハンドブック

（試案）」を活用することで「関係機関連携ハンドブック（試案）」の有効性を探るものとの２方向

からの実践を行うものである。双方の実践の記述においては，個人や機関が特定されないよう，複

数事例をもって再構成したものである。 

 (1)  エピソードから捉える関係機関連携 

ア エピソード① 出生から特別支援学校幼稚部を経ての小学校への就学の過程 

 (ｱ) 対象幼児Ａの状況 

  ・特別支援学校幼稚部 聴覚障がい教育課程３年 男児 

  ・感音性難聴にて人工内耳を両耳装用している。 

  ・知的に障がいはない。 

 ・積極的で，体を動かすことが好きである。負けず嫌いな面が見られる。 

 ・就学に当たり，保護者，本人とも普通小学校への入学希望がある。しかし入学に当たっ

ては，難聴特別支援学級が既設の小学校にするべきか，居住地域の小学校にするか（難

聴特別支援学級要新設），または今後の学習のことも考慮した上で特別支援学校小学部

に入学するのが良いのか等，迷いながら進めているところである。 

 (ｲ) 出生から現在までの関係機関との連携（概要） 

   出生から現在までの関係機関との連携の概要について，【表９】に示す。 

  

 ・１歳６カ月健診にて保護者がきこえの心配を相談し，保健師からＣ医大耳鼻咽喉科

を紹介され，受診したことで聴覚障がいが明らかとなった。 

・Ａが補聴器を装用すると同時に，Ｅ特別支援学校の乳幼児教育相談を紹介され，遊

びの中でことばの獲得につなげていくことができるような取組を進めた。 

・２歳になり，補聴器の補聴効果が乏しいことや，遺伝子検査の結果から，両耳の人

工内耳の手術を行った。 

・人工内耳の手術後，音を聞く能力を高めていく必要があるため，医療機関への定期

的な受診に加え，言語聴覚士によるリハビリテーションを定期的に受けている。 

・地域のＢ保育園に通い，同年齢の子供との関わりを深めながら，Ｅ特別支援学校の

乳幼児教育相談に定期的に通い，遊びの中でことばを育む取組を進めた。 

・発達支援センターにおいても，２歳３カ月児子育て教室や保育園の巡回等でＡの育 

     ちを見守った。 

 ・３歳になり，Ｅ特別支援学校の幼稚部に入学した。 

・保護者は，Ｅ特別支援学校の担任と面談にて個別の教育支援計画及び個別の指導計

画の作成・評価を行い，少し先の将来（小学校）を見据えながらもその時点での目

標を明確にしながら日々の取組を進めてきた。 

・Ｅ特別支援学校の幼稚部へ入学した後も，地域のＢ保育園や I保育園へ一時保育と

いう形で定期的に通い，年を追うごとに回数を増やしながら取り組んできている。 

・Ｅ特別支援学校の入学に伴い，放課後の過ごし方が課題となり，保護者はＨ福祉サ

ービスを利用したいと考えた。サービスの利用に当たっては，市福祉課，相談支援

事業所と申請を進めた。Ｈ福祉サービスの送迎では，Ｅ特別支援学校からＡの一日

の様子を引き継ぐ等，情報共有をしながら進めている。 

・発達支援センターやＦ療育センター，Ｇ医院耳鼻咽喉科では定期的な観察に加え，

心理検査や発達検査によって発達面での育ちを見守り，Ｅ特別支援学校も保護者を

通じて検査等の結果を共有しながら，適切な就学の方向性を探ってきた。 

・Ｅ特別支援学校は就学に当たっての保護者の迷いを受け止め，難聴特別支援学級の

見学を勧める等，保護者の選択肢を広げるとともに，就学に向けた取組を学校と家

庭とで共有して進めてきている。 

・発達支援センターは，Ａの就学について就学支援委員会に情報提供する等，市教育

委員会と情報を共有しながら，就学に向け，受け入れを審議する体制を整えてきた。 

・５歳になったＡと保護者は，就学に向けた教育相談や居住地域の小学校の見学を行

った。Ａや保護者，発達支援センター，市教育委員会，Ｅ特別支援学校とで情報を

共有しながらＡの適切な就学に向けて進めているところである。 

X
期
間
（出
生
か
ら
特
別
支
援
学
校
幼
稚
部
入
学
ま
で
） 

Y
期
間
（特
別
支
援
学
校
幼
稚
部
か
ら
小
学
校
へ
の
就
学
の
過
程
） 

【表９】出生から現在までの関係機関との連携（概要） 
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 (ｳ) 出生から現在までの関係機関との連携（概要図） 

   出生から現在までの関係機関との連携の概要について【図 35】に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 35】出生から現在までの関係機関との連携（概要図） 
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（ｴ） 出生から現在までの関係機関との連携（詳細） 

   出生から現在までの関係機関との連携の詳細について【表 10】に示す。 

 

 幼児・保護者 学校・関係機関 

 Ｘ年３月 Ａ 出生（新生児聴覚スクリーニング検査

は受けていない） 

 

Ｘ＋１年４月 Ａ １歳１カ月 Ｂ保育園入園 

・呼名への反応なし オルゴールに反応が  

あるなど，「聞こえていると思う」との話

がある。 

Ｂ保育園 

・入園 

Ｘ＋１年 Ａ １歳６カ月健診 

・母がきこえの心配を訴える。 

保健センター（保健師） 

・Ｃ医大耳鼻咽喉科を紹介 

Ｘ＋１年 10月 Ａ １歳７カ月 受診 

 

Ｃ医大耳鼻咽喉科 

・きこえに関する各種検査を行い，難聴との診断 

・補聴器装用目的でＤ病院耳鼻咽喉科紹介 

Ｘ＋１年 12月 Ａ １歳９カ月 受診 

 

Ｄ病院耳鼻咽喉科による診察 

・補聴器の作成 

Ｘ＋２年１月 Ａ １歳 10カ月 

・左 耳掛け型補聴器視聴開始 

Ｄ病院耳鼻咽喉科による診察 

・Ｅ特別支援学校の乳幼児教育相談の紹介 

Ｅ特別支援学校乳幼児教育相談初回相談 

（以降，母とＸ＋２年１月～３月まで月２

回ペースで通う） 

Ｅ特別支援学校（幼小学部長・乳幼児教育相談担当） 

・ブロック遊びやブランコ等，楽しいことやうれし

いことを共有しながら，遊びの欲求等，ことばに

つなげていくことができるような場の設定 

Ｘ＋２年２月 Ａ １歳 11カ月 

・両耳 耳掛け型補聴器装用開始 

Ｄ病院耳鼻咽喉科による診察 

Ｘ＋２年３月

～ 

Ａ ２歳 

・補聴器による補聴効果が乏しい。 

・遺伝子検査の結果，難聴遺伝子（高度～ 

     重度）が見つかる。 

Ｄ病院耳鼻咽喉科による診察及び検査 

Ｘ＋２年４月 Ａ ２歳１カ月 

・右 人工内耳植え込み手術施行 

・右：人工内耳 左：補聴器 となる。 

Ｃ医大耳鼻咽喉科による手術 

 

Ｆ療育センター（言語聴覚士） 

・人工内耳の音入れ・リハビリテーション 

Ｅ特別支援学校 乳幼児教育相談 

（母とＸ＋２年４月～Ｘ＋３年３月まで月

１回ペースで通う） 

Ｅ特別支援学校（乳幼児教育相談担当） 

・遊びを通じて，ことばの概念形成や発語のための

口形，息の調整，舌の使い方等，コミュニケーショ

ンの基礎を育むことができるような場の設定 

Ｘ＋２年６月 Ａ ２歳３カ月 Ｅ特別支援学校（乳幼児教育相談担当） 

Ｂ保育園からの要請を受けての訪問支援 

・人工内耳の取り扱い方法について 

・保育園での配慮事項や関わり方について 

２歳３カ月児子育て教室 発達支援センター（児童療育指導員） 

・療育教室の紹介をしたが，手話教室に通うとのこ

とで通所にはつながらなかった。 

Ｘ＋２年７月 Ａ ２歳４カ月 発達支援センターによる巡回 

・補聴器を外して水遊びを楽しむ姿を確認 

Ｘ＋３年１月 Ａ ２歳 10カ月 

・左 人工内耳植え込み手術施行 

・両耳：人工内耳 となる。 

Ｃ医大耳鼻咽喉科による手術 

 

Ｘ＋３年２月 Ａ ２歳 11カ月 

Ｅ特別支援学校幼稚部入学選考日 

Ｅ特別支援学校 

・入学者選考 

Ｅ特別支援学校幼稚部 1日体験入学 Ｅ特別支援学校 

・一日体験入学の受け入れ 

 

 

X
期
間
（出
生
か
ら
特
別
支
援
学
校
幼
稚
部
入
学
ま
で
） 

【表 10】出生から現在までの関係機関との連携（詳細） 
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Ｘ＋３年４月 Ａ ３歳１カ月 

Ｅ特別支援学校幼稚部入学 

Ｅ特別支援学校 

 

幼稚部１年担任との保護者面談 

・個別の指導計画作成 

 

 

 

 

・個別の教育支援計画作成に係る関係機関

についての説明 

・ 長期休業中の過ごし方（どこの機関を利

用するのが良いのかについて料金を含め

て検討中であることを担任に伝える） 

Ｅ特別支援学校（担任） 

・当面の目標として，学校生活に必要な学齢相応の

体力を身につけること，手話や発音の仕方を覚え，

「伝わった」ということを大切にしながら会話を

楽しむようにしていくこと，トイレトレーニング

について確認 

・個別の教育支援計画作成に当たって，関係機関の

利用について確認 

 

 

 

・  地域の友達と触れ合うことができるよ

う，Ｂ保育園へも継続して月に 1度通う。 

Ｂ保育園 一時保育の受け入れ 

・Ｅ特別支援学校幼稚部入学後もＢ保育園を一時保

育として利用 

・ Ｅ特別支援学校幼稚部入学に伴い，保護

者の送迎での通学が必要となったが，両

親共働きのため，放課後はＨ福祉サービ

スを利用したいと考え，市福祉課と相談

支援事業所と連絡を取る。 

市福祉課 

・受給者証の交付 

相談支援事業所（相談支援専門員） 

・サービス等利用計画案の作成 

・定期的なモニタリング 

Ｈ福祉サービス  

・毎日放課後の児童発達支援の提供 

Ｅ特別支援学校（担任・副担任） 

・Ｈ福祉サービスの送迎時に一日の様子の引継ぎを

行うとともに，Ｈ福祉サービスでの様子等につい

て情報共有していく。 

Ｘ＋３年６月 Ａ ３歳３カ月 

・ 心理検査の結果，現時点で大きな遅れは

ない。 

Ｆ療育センター（臨床心理士） 

・心理検査 

Ｘ＋３年８月 Ａ ３歳５カ月 

 

Ｆ療育センターにての受診終了 

・今後はＧ医院耳鼻咽喉科にて通院開始（言語療法

についても行う） 

幼稚部 1年担任・副担任による家庭訪問 

・ 就学について祖父母は普通小学校の希望

があるが，母はＥ特別支援学校の小学部

でもいいかもしれないという考えももち

始めている。 

Ｅ特別支援学校（担任・副担任）による家庭訪問 

・夏休みの過ごし方 

・心理検査の結果の共有 

・就学についてはＡの発達の状況をよく見ていくこ

とで，適切な方向を一緒に考えていくことを確認 

Ｘ＋３年９月 ３歳児健診 発達支援センター（児童療育指導員） 

・発達相談（１年後）にて経過をみることを確認 

Ｇ医院耳鼻咽喉科通院開始 Ｇ医院耳鼻咽喉科 

・医師による診察 

・言語聴覚士（ＳＴ）によるリハビリテーション 

Ｘ＋３年 10月 幼稚部１年担任との保護者面談 

・ 手話の表出，語彙が増え，成長を感じて

いる。 

Ｅ特別支援学校（担任） 

・呼名への反応から人工内耳の調整（低音域・高音

域）について家庭での様子と学校との様子を確認

し，Ｃ医大通院時に母が持参する「通院連絡用紙」

に記載 

・Ｃ医大通院時の診察，リハビリテーション（ＳＴ）

の日程について確認 

・トイレトレーニングについて確認 

Ｃ医大通院 Ｃ医大耳鼻咽喉科 

・医師による診察（Ｅ特別支援学校からの「通院連

絡用紙」の内容を確認） 

Y
期
間
（特
別
支
援
学
校
幼
稚
部
か
ら
小
学
校
へ
の
就
学
の
過
程
） 
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Ｘ＋４年３月 幼稚部１年担任との保護者面談 

・ 耳鼻咽喉科のＳＴに勧められ，市教育委

員会に小学校入学の相談に行く予定。父

母で難聴特別支援学級が既設の小学校

か，居住地域の小学校にするのが良いか

迷っている。 

 

 

 

 

・福祉サービスＨの利用と生活リズムにつ

いて 

Ｅ特別支援学校（担任） 

・個別の指導計画，通知表について説明 

・難聴特別支援学級既設の学校を何校か見学してみ

るのも良いのではないか。就学を考えると，保育

園の一時保育を長期休みだけでなく，４月以降も

定期的に使ったり，交流（居住地園交流）という

形でどんどん使ったりして集団や地域に慣れてい

くといいのではないか。必要であれば，学校も間

に入るので，相談しながら進めていくことを確認 

・就学に向けて生活リズムを整えることができるよ

う，福祉サービスＨでの午睡がない時等には早め

に就寝できるようにしていくことを確認 

・福祉サービス事業所で作成している「サービス等

利用計画」について情報提供いただくことを確認 

Ｘ＋４年４月 幼稚部２年担任との保護者面談 

・Ｉ保育園の一時保育を利用しようと思っ

ている。 

Ｅ特別支援学校（担任） 

・個別の指導計画，個別の教育支援計画の確認 

・就学に向けて，Ｉ保育園と定期的に平日の利用を

していってはどうか。交流をしながら，教育委員

会へ様子を伝える等の働きかけをしていく。家庭

でも補聴援助システム（遠くにいる話し手の声を

送受信し快適な聞き取りをサポートする機器）を

使用するようにしていくことを確認 

Ｘ＋４年５月 Ｉ保育園 一時保育 

・Ｘ＋４年度は定期的に月に２回通う。 

Ｉ保育園  

・月に２回の一時保育の受け入れ 

 Ｇ医院耳鼻咽喉科・Ｅ特別支援学校（担任） 

・連絡会の実施（年１回） 

Ｘ＋４年 12月 発達支援センターでの発達相談 発達支援センター（児童療育指導員） 

・遠城寺乳幼児発達検査 質問の口の動きで理解

し，答える様子を確認 

Ｘ＋５年２月 幼稚部２年担任との保護者面談 

・家庭では役割分担をして接している。 

・近所の子供たちとも遊ぶなど交流の場が

ある。 

・祖父母ともたくさん話をしている。 

 

 

・ 就学に向けて，これからどのように動く

と良いのか。 

 

 

 

・ 父は地元で育てたいと考えているが，母 

  は小学校で英語が始まることもあり，不 

  安で就学先に迷いがある。 

 

 

 

 

 

・  家庭でこれからどのような取組を行うと

良いか。 

Ｅ特別支援学校（担任） 

・個別の指導計画，通知表について説明 

・伝えたいという気持ちがあり，接続詞を使ってた

くさん話すようになった。 

・発音に関して，単音は出ているが，言葉を話す時

に音が不明瞭になる時があるので，意識的に取り

上げて練習していくことを確認 

・交流の回数を重ねていく。そのうえで教育委員会

に足を運んでみる。居住地域の小学校の他，難聴

特別支援学級既設の小学校も両方見学していく。 

・発達支援センターとＥ特別支援学校とも連携して

いるので，相談しながら進めていくことを確認 

・小学校に入学し，支援学級での支援や全体の中で

の支援の受け方はＡの実態や学校の状況によって

異なるため，どのような支援の在り方が良いのか

は相談しながら進めていくことを確認 

・外国語活動はＥ特別支援学校でも実施するため，

就学先への迷いも学校へいつでも相談して欲し

い。Ａの希望も絡めながら，一緒に考えながら取

り組んでいく。 

・  冬休みにことばのチェック（語彙チェックリスト）

を行ったが，チェックがついていないところを日

常の中で意識的に取り上げて使っていく。体験を

伴った生きた言葉が言葉の定着に有効であるた

め，経験したことをたくさん話すことを積み重ね，

Y
期
間
（特
別
支
援
学
校
幼
稚
部
か
ら
小
学
校
へ
の
就
学
の
過
程
） 
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生活言語から学習言語につなげていくと良い。 

Ｘ＋５年４月 Ｉ保育園 一時保育 

・Ｘ＋５年度は定期的に週に 1回通う。 

Ｉ保育園  

・週に１回の一時保育の受け入れ 

Ｘ＋５年５月 ・ 就学に向けて，居住地域のＪ小学校を見

学したいと発達支援センターへ申し出を

行う。 

発達支援センター（児童療育指導員） 

・市教育委員会の就学担当指導主事に見学について

連絡，教育相談の実施調整を行う。（発達支援セン

ター児童療育指導員は，市の就学支援委員を兼務

しており，あらかじめ４月の段階で情報提供して

いた） 

Ｘ＋５年６月  

 

 

 

Ａ本人，父，母 

・母以外の家族はＪ小学校への入学を考え

ているが，母はＥ特別支援学校とで迷い

がある。 

 

 

 

 

 

 

市教育委員会（指導主事） 

・Ｊ小学校へ連絡し，見学の日程調整を行う。 

・就学支援委員会に挙げるための審議資料を送付し

てもらうようＥ特別支援学校へ依頼 

・他の難聴特別支援学級設置校（小学校・中学校）の

見学も良いかもしれないので検討していくことを

確認 

発達支援センター（児童療育指導員） 

・今回の教育相談の内容をＥ特別支援学校へ連絡 

Ｅ特別支援学校（担任） 

・発達支援センター児童療育指導員教育相談の報告

を受け，Ａの実態と合致することや少し先の姿を

考えるためにも，中学校の難聴特別支援学級設置

校の見学をし，生徒の様子を知ることも良いので

はないかとアドバイスを行う。 

Ｘ＋５年７月 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｘ＋５年９月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ本人，父，母 

・Ｊ小学校への難聴特別支援学級の新設希 

 望 

・週１回Ｉ保育園にて一時保育をしている

こと，きこえの状況等について説明 

I保育園 一時保育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｊ小学校（通級担当・ことば担当） 

・Ｊ小学校の支援学級等の概要説明 

市教育委員会（指導主事） 

発達支援センター（児童療育指導員） 

 

I保育園 

・週１回の一時保育の受け入れ 

・補聴援助システムを使用しての保育 

Ｅ特別支援学校（担任） 

・I保育園の見学 

・以前は大人と一緒に活動する様子が見られていた

が，友達に話しかける様子が見られ，周囲の子供

たちもお世話の対象ではなく，学級の一員として

ともに活動する様子を確認 

○就学に向けた教育相談 

出席者：Ａ，父，母，市教育委員会（指導主事），発達支援センター（児童療育指導員） 

・次年度への就学に向けて，本人・保護者の希望，現在の状況について確認した。 

 

○Ｊ小学校見学 

出席者：Ａ，父，母，市教育委員会（指導主事），発達支援センター（児童療育指導員） 

・就学支援委員会では，Ａの就学先，在籍等について審議をすすめていくことを確認 

 

今後，Ａ本人及び保護者と市教育委員会を中心として教育相談を行い，就学時健康診断での様子も考慮した上で，

総合的に判断し，就学する学校を決定していく流れとなる。 

Y
期
間
（特
別
支
援
学
校
幼
稚
部
か
ら
小
学
校
へ
の
就
学
の
過
程
） 
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    （ｵ） 対象幼児Ａに関する関係機関連携に関わる調査及び調査結果 

対象幼児Ａの出生から特別支援学校の幼稚部を経て，小学校就学までの過程で行われた関

係機関連携の実際から，その成果と課題を明らかにするために，保護者及びＡに関わった関

係機関である発達支援センター，Ｅ特別支援学校（乳幼児相談担当・幼稚部担任）から調査

を実施した。対象幼児の出生から特別支援学校の幼稚部入学までを「Ｘ期間」とし，特別支

援学校幼稚部につながってから小学校への就学の過程を「Ｙ期間」とし，それぞれの期間に

分け，下記の観点での記述を求めた。なお，⑦個別の教育支援計画の活用については，Ｅ特

別支援学校幼稚部入学以降に作成されたものであるため，Ｘ期間の調査からは除外した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｘ期間についての保護者の調査結果については，【資料４】の通りである。 

 

 質問項目 保護者 
① 連携の目的（関係機 

関に期待したこと） 
病院 ・きこえのことについて 
Ｅ特別支援学校 
乳幼児教育相談 

・Ａの発達やことばを育むこと 
・ 聴覚障がいのある子供との関わり方，コミュニケーションの取
り方，サービスを受けるための手続きを知りたかった。 

発達支援センター ・健診での関わり 
保育園 ・過去に聴覚障がいの子供を受け入れた経験があるため 

②  関係機関との関わり 
による対象幼児Ａの変 
容 

病院 ・人工内耳の手術 
Ｅ特別支援学校 
乳幼児教育相談 

・ 遊びながらことばを育む取組をしてもらったことで，周りへの
興味が増えた。 

③ 関係機関との関わり
による対象幼児Ａを取
り巻く環境の改善・変
化 

病院 ・ 人工内耳手術の後，言語聴覚士によるリハビリテーションへス
ムーズに進むことができた。 

・ 人工内耳手術によって，家でもＥ特別支援学校乳幼児教育相談
でもコミュニケーションがスムーズになった。 

Ｅ特別支援学校 
乳幼児教育相談 

・ 乳幼児教育相談とつながったことで，祖父母が手話の勉強をし
てくれた。本人をつれてサークルにも行った。 

・幼稚部に進むきっかけになった。 
・ 聴覚障がいのある子供に対し，親の日常での関わり方やコミュ
ニケーションの取り方を教えてもらい，自宅で行った。 

発達支援センター ・市のサービスについて教えて欲しかった。 
保育園 ・  Ｅ特別支援学校が保育園に訪問支援をして，保育園での配慮や

関わり方を伝えてもらえた。 
③ 連携した関係機関と 

時期 
・６カ月健診の時に「大丈夫ではないか」と言われ，そのことで病院へ行くのも遅れ

たため，もっと早く対応ができたのではないかと思う。 
④ 関係機関との情報共 
 有 
 

【良かった点】 
・Ｅ特別支援学校乳幼児教育相談で，どのような手続きをすれば良いかを知ることが

できた。 
【課題となる点】 
・聞きたいことがあっても，どこに最初に聞けば良いか分からなかった。人工内耳に

関わる助成金等，受けられる福祉サービスについて市の福祉課に聞きにいったが，
必要な情報を得ることができないことがあった。（後日，再度足を運んだところ，福
祉課の別の方から情報が得られた） 

・自分から動かなければ，必要な情報を得ることができない。 
⑤ 関係機関や家庭相互 
    の専門性の尊重と役割 
    分担 

【良かった点】 
・健診で，何かあれば相談してくださいと言われた。 
・Ｅ特別支援学校乳幼児教育相談で，家庭でどのようなことをすれば良いかを知るこ

とができた。 
【課題となる点】 
・病院と母の職場が市町村をまたいでいるため遠く，物理的に大変だった。 

⑧ 対象幼児Ａに関わっ 
た関係機関との連携で 
感じたこと 

・どこに最初に聞けば良いのかが分からなかった。 
・自分から動かないと必要な情報を得ることができない。 

 

 

① 連携の目的 
② 関係機関との関わりによる対象幼児Ａの変容 
③ 関係機関との関わりによる対象幼児Ａを取り巻く環境の改善，変化 
④ 連携した関係機関・時期 
⑤ 情報の共有 
⑥ 対等性（関係機関・学校・家庭相互の専門性の尊重，役割分担） 
⑦ 個別の教育支援計画の活用 
⑧ 対象幼児に関わった関係機関との連携で感じたこと 

 

X
期
間
（
出
生
か
ら
特
別
支
援
学
校
幼
稚
部
入
学
ま
で
） 

【資料４】Ｘ期間（出生から特別支援学校幼稚部入学まで）における保護者の調査結果 
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Ｘ期間における関係機関からの調査結果については，【資料５】の通りである。 

 

 質問項目 発達支援センター Ｅ特別支援学校（乳幼児教育相談担当） 
① 連携の目的 ・母子保健事業の２歳３カ月児教室で発

達の経過を観察するため 
Ａ本人：言語面の指導 
保護者：   補聴器の装用指導(人工内耳手術

後は人工内耳の取り扱い)，Ａと
の関わり方（日常，進路を含めた
今後について） 

在籍保育園：訪問指導 
② 関係機関との関わり

による対象幼児Ａの変
容 

・特になし ・補聴器の装用を嫌がることが多かった
が，Ｅ特別支援学校在籍の幼児児童の
様子を見ることで，長い時間装用でき
るようになった。 

・人工内耳を装用したことで音を音とし
て認識し，自然な発声が聞かれるよう
になった。 

③ 関係機関との関わり 
による対象幼児Ａを取 
り巻く環境の改善・変 
化 

・保護者と発達支援センターがつながっ
たことで，園訪問の了解を得ることが
でき，保育園での様子を確認できるよ
うになった。 

・  Ａの住所と保育園の所在地とで，地区が
違うことで担当が違っていたため，発
達支援センター内で情報共有し，園訪
問を行った。 

・  病院での遺伝子検査の結果を受け，人工
内耳の埋め込み手術を行った。 

・Ｅ特別支援学校幼稚部への入学を見据
え，保護者が学校に近い職場への転勤
希望を出す等，家庭の状況を整えた。 

④ 連携した関係機関と 
  時期 

・  園訪問に行き，園の先生からＥ特別支援
学校が支援に入ったことを知ることが
できたため，保護者・Ｂ保育園との連携
時期は適切であったと考える。 

・難聴発見が遅かったが，その後の病院，
発達支援センター，保育園等との関係
機関との連携はスピーディーであった
と考える。 

⑤ 関係機関との情報共 
 有 
 

【良かった点】 
・母子保健事業で母親とつながったこと

で，保育園との連携（巡回年１～２回）
ができるようになり，Ｅ特別支援学校
幼稚部入学の情報も早い段階で知るこ
とができた。 

【課題となる点】 
・幼児への支援に困り感がある場合に発

達支援センターに提出する「園訪問連
絡カード」のシステムがあるが，提出が
なかったことから，園での困り感は把
握することができなかった。 

 
 

【良かった点】 
・保護者と月１回ペースの来校時に直接
話をする他，連絡ノートやメールでの
やりとりで必要な情報を得たり，情報
を伝えたりすることができた。 

・  医療とは，人工内耳の音入れに立ち合う
機会を得た他，言語聴覚士とメールや
文書での連絡を行った。 

・保育園とは訪問支援に行った際に直接
やりとりし，人工内耳，声のかけ方等の
留意点等を情報提供した。 

【課題となる点】 
・発達支援センターと関わっている事実
は押さえていたが，直接のやりとりは
していない。 

⑥ 関係機関や家庭相互
の専門性の尊重と役割
分担 

【良かった点】 
・特になし 
 
【課題となる点】 
・特になし 

【良かった点】 
・保護者が進路選択をしていく際に病院，
発達支援センター，学校のそれぞれの
立場や経験から，いろいろな視点で情
報提供ができた。 

【課題となる点】 
・関係機関それぞれからのいろいろな視
点がある分，保護者が悩み，決断までに
時間が掛かることも多い。 

⑧ 対象幼児Ａに関わっ 
た関係機関との連携で 
感じたこと 

 

・１歳６カ月健診，２歳３カ月児教室，３
歳児健診と毎年保護者と会うことがで
きたため，発達の経過を知ることがで
きて良かった。現在は２歳３カ月児教
室がなくなったため，現在であればま
た違った形でのフォローとなると思わ
れる。 

・  難聴の発見が遅くなればなるほど，保護
者が様々なことを決定するまでの期間
が短くなり，それに対しての各関係機
関の情報提供や見通しをもたせること
が重要になる。 

・  問題となることがなくても，ケース会議 
     で連絡先の交換をする等，顔をつないで 
  いることで，情報交換や何かあった際に
連携することにつながるのではない
か。 
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【資料５】Ｘ期間（出生から特別支援学校幼稚部入学まで）における関係機関の調査結果 
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Ｙ期間における保護者からの調査結果については，【資料６】の通りである。 

 

 質問項目 保護者 
① 連携の目的（関係機関

に期待したこと） 
病院 ・きこえのことについて 
Ｅ特別支援学校 
幼稚部 

・ことばの発達やその他全般の発達について 
・就学について 

発達支援センター ・就学について 
保育園 ・友達を増やす，集団行動，混雑した中でどれだけ聴き取るこ

とができるかについて 
福祉サービス事業所 ・放課後の預かり，いろいろな人と関わって優しい心を育むこ

とについて 
教育委員会・小学校 ・サポート体制づくり 

②  関係機関との関わり
による対象幼児Ａの変
容 

病院 ・きこえが良くなった。 
Ｅ特別支援学校 
幼稚部 

・自分でできることが増えた，あいさつや順番を守れるように 
     なった。手話を覚えたり，絵日記を書いたりすることで，コ 
     ミュニケーションをとることができたりするようになった。 

保育園 ・地域の子から声を掛けられる，公園等で友達と遊ぶことにつ 
     ながった。 

福祉サービス事業所 ・他の子供たちが一緒に遊んだり，勉強をしたりしてくれる。 
教育委員会・小学校 ・見学をしたことで，「小学校に行きたいな」と言う様子がみら 

     れた。 
③ 関係機関との関わり

による対象幼児Ａを取
り巻く環境の改善・変化 

病院 ・家でもどの音が聞こえたかの確認や，拾いにくい音は何かを 
     意識できた。 

Ｅ特別支援学校 
幼稚部 

・家でも絵辞典を使っている。（学校でも使用している） 

保育園 ・園外でも友達と公園等で遊ぶことがある。 
教育委員会・小学校 ・見学をしたことにより，心配なことが増えた。水泳や椅子を 

     動かす音などの雑音，５教科に支援する方を付けてもらえる 
    かなどが心配である。 

④    連携した関係機関と
時期 

・病院にもっと早く行っていたら，いろいろなところと早くつながっていたのではな
いか。 

・幼稚部入学の時に福祉課に相談し，リストを見せてもらい，相談支援事業所を紹介
してもらった。相談支援事業所の方が一緒に福祉サービス事業所に同行して話を進
めてくれたのが助かった。（幼稚部入学の時） 

・小学校入学を見据えてＩ保育園との週１回の交流はあまり早くてもことばがついて
いかないので，時期は良かった。 

⑤ 関係機関との情報共
有 

 

【良かった点】  
・幼稚部では，聴覚障がいの子供への関わり方やコミュニケーションについてアドバ

イスをもらったり，就学への見通しをもたせてもらったりした。 
【課題となる点】 
・自分から動かないと情報が得られない。 

⑥ 関係機関や家庭相互
の専門性の尊重と役割
分担 

【良かった点】 
・幼稚部とは，面談などでその時のＡの状況を確認しながら，目標を決める等して家

庭でやるべきことを話し合うことができた。 
【課題となる点】 
・発達支援センターとは検診などでの関わりで，就学の取組が始まるまではどのよう

な役割をしているのかが分からなかった。 
⑦ 個別の教育支援計画

の活用 
【良かった点】 
・見やすく，経過が分かる。 
・今の状況を確認しながら，目標を立てることができた。 
【課題となる点】 
・個別の教育支援計画にも本人の希望を書く欄が欲しかった。 

⑧ 対象幼児Ａに関わっ
た関係機関との連携で
感じたこと 

・これから小学校では，各教科に支援をする方を付けて欲しい。 
・Ｅ特別支援学校幼稚部には，アフターケアをお願いしたい。 
・共働きなので，今後就学したら学童が良いか，福祉サービス（放課後等デイサービ

ス）を利用するか迷っている。 

Ｙ期間における関係機関の調査結果については，【資料７】の通りである。 

 

 質問項目 発達支援センター Ｅ特別支援学校（幼稚部担任） 
① 連携の目的 ・  母子保健事業である３歳児健診，発達相

談で発達の経過を確認することや，５
歳の教育相談後に就学を希望している
小学校の見学に一緒に行くため。 

・幼稚部の担任として，人工内耳を活用
し，相手の話を聴いたり，ことばを覚え
て手話や音声で思いを伝えることがで
きるように支援していくため。また，積
極的に活動に取り組み，楽しむことが
できるようにしていくため。 

② 関係機関との関わり
による対象幼児Ａの変
容 

・  小学校の見学では，保育園で一緒だった
子供がおり，相手から声を掛けてもら
ってうれしそうな様子が見られた。 

・  毎週のＩ保育園での一時保育では，交流
を楽しみにしている様子が見られた。 

・  Ｈ福祉サービスの利用により，学校の出
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【資料６】Ｙ期間（特別支援学校幼稚部から小学校への就学の過程）における保護者の調査結果 

 

 

【資料７】Ｙ期間（特別支援学校幼稚部から小学校への就学の過程）における関係機関の調査結果 
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来事を家庭やＨ福祉サービスで話した
り，Ｈ福祉サービスや家庭の出来事を
学校に話したりとＡの生活の場が広が
った。また，話すきっかけができたこと
で，話（音声）が伝わりやすくなり，お
互いの様子や出来事を本人の表現から
理解できるようになることが増えた。 

③   関係機関との関わり 
による対象幼児Ａを取 
り巻く環境の改善・変 
化 

・特になし ・  ＡがＩ保育園に毎週行き，補聴援助シス
テムを使用して保育してもらうことが
できた。 

・   保護者に対し，就学を意識した見通しを
Ｅ特別支援学校が示したことで，家庭
でも補聴援助システムを使用するよう
になった。 

④ 連携した関係機関と
時期 

・発達支援センターと保護者との連携時
期は適切であったと考える。４歳児の
時に行った発達相談時に，就学は地元
の小学校を希望すると聞いていたた
め，年度が変わってすぐに指導主事と
情報共有し，６月の教育相談，７月の学
校見学につなげることができた。 

・Ｅ特別支援学校とも教育相談の内容等の
やりとりがスムーズにできた。 

・Ｅ特別支援学校の乳幼児教育相談と幼
稚部が同一学校内のため，自然につな
がっており，保護者との連携もなされ
ているので，早期療育が可能であった。 

・発達支援センターとの直接の関わりが
就学に向けた具体的取組が始まってか
らだったため，もう少し早期に直接や
り取りして情報共有できると良かった
のではないかと思う。 

・ Ｉ保育園との交流については，あまり早
すぎてもことばが少なく，適応が難し
かったと思われるため，Ａのことばの
伸びと就学を見据えた取組という意味
から，時期は適切であったと思う。 

⑤ 関係機関との情報共 
 有 
 

【良かった点】 
・保護者とは発達相談や教育相談で発達

支援センターや教育委員会との情報交
換ができている。 

・  Ｅ特別支援学校の教員とは，他の子のケ
ースで間接的に知っており，それに加
えて研修会で顔見知りになることがで
きたため，必要な時に電話で様子を聞
くことができた。 

【課題となる点】 
・Ｉ保育園には定期的に園訪問に出かけ

ているが，Ｅ特別支援学校は市をまた
いでいるため，なかなか訪問できずに
いる。 

【良かった点】 
・ Ｉ保育園との情報共有により，障がいに
ついて知ってもらうことができた。 

・年に一度病院との連絡会を実施したこ
とで，病院での様子，伸びや課題を共有
できた。 

・言語療法士と保護者とで年度当初に交
わされる一年間の見通しやリハビリテ
ーション計画について，保護者を通じ
て共有できたことで，学校の教育活動
に生かすことにつながった。 

【課題となる点】 
・  Ｉ保育園には，具体的な支援について伝
えてはいるが，その意図等，伝えきれて
いない部分もあると感じる。 

⑥ 関係機関や家庭相互
の専門性の尊重と役割
分担 

【良かった点】 
・保護者はＥ特別支援学校と今後の見通

し等を話し合っており，その話し合い
を受けて発達支援センターで動いて欲
しいこと等を保護者から依頼されるこ
とも多かった。知能検査等についても，
情報を提供したが，すでに段取り済み
であった。 

【課題となる点】 
・誰が主となって進めるかというのは難

しい。 

【良かった点】 
・  保護者にはできたこと，課題となる点を
伝えている。できたことは家庭でほめ
てもらい，自信につなげている。 

・  保護者に対し，特に進路等は選択肢を示
し，視野を広げられるようにした。 

・  病院と連絡を取り合うことで，どんな音
を捉えているか等，専門的な視点のア
ドバイスを日常に生かすことができた。 

【課題となる点】 
・Ａに関わる全ての機関でケース会議を
する機会も必要だったのではないか。 

⑦ 個別の教育支援計画 
の活用 

【課題となる点】 
・個別の教育支援計画については今のと

ころ使用していない。 
・市で作成している個別ファイルについ

て教育相談時に手渡しをして，説明を
行った。今後入学時の引き継ぎの際に
使用していく予定である。 

【良かった点】 
・保護者と将来の見通しを確認する機会
となっている。 

・Ａを取り巻く関係機関について把握で
きている。 

【課題となる点】 
・現在はまだ他機関と共有するところま
では活用していない。今後小学校への
引き継ぎで活用していく。 

⑧ 対象幼児Ａに関わっ
た関係機関との連携で
感じたこと 

 

・Ａの保護者とはＡが年長になる前に健
診等で保護者と連携することができて
いたため，就学に向けての対応を早め
に始めることができて良かった。支援
が必要なケースと把握されたならば，
できるだけ早めに保護者と面談し，先
の見通しがもてるようにしたい。 

・小学校にスムーズに移行できるように 
 有効な支援方法を提示する等の引き継
ぎを入学前に行う。また，入学後も小学
校への支援を行っていく。 
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      (ｶ)   エピソード及び調査結果からの分析と考察 

            ① 連携の目的 

Ｘ，Ｙの全期間における保護者の関係機関との連携の目的（関係機関に期待したこと）

は，アンケート調査を行ったＥ特別支援学校及び発達支援センターが考える連携の目的と

合致している。アンケート調査をしていない関係機関についても，病院に期待したことは

聴覚障がいそのものへのアプローチであり，人工内耳手術や診察，言語聴覚士によるリハ

ビリテーションなどのエピソードから，保護者の目的に合致した連携となっていたものと

考えられる。他にも，Ｙ期間において保育園に期待した友達を増やすことについては，Ｙ

期間における②の対象幼児Ａの変容や，③の対象幼児Ａを取り巻く環境の改善・変化で，

地域の子から声を掛けられる，公園等で友達と遊ぶと回答されたり，集団での活動や混雑

の中での聴き取り等は，保育園で補聴援助システムを使用しているエピソードが見られた

りと，保護者の考える連携の目的と合致している。 

吉池・栄（2009）は，「連携の構成要素の一つに『同一目的の一致』」を挙げ，「同一の目

的とは，クライエントの利益の実現であり，それはクライエントの希望の実現と合致する

ものであり，援助の主体はクライエント本人である」としている。 

保護者の希望に沿うことが必ずしも適切ではない場合もあるが，保護者の気持ちを受け

止め，対象となる子供の最善の利益を考えて支援を行うといった目的をもって進めていく

ことは，関係機関の専門性や場面に関わらず重要であると考える。今回の事例においては，

それぞれの機関がＡの利益を中心に据えてＡや保護者と連携していると言える。 

また保護者は，教育委員会・小学校に対し，就学を見据え，サポート体制づくりを期待

している。エピソードからは，小学校，教育委員会，発達支援センターやＥ特別支援学校

との間で就学に向けた取組が密になってきていることが読み取れる。今後，保護者や本人

の希望に加え，教育相談や就学時健康診断等を総合的に判断し，就学する学校の決定やサ

ポート体制づくりが行われていくものと考える。 

         ② 関係機関との関わりによる対象幼児Ａの変容 

Ｘ，Ｙの全期間において，保護者や発達支援センター，Ｅ特別支援学校からのアンケー

トの回答から，関係機関との関わりによってＡの変容が見られたことが挙げられた。聴覚

障がいについては，病院との関わりによって，きこえが良くなったことが挙げられ，Ｅ特

別支援学校，保育園，福祉サービス事業所との関わりによって，Ａのことばや遊び，生活

や対人関係が広がり，社会性の育成がなされてきていることが推察される。 

関係機関との連携によってＡが多様な他者と関わるための素地が育まれ，関わる環境が

広がり，Ａの生活を豊かにすることにつながったと考えられる。 

            ③ 関係機関との関わりによる対象幼児Ａを取り巻く環境の改善・変化 

Ｘ期間においては，ＡがＥ特別支援学校乳幼児教育相談とつながったことで，祖父母が

手話の勉強をしてくれたり，保護者がＥ特別支援学校幼稚部への入学を見据えて仕事等の

家庭の状況を整えたりし，Ａを取り巻く環境の変化があったことが挙げられている。また，

保護者は発達支援センターとの関わりにおいて，市のサービスについて教えて欲しかった

としている。Ｙ期間においては，病院やＥ特別支援学校幼稚部と関わることによって家庭

での取組につながったことが挙げられている。これらのことから，関係機関との関わりの

中で情報を得ることでＡの育つ環境を整えることにつながるため，保護者は情報を求めて

いるものと考えられる。Ｙ期間の教育委員会や小学校との関わりにおいて，保護者は見学

によって心配が増えたとしたが，このことは，見学をしたことにより，今後の生活のイメ

ージが具体的になされたことから，不安な点が出てきたものと考えられる。早期に不安な

点を明らかにできたことで，今後対応を検討していくことができると考えられ，一時的に

不安が大きくなったとしても，保護者に十分な情報を提供するとともに，一緒にその不安

に対しての対応を検討していくことが重要であると考える。また，発達支援センターは保

護者からの了解を得たことで，保育園への訪問を行い，Ａの様子を確認できるようになっ

たとしている。関係機関同士がつながることで，Ａの育ちを多面的に見ていく環境づくり

がなされたと言える。 
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      ④ 連携した関係機関と時期 

Ｘ，Ｙの両期間において保護者は，病院にもっと早く行っていたら，早く関係機関とつ

ながることができたのではないかと挙げているが，Ｅ特別支援学校乳幼児教育相談のアン

ケート回答やＸ期間のエピソードからは，難聴発見は遅かったものの，その後の関係機関

との連携は迅速であったことが分かる。エピソードからは，保健センターでの母親の相談

から病院への紹介がなされて診断へと結び付き，その後補聴器の装用を目的とした病院と

つながり，そこからＥ特別支援学校乳幼児教育相談を紹介されてつながったことが分かる。

このことは，関係機関が互いにその職種のもつ専門性を理解した上で紹介し，Ａの聴覚障

がいや育ちへのアプローチとしてその時点で必要と思われる支援が行われる体制づくり

がなされたと考えられる。 

保護者が放課後の過ごし方について検討した時には，市福祉課で相談し，相談支援事業

所を紹介してもらい，福祉サービス事業所につながっており，保護者は必要な時期につな

がることができたとしている。これは，保護者に困り感が出た時に，必要な連携がなされ，

対応がなされたものと考えられる。 

Ｉ保育園との交流については，保護者とＥ特別支援学校幼稚部ともに，Ａのことばの伸

びと就学を見据えた取組という両面から，時期は適切であったとしている。Ｅ特別支援学

校幼稚部においてことばを育む取組がなされてきたが，地域の学校での就学をスムーズに

進めていくためには，地域での友達を増やし，集団での活動に慣れていくことやその中で

の聴き取りが求められる。そこで，Ｅ特別支援学校幼稚部で育んできたコミュニケーショ

ンの力を，よりＡの今後の生活に沿った状況で発揮できるよう，Ｉ保育園との連携がなさ

れたと考えることができる。 

      ⑤ 関係機関との情報共有 

Ｘ，Ｙ期間を通して，保護者からは，Ｅ特別支援学校から情報を得たことが挙げられた。

Ｅ特別支援学校乳幼児教育相談のアンケート回答及びＹ期間におけるＥ特別支援学校幼

稚部におけるエピソードからも，面談等を通してＡの実態を共有し，そこから今後どのよ

うな方向性で進めていくかについて，保護者の不安に寄り添った対応がなされていること

が分かる。しかし，保護者は，Ｘ期間での課題となる点として，聞きたいことがあっても，

どこに最初に聞きに行けば良いか分からなかったことを挙げたほか，市の福祉課で福祉サ

ービスについての情報が得られなかったことがあり，後日再度足を運んだ際に，別の方か

ら情報が得られたとした。保護者は，自分から動かなければ必要な情報を得ることができ

ないとし，Ｙ期間においても同様に挙げている。保護者は情報を求めても，どこに相談を

したら良いかが分からず，必要な情報を得るために苦慮したということが明らかとなった。

今回のケースではＥ特別支援学校が情報を提供した形となっているが，学校は保護者がこ

のような困り感を抱えていることを理解した上で，適切な情報を提供できる環境を整えて

いく必要があると言える。 

発達支援センターは，保護者とつながることができたことで，Ｂ保育園との連携につな

がったとしたが，市のシステムである保育園の困り感がある場合に，発達支援センターに

提出する「園訪問連絡カード」の提出がなされず，園での困り感は把握することができな

かったとしている。Ｅ特別支援学校乳幼児教育相談のアンケート回答及びエピソードから

は，Ｂ保育園から訪問支援依頼がなされ，直接のやり取りの中でＡへの支援についての情

報提供がなされていることが分かる。そのため，Ｂ保育園では訪問支援によって困り感の

解消がなされ，「園訪問連絡カード」の活用には至らなかった可能性が考えられる。 

Ｘ期間の発達支援センターのアンケート回答では，Ｂ保育園と連携したことで，ＡがＥ

特別支援学校幼稚部入学の情報を早い段階で知ることができたと挙げられた反面，Ｅ特別

支援学校乳幼児教育相談のアンケート回答では，発達支援センターがＡに関わっている事

実は押さえていたものの，直接のやり取りはしていなかったことを課題として挙げている。

このことから，発達支援センターとＥ特別支援学校との間では，双方がＡに関わっている

ことを保護者や関係機関から間接的に知り，理解しながらも，直接のやり取りには至って

いなかったことが分かる。今回のケースのように，今後就学への取組を始めとした支援等
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で地域との関わりや複数の関係機関が対応することが必要と把握された場合には，関係機

関がケース会議等で情報共有をすることや，それが難しい場合には，核となる関係機関が

それぞれの機関とつながり，保護者と情報を共有できれば，保護者の不安解消につながる

と考えられる。この場合，保護者に一番近い関係機関である学校が核となり，情報の共有

を行っていくことが望ましいと考える。今回はＹ期間において就学への取組が進む中でＥ

特別支援学校幼稚部と発達支援センターとの直接のやり取りがなされており，このことで

保護者のみではなく，Ｅ特別支援学校幼稚部が全ての機関とつながることとなったが，今

後これらが早期になされていくことが求められる。 

発達支援センターからは，Ｅ特別支援学校の教員について他の子供のケースで間接的に

知っており，それに加えて研修会で顔見知りになることができ，そこから電話等で様子を

聞くことができたと挙げられた。ある子供のケースが次の子供の支援に生かされ，他の職

種との関わりの機会である研修会を有効に活用できた好例であると言える。香川（2012）

は，「連携には人と人との連携，機関と機関の連携，組織と組織の連携があるが，連携の根

底には何といっても人と人との結びつきや接触，コミュニケーションがあることを忘れて

はならない」と述べているが，一人の子供の支援により関わったつながりや研修会等の関

わりの機会を互いに大切にしていくことで，次への支援につながっていくことを理解して

進めていくことの重要性が明らかとなった。 

      ⑥ 関係機関や家庭相互の専門性の尊重と役割分担 

Ｘ期間の保護者のアンケート回答では，健診で何かあれば相談するように話されたこと

やＥ特別支援学校乳幼児教育相談で家庭でどのようなことをすれば良いかを知ることが

できたことを良かった点としている。Ｙ期間においても，保護者及びＥ特別支援学校幼稚

部のアンケート回答やエピソードにより，Ｅ特別支援学校幼稚部と個別の教育支援計画や

個別の指導計画の作成等を通して学校で行うこと，家庭で行うことの役割分担がなされた

ことが分かる。Ｙ期間の保護者の回答では，発達支援センターとは健診等での関わりであ

り，就学への取組が始まるまではどんな役割をしているのかが分からなかったとしたが，

発達支援センターの回答では，保護者とＥ特別支援学校幼稚部とで今後の見通し等を話し

合っており，その話し合いを受けて，発達支援センターに動いて欲しいこと等を保護者か

ら依頼されることが多かったことを，良かった点として挙げている。 

今回のケースでは，学校が保護者と話し合うことで，学校として行うことを伝えるとと

もに，保護者が家庭で行うこと，発達支援センターの専門性が必要となることを共通理解

し，保護者が発達支援センターに動いて欲しいことの依頼をすることで，役割分担が適切

になされたものと考えられる。しかしＹ期間における課題となる点として，発達支援セン

ターからはどこが主となって進めるかが難しいと挙げられ，Ｅ特別支援学校幼稚部では，

Ａに関わる全ての機関が集まり，ケース会議をする機会も必要だったのではないかという

ことが挙げられた。 

香川（2012）は，連携の際には「単なる分担の依頼ではなく，全体像を共有したうえで

の分担」が重要であるとしている。Ａに関わる機関全体でケース会議をすることによって，

Ａの将来を見据え，今どのような支援が必要か，その支援に対してはそれぞれの機関がど

のような役割を担うことができるのかを確認し合うことができていたならば，関係機関相

互がＡに必要な支援の中で自職種が担う役割を明確にでき，よりＡへの支援がスムーズに

なされるとともに，保護者の安心感へもつながったのではないかと考える。 

      ⑦ 個別の教育支援計画の活用 

保護者は個別の教育支援計画について，Ａの今の状況を確認しながら目標を決めること

ができたこと，見やすく経過が分かることを良かった点として挙げた。課題としては，個

別の教育支援計画にも本人の希望を書く欄が欲しかったことが挙げられた。Ｅ特別支援学

校では，これまで本人や保護者の願いを記入している様式が別葉になっており，個別の教

育支援計画の様式自体への本人の願いの記載を求める内容と考えられる。しかしＥ特別支

援学校では，昨年度様式の変更がなされ，個別の教育支援計画内に本人の願い欄が設けら

れている。今回のアンケートの記載から，本人の願いを重要視して欲しいという保護者の
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思いを汲み取ることができる。 

Ｅ特別支援学校幼稚部では，個別の教育支援計画が保護者と将来の見通しを確認する機

会となっており，本人を取り巻く関係機関について把握できることを良かった点としてい

る。課題となる点は，現在は他機関との共有では活用しておらず，就学に向けた引き継ぎ

で活用していくとしている。 

前頁⑤及び⑥で述べた通り，ケース会議等がなされていれば，その際に個別の教育支援

計画を活用することが考えられる。今後はＥ特別支援学校幼稚部による回答にもあるが，

就学に向けた引き継ぎで小学校との共通理解のツールとして活用していくことが重要で

ある。 

発達支援センターによるアンケート回答から，市で作成している個別ファイルについて，

今後Ａの就学に向けての引き継ぎに使用していく予定であることが分かった。個別ファイ

ルがある子供については，各校（園）で作成している個別の教育支援計画等をファイリン

グしていくことになると考えられる。学校は，地域毎に作成されている個別ファイルにつ

いて理解するとともに，学校や関係機関とのつながりの中で必要性があると把握された場

合には，保護者への十分な情報提供のもとに促しを行っていく必要があると考えられる。

学校や関係機関において今後の見通しを含めた情報共有はこの点においても重要である

と考えられる。 

      ⑧ 対象幼児Ａに関わった関係機関との連携で感じたこと 

Ｘ期間において保護者は，情報を手に入れるためには，どこに最初に聞けば良いか分か

らなかったと情報入手の手段が不明であったとし，自分で動かなければ必要な情報を得る

ことができなかったことを挙げた。Ｅ特別支援学校乳幼児教育相談は，保護者が様々なこ

とを決定するために各関係機関による情報提供や見通しをもたせることの重要性につい

て述べている。また，問題となることがなくても，ケース会議などをして連絡先の交換を

する等，顔をつないでいることによる情報交換や何かあった際の連携につながるのではな

いかとしている。Ｘ，Ｙ期間において発達支援センターは，Ａの場合は早期に保護者と連

携することができていたことから，発達の経過を見守るとともに就学への対応をスムーズ

に行うことができたとし，今後支援が必要なケースでは，早期に保護者とつながり，見通

しをもつ必要性があるとしている。 

これらの回答によって，保護者と早期に関わること，保護者に十分な情報提供をすると

ともに，学校及び関係機関と保護者双方が先の見通しをもって進めていくことが重要であ

ると捉えていると分かる。連携についてはどの機関も必要であると捉えており，必要性に

気付いた機関から実行に移していくことが重要であると考える。 

保護者からは，就学に当たって，小学校での支援やＥ特別支援学校幼稚部に対してアフ

ターケアをして欲しいという希望が挙げられているほか，放課後の過ごし方について，福

祉サービスの利用をするか否かについて迷っていることについて挙げられている。このこ

とについても，十分な情報提供をした上で保護者の決定を支えていく必要があると言える。

Ｅ特別支援学校幼稚部では，小学校にスムーズに移行できるよう，入学前と入学後とで引

き継ぎや支援を行っていく見通しについて挙げており，今後教育委員会や就学する小学校

との間での連携を密にし，①連携の目的で述べたように，保護者の気持ちを受け止めると

ともにＡの最善の利益を考え，それぞれの関係機関の専門性や立場でできる支援を保護者

とともにすり合わせていくことが必要であると考える。 
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イ エピソード② 特別支援学校高等部から就労継続支援Ｂ型事業所への福祉的就労までの実際

（ｱ）  対象生徒Ｃの現在の状況 

・特別支援学校卒業生 

・軽度知的障害，強迫神経症，心疾患のある生徒である。不調時には強迫神経症のこだわ

りの症状が強く見られる。 

・高等部１年知的通常学級在籍時，環境の変化等から集団不適応を示し，不登校傾向が続

いた。強迫神経症の症状が強く見られたこと，基礎疾患として心疾患があったことから，

教育課程の変更を行い，２年次からは病弱・肢体不自由学級にて学習を進めることとし

た。心の安定の場を設けたこと，学習の中ではスモールステップで目標を達成すること

を続けたことで，少しずつ自信をつけてきた。一度苦手だと思うと意識を変えることが

難しい様子が見られたため，目標・モチベーションの高め方に留意し，まずはやってみ

ようという気持ちを育てるように進めてきた。 

・進路選択に当たっては，関係機関の配慮を受けながら少しずつ「できた」という達成感

につなげてきており，卒業時には就労継続支援Ｂ型事業所への通所が決定した。しかし，

４月に通所開始をしたものの，リズムを作ることが難しく体調不良を起こしたため，学

校がアフターケアを行った。学校，関係機関，家庭とで連携し，Ｃの体調面，心理面，

生活面からのアプローチをした。 

・現在は，就労継続支援Ｂ型事業所にてパン製造に携わっている。 

（ｲ） 進路選択から現在までの関係機関との連携（概要） 

   進路選択から現在までの関係機関との連携の概要について，【表 11】に示す。 

 

 ・対象生徒Ｃは高等部２年になり，少しずつ新しい環境に順応してきたが，夏季休業

で生活リズムが崩れ，体調に影響があることが心配された。そこで，夏季休業中の

福祉サービスの利用を考え，相談支援事業所の相談支援専門員及び市福祉課と利用

申請を進め，福祉サービス事業所Ａ学園での日中一時支援の利用が決定した。 

・学校は修学旅行の前に，基礎疾患である心疾患や強迫神経症に関し，通院に同行し

ての主治医伺いを行ったり，学校での様子を記した連絡用紙をＣと保護者を通して

主治医に渡したりし，医療的な見地からの指示を受け，配慮や体調不良時の対応に

ついて確認した。 

・学校は個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成と絡めながら，Ｃや保護者の希

望とその時点でのＣの状況を考え，現場実習を行う場所を一緒に検討した。また，

実習先とはＣの実態や課題についての情報共有を行い，将来の就労に向けてステッ

プアップできる取組を進めた。 

・卒業後に就労継続支援Ｂ型事業所を利用するに当たっての就労アセスメント実習で

は，学校は，実習場所となる就労移行支援事業所はもとより，市福祉課，相談支援

事業所と情報共有しながら，Ｃと保護者が円滑に申請をし，実習への取組がなされ

るよう情報提供しながら見守った。 

・移行支援会議においては，学校は，個別の教育支援計画をもとにＣの希望や周囲に

配慮を求めること等を明らかにし，相談支援事業所，就労場所となる就労継続支援

Ｂ型事業所Ｆ園及び市福祉課と情報共有を行った。 

 ・就労継続支援Ｂ型事業所に通所してまもなく，Ｃは不適応症状を示し，新しい生活

リズムに移行することが難しかった。こだわりの症状から生活リズムが崩れ，心臓

への負担が心配される状況が起こった。 

・相談支援事業所の相談支援専門員は，Ｃの状況を把握し，保護者と密に連絡を取り

ながら改善策を模索し，医療機関への受診をすすめた。 

・病院では，心疾患と強迫神経症との両面からの観察と治療が必要と思われたが，そ

れぞれの病院は地理的に遠かったため，Ｃの状況や服薬について連携しながら治療

を進めることができるような病院へ，転院等の対応を行った。しかし，数回の診療

を行ったが，医療的な見地のみでは改善が難しいと判断された。 

・相談支援専門員は，病院の精神保健福祉士を介し，医師と連絡を取るとともに，Ｃ

の状況が安定していた時代である学校での取組を改善策の一つとして取り入れて

いくために，学校を交えたケース会議を開催した。 

X
期
間
（特
別
支
援
学
校
高
等
部
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年
在
籍
か
ら
卒
業
ま
で
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【表 11】進路選択から現在までの関係機関との連携（概要） 
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・複数回開催されたケース会議では，在学中のＣへの取組と効果があった方法を共有

し，医療，福祉，家庭でそれぞれが行うことができる内容を考え，実行し，次回の

ケース会議で評価をする取組を進めた。これらの取組により，Ｃの安定した就労に

つながることとなった。 

     (ｳ) 進路選択から現在までの関係機関との連携（概要図） 

     進路選択から現在までの関係機関との連携の概要について，【図 36】に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 36】進路選択から現在までの関係機関との連携（概要図） 
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 (ｴ) 進路選択から現在までの関係機関との連携（詳細） 

   進路選択から現在までの関係機関との連携の詳細について，【表 12】に示す。 

 

  生徒・保護者 学校・関係機関 

 

 

Ｘ年６月 

 

Ｃ 高等部２年生 

・    教育課程の変更を行い，少しずつ新しい

学級にも慣れてきた。こだわりの症状

も和らいできている状況であった。昨

年に比べ，生活リズムも整ってきてい

たが，夏季休業が入ることで生活リズ

ムが崩れ，体調に影響があることを心

配し，保護者と担任とで相談し，福祉サ

ービスを利用することを決定 

・市福祉課への利用申請 

・相談支援事業所の決定・相談 

・福祉サービス事業所 Ａ学園の見学 

 

 

学校（担任） 

・夏季休業中の福祉サービスの利用，福祉サービス利

用のための様々な手続き等の情報提供 

・Ｃと福祉サービスを利用してみることについて話を

した。 

・相談支援事業所（相談支援専門員）とのＣについて

の情報共有 

 

 

市福祉課  

・支給の決定，受給者証の発行 

相談支援事業所（相談支援専門員） 

・日中一時支援及びショートステイの利用を視野に入

れ，サービス等利用計画案の作成 

・日中一時支援を行うＡ学園を，Ｃ・保護者と見学 

・定期的なモニタリング 

福祉サービス事業所 Ａ学園 

・見学受け入れ，Ｃ，保護者との面談 

・夏季休業中の福祉サービス事業所Ａ学

園の利用 

福祉サービス事業所 Ａ学園 

・日中一時支援の受け入れ 

Ｘ年 10月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｘ年 11月 

 

 

 

高等部２年担任との保護者面談 

 

 

 

 

 

 

高２後期現場実習 

・６月と同様の実習先であったことから

少し安心して取り組むことができた。

これまでの不調もあり，進路希望はＣ・

保護者とも地域活動支援センター 

 

 

Ｄ病院（心疾患）・Ｅ病院（強迫神経症）

の定期通院 

・修学旅行に向けての配慮事項等の確認 

学校（担任） 

・４月からの学習状況，福祉サービス事業所の利用の

状況について確認 

・ 「個別の教育支援計画」の目標と利用している関係

機関の確認 

・後期現場実習に向けての課題の共有（毎日実習に通

う体調管理とモチベーションのもたせ方） 

学校（担任・進路担当） 

・Ｃの状況を把握しながら，少しずつステップアップ

できる課題を地域活動支援センターに依頼 

地域活動支援センター  

・実習の受け入れ 

・Ｃの不調，得意な面，苦手な面を理解し，無理なく

参加できる体制を整えた。 

Ｄ病院・Ｅ病院 

・診察，修学旅行に向けての指示 

学校（担任） 

・通院に同行しての主治医伺い（Ｄ病院），学校での様

子を記した連絡用紙のやり取り（Ｅ病院） 

・修学旅行時の配慮や体調不良時の対応を確認 

Ｘ＋１年６月 

 

高３前期現場実習に向けた面談 

・  保護者としては，Ｃが少しずつ自信を付

けてきているので，進路先として就労

継続支援Ｂ型事業所を目指したい。 

・  Ｃの希望は，昨年も実習をした地域活動

センターで無理なく仕事をしたい。 

学校（担任・進路担当） 

・Ｃと保護者との進路希望のすり合わせを行いながら

就労継続支援Ｂ型事業所での実習に向けて調整 

・自宅からの距離や送迎を考え，２か所の就労継続支 

 援Ｂ型作業所での実習を行うこととし，事業所との 

調整を行った。 

・高３前期現場実習 

・  新しい実習場所（就労継続支援Ｂ型事業

所）への不安はあったが，何とか休まず

に実習をやり遂げることができた。 

就労継続支援Ｂ型事業所 Ｆ園 

就労継続支援Ｂ型事業所 ワークＧ 

・実習の受け入れ 

・Ｃの実態を理解した上で，Ｃと課題を確認し，達成

 

X
期
間
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別
支
援
学
校
高
等
部
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年
在
籍
か
ら
卒
業
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で
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【表 12】進路選択から現在までの関係機関との連携（詳細） 
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 に向けて指導・支援した。 

Ｘ＋１年８月 

 

就労継続支援事業Ｂ型利用に係る就労ア 

セスメント実習 

・市福祉課への就労移行支援事業の利用

申請 

・相談支援専門員と連絡を取りながらの

申請書類作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ Ｃは，慣れない場所での就労アセスメン

ト実習に緊張した様子ではあったが，

課題意識をもって行うことができ，休

まず一週間の実習に取り組むことがで

きた。 

市福祉課 

・就労移行支援事業の利用についての説明 

・就労面のアセスメントを目的とした短期の支給決定

（暫定支給決定） 

相談支援事業所（相談支援専門員） 

・就労移行支援事業所やＣ・保護者と連携しながら，

就労面のアセスメントを目的としたサービス等利用

計画案を作成 

学校（担任・進路担当） 

・相談支援専門員，就労移行支援事業所に対し，Ｃの

現在の学校での生活面，学習（作業）面，進路の希

望について連絡を行った。 

・Ｃに対し，就労アセスメント実習を行う意義，どの

ように取り組むと良いか，「働くこと」について指導 

就労移行支援事業所 Ｈ  

・就労継続支援事業Ｂ型利用に係るアセスメント実習

の受け入れ 

・家庭や学校からの聞き取りや生活面，就労面のアセ

スメントとその結果のまとめと報告 

Ｘ＋１年 10月 

 

高３後期現場実習 

・  Ｃは，Ｂ型事業所で働くことの不安はあ

るものの，実習では支援を受けてでき

たこと，そのことで達成感を得ること

ができ，やってみようかなという気持

ち が生まれてきた。保護者はＣの頑張

りを認めた上で，Ｂ型事業所を希望 

学校（担任・進路担当） 

・Ｃと保護者の意向を聞き，Ｂ型事業所Ｆ園を第一希

望として，事業所と調整を行う。（その後卒業後の受

け入れ可能との連絡を受けた） 

就労継続支援Ｂ型事業所 Ｆ園  

・実習の受け入れ 

・課題の確認と達成への指導・支援 

・卒業後の受け入れの検討（利用希望を受けて） 

Ｘ＋２年２月 

 

・移行支援会議 

・４月からの活動と目標について，サービ

ス利用計画と照らし合わせながら確認 

 

 

 

 

 

学校（担任・進路担当） 

・個別の教育支援計画をもとに，これまでの経過，本

人の今後の生活についての希望，必要な支援内容に

ついての確認 

・アフターケアについての確認 

相談支援事業所（相談支援専門員） 

・送迎サービスを含めた４月からの生活を保護者と計

画。サービス利用計画の策定 

・４月からの活動と目標の確認 

・今後のモニタリングの確認 

就労継続支援Ｂ型事業所 Ｆ園 

・４月からの具体的日程確認 

・ 送迎サービスについての詳細確認 

市福祉課  

・サービス利用のための受給者証の発行関係について 

・18歳をこえてからの手帳の更新についての説明 

 （手帳の更新場所，その機会等） 

・今後の制度についての説明（今後サービスを利用す

る際には，相談支援専門員を通じて行うこと等の確

認） 

Ｘ＋２年３月  特別支援学校高等部卒業 

Ｘ＋２年４月～ 就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園通所開始，パン作りの作業に従事 

○移行支援会議（主催 学校） 

出席者：学校（担任・進路担当），相談支援専門員，就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園施設長，市福

祉課，父，Ｃ本人 

・４月からの動きについて学校及び関係機関から確認がなされた。 
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 Ｘ＋２年４月 ・４月下旬頃からＣにこだわりの症状が

表れ，朝の準備に時間が掛かるように

なった。就寝が午前１時頃となる。５月

連休明けからは就寝時間が午前２時過

ぎとなり，就寝までずっと立っている

ようになった。Ｃは分かっていてもや

めることができない状況であった。 

 

就労継続支援Ｂ型事業所 Ｆ園  

・Ｃのリズムに合わせて迎えに行くが，Ｆ園に出勤す

る時間が昼 12時を過ぎるようになった。 

相談支援事業所（相談支援専門員） 

・Ｃや家庭の状況を把握し，保護者と連携しながら，

改善策を検討。心疾患があることから体調不良が心

配されたため，これまでも定期的に受診していたＥ

病院（強迫神経症），Ｄ病院（心疾患）を受診し，医

師の診察を受けることとした。 

Ｘ＋２年５月 

 

 

Ｘ＋２年６月 

 

 

Ｅ病院受診 

・  強迫神経症の症状等，心の不調に関わっ

て受診 

Ｄ病院受診 

・ずっと立ち尽くしていることによる下

肢のうっ血，むくみがみられ，定期的に

受診していたＤ病院に，心疾患に関わ

って受診 

Ｉ病院受診 

・Ｄ病院から紹介を受け，Ｉ病院受診 

 

 

 

Ｅ病院 

・診察を行い，服薬時間のずれを改善することや今後

の服薬時間の指示 

Ｄ病院 

・現在の状況が続くことは心臓に良くないため，精神

科の治療が必要。Ｅ病院は自宅から遠方であるため，

Ｄ病院と連携できるＩ病院に転院することで調整 

 

Ｉ病院 

・入院による症状の改善は難しいと診断 

・服薬調整開始 

・休養のため，次回通院までＦ園の通所をせず，自宅

静養との診断 

Ｉ病院受診２回目 

・自宅静養となってから症状の改善がみ

られず，さらに生活リズムが乱れた。 

Ｉ病院２回目 

・生活リズム確立のためＦ園への通所再開を指示 

 

Ｉ病院受診３回目 

 

 

・Ｉ病院３回目受診後も改善がみられず，

保護者も，どのように進めていくと良

いか困惑し，相談支援専門員と相談 

 

Ｉ病院３回目 

・症状の改善がみられないため，病院として行うこと

はこれ以上難しいと判断 

相談支援事業所（相談支援専門員） 

・ケース会議の提案と実施に向けた調整 

・Ｉ病院の精神保健福祉士に連絡し，医師を含めたケ

ース会議をもつことができるよう調整 

・学校（元担任）への支援依頼 

Ｘ＋２年７月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ本人 

・自分の体についての理解 

・課題の整理と自覚 

・目標の再確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｉ病院 医師・看護師 

・睡眠障害に関する治療（薬物治療） 

Ｉ病院 精神保健福祉士 

・ケース会議開催に当たって，医師との連絡調整及び

日程の調整 

○ケース会議（主催 相談支援専門員） 

出席者：Ｉ病院医師・看護師・精神保健福祉士，就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園施設長，学校元
担任，相談支援専門員，父，Ｃ本人 

・現在のＣの状況についての情報共有 

・本人の強み，課題，在学時の支援方法，今後の手立て（役割分担）について話し合われた。 

・協議結果 

① 睡眠障害に関する治療  
② 送迎時間を学校に登校していた時間帯に合わせる。（早い時間に家に迎えに行く） 
③ スケジュール表の作成（見通しをもたせる） 
④ モチベーションを継続できるよう支援する（行動療法的アプローチ） 
⑤ 本人の強みに着目した支援 
⑥ Ｄ病院とＩ病院の連携がスムーズになるように，診察日を同日に徐々に調整していく。 
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父 

・  当面は，週末等にＣの目標となる楽しみ

を作り，実行する。 

・  少しずつ楽しみを毎週ではなく，月に一

度程度の楽しみのために頑張ることが

できるようにしていく。工賃支給日を

楽しみにすることができるよう調整し

ていく。工賃を使う楽しみについても

経験を広げることができるようにす

る。 

・  キーパーソンとしての支援（Ｃの思いを

聴く） 

 

・ケース会議時の情報の整理（学校の元担任の支援方

法をより一般化した形で紹介） 

相談支援事業所（相談支援専門員） 

・ケース会議の開催，進行，次回の会議日の調整 

・ケース会議時の情報の整理 

学校（元担任） 

・在学時の支援方法（モチベーションを維持するため

の目標のもたせ方とその支援方法，見通しをもたせ

るための方法）の提案 

・Ｃ，保護者への支援・指導 

就労継続支援Ｂ型事業所 Ｆ園（施設長） 

・学校からのこれまでの支援方法を受け，今後行うこ

とを明確にした。 

・送迎時間を早くすることに伴い，送迎車や職員配置

の検討と実施 

・スケジュール表の作成（見通しをもたせる） 

・モチベーションを維持するための支援（トークンエ

コノミー）の実施 

 

 

 

 

 

就労継続支援Ｂ型事業所 Ｆ園 

・ケース会議を受け，Ｆ園では，行動療法的アプロー

チとしての「トークンエコノミー」について学習会

を実施。Ｃに関しては，スケジュール表を作り，見

通しをもつことが有効であること，工賃支給日を目

標に毎日通所することを目指すこと，通所した結果

が視覚的に分かるようにしていくことや声の掛け方

等の具体的な支援方法の共有化も行った。 

Ｘ＋２年８月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ本人 

・目標についての確認 

・苦手への対処の方法についての確認 

・工賃の使い方についての検討 

父 

・工賃の使い方について本人と話し合う。 

・本人の目標となる楽しみの実行 

・  キーパーソンとしての支援（本人の思い

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談支援事業所（相談支援専門員） 

・ケース会議の開催，進行，次回のケース会議の開催

日の調整 

・ケース会議時の情報の整理 

学校（元担任） 

・在学時の支援方法（苦手な方への対処方法をＣにど

のように伝えるか，Ｃがどのように回避すると良い

か等）の提案 

○ケース会議 

出席者：就労継続支援Ｂ型事業所Ｅ園施設長・パン製造課指導員，学校元担任，相談支援専門
員，父，Ｃ本人 

 

・前回のケース会議を経て改善した点，今後の課題について話し合われた。 

・進捗状況と確認事項 

① 少しずつ生活リズムが整ってきていること 

② 前回のケース会議で話し合われた「トークンエコノミー」について，Ｆ園職員全体で学
習会を行ったこと 

③ 工賃で自分の好きなものを購入したり，食べたり，家族を喜ばせたりする方法を検討し
ながら進めていくことについての確認（工賃を楽しみにつなげ，働く意欲につなげてい
く）とその実施状況 

・協議 

① Ｆ園への送迎時間（当面は学校在籍時の時間と同様の生活リズムにＦ園の送迎サービス
を合わせるようにするが，少しずつ時間を調整していき，本来の送迎サービス時間に車
に乗り込むことができるようにしていく） 

② 作業への参加について（当面午前午後とで作業内容に軽重を付ける） 

③   Ｃが苦手とする方への対処について 
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を聴く） 

・当面は学校在籍時と同様の生活リズム

にＦ園の送迎サービスを合わせてもら

う形としたが，徐々にＦ園の本来の送

迎サービス時間に合わせるようにす

る。朝の支度は学校在籍時と同様の時

間帯に済ませ，送迎までの時間を過ご

す活動をあらかじめ決めておくこと

で，新たなこだわりにより，動けないこ

とがないようにしていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本人への指導・支援（働く上での目標の確認等）と

保護者への支援（本人への関わり方） 

就労継続支援Ｂ型事業所 Ｆ園（施設長・パン製造課

指導員） 

・送迎時間の変更に伴う送迎車や職員配置の検討と実 

 施 

・午前と午後とで軽重をつけた作業の実施 

・スケジュール表の継続 

・職員全体での支援の継続 

・Ｃが苦手とする方との関係調整 

 

 (ｵ) 関係機関連携に関わる調査 

対象生徒Ｃが特別支援学校高等部から進路選択を経て卒業し，就労継続支援Ｂ型事業所で

安定して働くことができるようになるまでの過程で行われた関係機関連携の実際から，その

成果と課題を明らかにするために，保護者及び主に対象生徒Ｃに関わった関係機関である相

談支援専門員，就労継続支援Ｂ型事業所から調査を実施した。特別支援学校については，筆

者が担任として関わっていたため，調査からは除外した。対象生徒Ｃの特別支援学校高等部

２年在籍時から卒業までを「Ｘ期間」とし，卒業してから就労継続支援Ｂ型事業所での安定

した就労に至る過程を「Ｙ期間」とし，それぞれの期間に分け，下記の観点での記述を求め

た。 

 

 

 

 

 

 

 

Ｘ期間における保護者からの調査結果については，【資料８】の通りである。 

 

 質問項目 保護者 
① 連携の目的（関係機 

関に期待したこと） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

特別支援学校 ・高 1で不適応を起こして教育課程を変更したため，Ｃが学校
に行きたいという前向きな気持ちになること 

・進路についての情報をもらい，Ｃに合った進路を一緒に考え
てもらうこと 

相談支援専門員 ・福祉サービスについての情報をもらうこと 
・福祉サービス利用のための計画を作ってもらうこと 

福祉サービス事業所 ・日中一時支援を使ったＡ学園では，生活リズムを整える目的
もあったが，学校以外に安心できるところを作りたかった。 

・現場実習に行ったＦ園，ワークＧでは，卒業後に働くための
経験やどういった場所がＣに合うのかの見極めをするため 

市町村福祉課 ・福祉サービスを利用するための受給者証の交付をしてもらう
ため 

病院 ・心疾患は経過観察。心の面（強迫神経症）では，薬をもらう
こともだが，気持ちの面での安定のためのカウンセリングを
して欲しかった。 

その後，初めは２週間に１回ケース会議を行い，徐々に月に１回と期間を伸ばしながらケース会議を複数回行

った。ケース会議のたびに送迎時間の見直しを進め，Ｃに確認しながら徐々にＦ園本来の送迎時間に合わせてい

く形をとった。当初午前と午後とで軽重をつけていた作業については，本人参加のケース会議での検討により，

少しずつ本来のパン製造作業に一日取り組むことができるよう進めた。Ｃが苦手とする方との関係調整について

も，Ｆ園では着替えの時間や休憩時間等，仕事以外の時間帯にも留意していただき，Ｃが安心して生活すること

ができる環境設定をしていただくことができた。 

Ｆ園，相談支援専門員，学校，家庭による継続した関わりにより，徐々に生活リズムや気持ちが整い，現在で

は一日パン製造に携わることができるようになっている。 

 

① 連携の目的 
② 関係機関との関わりによる対象生徒Ｃの変容 
③ 関係機関との関わりによる対象生徒Ｃを取り巻く環境の改善，変化 
④ 連携した関係機関・時期 
⑤ 情報の共有 
⑥ 対等性（関係機関・学校・家庭相互の専門性の尊重，役割分担） 
⑦ 個別の教育支援計画の活用 
⑧ 対象生徒Ｃに関わった関係機関との連携で感じたこと 
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【資料８】Ｘ期間（特別支援学校高等部２年在籍から卒業まで）における保護者の調査結果 
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②   関係機関と関わりに 
よる対象生徒Ｃの変容 

特別支援学校 ・Ｃは先生が頼りだったと思う。安定してきて，次の目標をも
って頑張ろうという気持ちをもてるようになった。生き方や
方向性を一緒に考えてもらえた。得意なところや可能性を引
き出してもらえて，これならできるという自信になったと思
う。 

相談支援専門員 ・福祉サービス事業所（就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園）との橋
渡しをしてもらった。Ｃや親の希望を聞いて，送迎等を含め
て卒業後の生活を一緒に考えてもらった。 

・いろいろな福祉サービス事業所の見学に一緒に行ってもらえ
てＣも安心したと思う。 

福祉サービス事業所 ・Ａ学園はＣとは合わなかった。実際に利用したが，その時の
施設の状況や苦手な利用者の方との関わりがＣにとって安
心できる場にはならなかった。 

・現場実習で関わった事業所は，卒業したら働くということが
実感できて，Ｃのやる気につながった。 

・卒業後に働くことの意識付けになった。 
市町村福祉課 ・家庭の状況を分かった上でアドバイスしてもらうなど親身に

なっていただき，福祉サービスを使えるようになった。 
③   関係機関と関わりに 

よる対象生徒Ｃを取り 
巻く環境の改善・変化 

特別支援学校 ・学校からの情報をもらったり，一緒に進路見学をしてもらっ
たりしたことで，進路を考えるための選択肢を得られた。 

・学校から教えてもらい，相談支援専門員という職があること
を知り，福祉サービスにつながった。 

・家での関わりについて相談し，父親との時間を設けてＣと話
をすることを意識して行った。 

相談支援専門員 ・漠然とした進路への不安があったが，新しい情報をもらって
考え方が広がった。 

福祉サービス事業所 ・様々な事業所があることは知っていたが，具体的にどんなこ
とをしているのかは知らなかった。見学することで，どんな
ことをしているのかを知ることができて，進路を考える材料
になった。 

病院 ・修学旅行に向けて学校と病院とで体調面で気をつける点等の
情報をやり取りし，心配なく無事に行ってくることができ
た。 

④ 連携した関係機関と 
時期 

・高１の時は，安定していなかったけれど，学校で安定できるようになってきて，初
めて進路のことを具体的に考えられるようになった。学校との面談の中で少し先の
見通しをもたせてもらった。将来の話もしてもらって良かった。そのことでいろい
ろな関係機関とつながることができた。時期も適切だった。 

・生活リズムを整えたり，余暇の過ごし方を考えたりする目的で福祉サービス事業所
とつながった方が良いと学校からアドバイスをもらい，相談支援専門員とつながっ
た。今考えると，早いうちに相談支援専門員とつながっていて良かった。 

⑤ 関係機関との情報共 
 有 
 

【良かった点】 
・学校とは毎日の連絡帳のやり取りや電話，面談等で知りたい情報を得ることができ

た。分からないことを聞いて納得できた。Ｃのことを一緒に考えてもらったと思う。 
・相談支援専門員とは，電話などで手続きや今やらなければならないことを教えても

らったり，進路についての福祉サービス事業所とのやり取りの進捗状況を教えても
らったりした。 

・学校と相談支援専門員とがつながっているのを知っており，同じ情報を共有しても
らっていたので，どちらにどのような話をしても話が早かったのが助かった。 

【課題となる点】 
・特になし 

⑥    関係機関や家庭相互 
の専門性の尊重と役割
分担 

【良かった点】 
・学校で客観的に見てもらって，家でもどんなことをしていけば良いかのアドバイス

をもらった。どうしたらいいのか迷うばかりだったが，その都度「あっそうか」と
アドバイスは気付きが多かった。今でもその時のアドバイスを生かして家で実行し
ていることがいろいろある。 

【課題となる点】 
・特になし 

⑦ 個別の教育支援計画 
の活用 

【良かった点】 
・学校がＣや親の願いを汲んで目標を立てた。面談で確認をしたことで，関係機関の

役割についても，親自身の確認にもなった。ありがたいと思う。 
【課題となる点】 
・特になし 

⑧   対象生徒Ｃに関わっ 
た関係機関との連携で 
感じたこと 

・分からないことを聞いたり，今後どうしていくかの方向性を相談できたのは，学校
だったと思う。学校の先生はこれまでもＣと同じような子供を見てきており，経験
があると思った。 

・市福祉課は，情報をもらったことで今後のことを考える上でのヒントをもらえたと
思う。 

・相談支援専門員という職は知らなかったが，学校からの情報でつながることができ
て良かった。関わってみて，家の状況を分かった上で情報をたくさんもらえて良か
った。 
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Ｘ期間における関係機関からの調査結果については，【資料９】の通りである。 

 

 質問項目 相談支援専門員 就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園 
① 連携の目的 ・（Ｂ型就労を含めた）福祉サービス利用

のための計画相談を行った。生育歴，生
活歴，家族・世帯の基本情報や将来の希
望を聞いた。 

・現場実習の受け入れ 
・卒業後４月からの通所開始のため 

② 関係機関との関わり
による対象生徒Ｃの変
容 

・特になし ・特になし 

③      関係機関との関わり
による対象生徒Ｃを取
り巻く環境の改善・変
化 

・学校での取組が福祉サービス事業所と
家庭との連携につながった。学校での
取組の効果・課題をアセスメントし，相
談支援員として趣旨がずれないように
福祉サービス事業所に情報を伝えた。 

・ 相談支援専門員が入り，福祉サービス開
始に向けての調整や手続き等を行っ
た。Ｆ園でも受け入れ体制を整えた。 

④ 連携した関係機関と
時期 

・   時期的には適切と考える。Ｃと保護者の
意向である卒業後は就労継続支援Ｂ型
事業所で働くという同じ目標に向かっ
て協働できた。（Ｃ，保護者，学校，福
祉） 

・ 今回は時期的に適切であった。卒業後に
福祉サービス（例えば就労継続支援・生
活介護）を利用する際には，卒業前に早
い時期から相談支援専門員との関わり
をもっていて欲しい。 

⑤ 関係機関との情報共 
 有 
 

【良かった点】 
・アセスメント内容が共有できた。 
【課題となる点】 
・  今回は良かったが，何か起こった時に連

携するのではなく，日常的な連携が大
切であると考える。 

【良かった点】 
・ 相談支援専門員を通じて，家庭状況，送
迎の必要性等の情報を得ていた。 

【課題となる点】 
・   一般的に，学校は実習などの際には良い
点をアピールしがちであるが，課題と
なる点をしっかりと伝えてもらいた
い。 

⑥ 関係機関や家庭相互
の専門性の尊重と役割
分担 

【良かった点】 
・関わっている機関は互いに分かってい

るが，具体的に何ができるのか，それぞ
れの役割を確認できた。 

【課題となる点】 
・日常的な連携 

【良かった点】 
・Ｃが相談支援専門員と関わりをもって
いたため，家族の状況等が分かってい
た。 

【課題となる点】 
・特になし 

⑦ 個別の教育支援計画
の活用 

【良かった点】 
・きめ細やかに作成されている。 
【課題となる点】 
・（作成していることは知っていたが）個

別の教育支援計画を学校で作成してい
る意図について今回説明されて初めて
知った。 

【良かった点】 
・  これまで学校でやってきたこと，将来を
見据えて今後事業所にやってもらいた
いことを伝えてもらえるのは助かる。 

【課題となる点】 
・学校の教育支援計画や個別の指導計画
など，どういう経緯，意味合いで作成し
ているものかの周知がなされていない
と感じる。 

⑧   対象生徒Ｃに関わっ 
た関係機関との連携で 
感じたこと 

 

・本人や保護者と関わるタイミングが難
しいと思う。今回は良かったが，もっと
早い時期に関わっておけば良かったと
いうケースがあった。 

・特になし 

 

Ｙ期間における保護者からの調査結果については，【資料 10】の通りである。 

 

 

 質問項目 保護者 
① 連携の目的（関係機 

関に期待したこと） 
特別支援学校 ・Ｃ本人を良く知っているので，Ｃのことや学校で行っていた

ことを次に伝えて，スムーズに次の場所での支援をしてもら
えるようにして欲しい。 

相談支援専門員 ・学校を卒業して次に主に頼りにしたのは相談支援専門員だっ
た。いろいろなことを相談したいと思った。 

就労継続支援Ｂ型事
業所Ｆ園 

・安定して生活したり，働いたりすることができるように見守
ったり，必要な支援をして欲しい。 

病院 ・心疾患，心の面（強迫神経症）ともに，経過観察。 
②   関係機関との関わり 

による対象生徒Ｃの変 
容 

特別支援学校 ・卒業しても関わってくれており，Ｃの気持ちの面での支えに
なっているように思う。 

相談支援専門員 ・関わっていつも見ていてくれるので，Ｃ本人を入れてのケー
ス会議でも抵抗感がなかったと思う。 

就労継続支援Ｂ型事
業所Ｆ園 

・不安定な時期に，作業を午前と午後とで変えてもらったりし
たので，少しずつ慣れていくことができた。 

病院 ・ケース会議にＣ本人も入って一緒に体調のことを考えること
ができた。 
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【資料９】Ｘ期間（特別支援学校高等部２年在籍から卒業まで）における関係機関の調査結果 

 

 

 

 

 

【資料 10】Ｙ期間（特別支援学校卒業から就労継続支援Ｂ型事業所での安定した就労に至る過程） に 

  おける保護者の調査結果 
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③   関係機関との関わり 
による対象生徒Ｃを取 
り巻く環境の改善・変 
化 

特別支援学校 ・学校からのアドバイスでＦ園がＣへの関わりを考えて動いて 
  くれた。 

相談支援専門員 ・相談支援専門員がケース会議を開いてくれて，病院関係やＦ
園，学校，Ｃ本人と親でそれぞれがＣのために動いてくれた。 

就労継続支援Ｂ型事
業所Ｆ園 

・送迎をしてもらえることで，家の負担が減った。 
・Ｆ園の行事や親の会などがあり，Ｆ園の方（利用者・指導員）

との関わりが広がる。 
病院 ・病院同士で連携をとってくれ，通院が近くなった。通院日も

時間をずらして同日にしてもらえたため，負担が減った。 
④ 連携した関係機関と 

時期 
・Ｃも親も困っていた時に，関係各所が集まって，方向性をみんなで考えてくれた。

こんなに集まってくれるとは思わず，ありがたかった。 
⑤ 関係機関との情報共 
 有 
 

【良かった点】 
・困った時に相談支援専門員に相談した。動いてもらったことで，いろいろつながっ

てケース会議でＣも含めた全員で共有できたと思う。Ｃ自身も納得して動くことが
できた。 

【課題となる点】 
・特になし 

⑥   関係機関や家庭相互 
の専門性の尊重と役割
分担 

【良かった点】 
・ケース会議でＣが安定して過ごすためにそれぞれの機関がどんなことをしていくの

かが分かり，安心した。親としても工賃の使い方を決めたり，外食が目標になるよ
うにしたりした。今では定着化して楽しみになった。 

【課題となる点】 
・特になし 

⑦ 個別の教育支援計画
の活用 

【良かった点】 
・文書で伝えることで，何回も見ることができるため，口頭ではない安心感があった。 
【課題となる点】 
・今回は問題なかったが，計画が次のところに渡されるのも必要だが，細かいニュア

ンスを伝えるためにも対面で話してもらえると良い。 
⑧   対象生徒Ｃに関わっ 

た関係機関との連携で 
感じたこと 

・卒業まで学校が力になってくれたが，卒業しても関わってもらったおかげでスムー
ズになじむことができたと思う。卒業前からだが，卒業してからは特に相談支援専
門員がいろいろと相談にのってくれている。Ｆ園の支援もあり，Ｃも安定して過ご
すことができるようになった。いろいろな機関の方がＣのために動いてくださり，
ありがたいと感じる。 

 

Ｙ期間における関係機関からの調査結果については，【資料 11】の通りである。 

 

 

 質問項目 相談支援専門員 就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園 
① 連携の目的 ・  生活，心理面を整え，就労継続支援Ｂ型

事業所に安定して通うためのＣの困り
感や支援について関係機関と共有して
いくため 

・現場実習の受け入れから継続しての４
月からの通所開始に伴って連携した。 

・  通所自体に時間が掛かったり，通所して
からも，着替えに時間が掛かったりし，
作業ができる時間が短くなる等の不適
応症状がでたため，関係機関と連携し
た。 

② 関係機関との関わり
による対象生徒Ｃの変
容 

・  学校から地域に移行したことにより，大
きく環境が変化し，Ｃが不適応となっ
たが，関係機関とのケース会議でＣの
困り感が改善傾向となった。 

・  ケース会議を経て，Ｃに応じた対応をし
たことで，少しずつ体調も良くなり，周
りの職員や利用者に打ち解けていっ
た。 

③   関係機関との関わり 
による対象生徒Ｃを取 
り巻く環境の改善・変 
化 

・  ケース会議により，病院でも前向きに病
院同士の連携をとってくれた。 

・  ケース会議で卒業前の支援，Ｃのアセス
メントを共有することで有効な手立て
を考えることができた。 

・  医療，教育，福祉，家庭の価値観が違う
とアセスメントの視点が違うが，総合
的にマネジメントするのが相談支援専
門員の職務と考え，実行した。 

・特別支援学校の先生からＣへの関わり
方や支援方法について話を聞いた。病
院の精神保健福祉士が学校のやり方は
トークンエコノミーという方法である
と教えてくれたため，事業所内でトー
クンエコノミーについて学習し，その
方法を実施した。 

④ 連携した関係機関と
時期 

・  時期としては適切であった。各自の困り
感が共有でき，同じ目的での支援を継
続できた。 

・Ｃの困り感があった時に相談支援専門
員がつないでくれ，ケース会議が迅速
に開かれたため，良かった。 

⑤ 関係機関との情報共 
 有 
 

【良かった点】 
・ＣのＳＯＳを早くキャッチできた。 
・  早めに介入できたことで，課題が長引か

ずに解決された。 
【課題となる点】 
・特になし 

【良かった点】 
・  移行支援会議等で聞いてはいたが，実際
に毎日関わってみて，どうしたら良い
のかとなった時に，相談支援専門員に
相談した。そこから，ケース会議につな
がった。 

【課題となる点】 
・学校を卒業して地域に帰ってくると学
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【資料 11】Ｙ期間（特別支援学校卒業から就労継続支援Ｂ型事業所での安定した就労に至る過程） に 

 おける関係機関の調査結果 
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校との生活とは違う生活していく上で
の課題が出てくる。今回はつながって
いたから良かったが，早い時期から相
談支援専門員との関わりをもっていて
もらえると良い。 

⑥  関係機関や家庭相互
の専門性の尊重と役割
分担 

【良かった点】 
・  ケース会議により，それぞれの専門性を

相互理解することにつながった。 
・家族も支援者であるとの理解がされた。 
【課題となる点】 
・それぞれの専門性の質にばらつきがあ

り，それをどのようにボトムアップし
ていくかがそれぞれの職種における課
題であると思われる。 

【良かった点】 
・  相談支援専門員により，医療や教育の方
とつながり，情報を得ることができ，今
後の支援を考えることにつながった。 

【課題となる点】 
・家族が中心となって支援者にこうして
欲しいと伝えてくることもあるが，何
もない時もある。これまでは学校が密
に関わってきたため，学校が仲立ちを
して家族の確認をとる等，双方の意図
をすり合わせていってもらえると良
い。 

⑦ 個別の教育支援計画
の活用 

【良かった点】 
・きめ細やかに作成されている。 
【課題となる点】 
・これまで学校内での支援計画であると

考えており，意図が分からなかった。福
祉サイドの視点とは違うと思うが，相
談支援専門員の作成する個別支援計画
とすり合わせをしていく場が移行支援
会議の前にもてると良い。 

【良かった点】 
・  これまで学校でやってきたこと，将来を
見据えて今後事業所にやってもらいた
いことを伝えてもらえるのは助かる。 

・基本的情報を知ることができる。 
【課題となる点】 
・学校の教育支援計画や個別の指導計画
など，どういう経緯，意味合いで作成し
ているものかの周知がなされていない
と感じる。 

⑧   対象生徒Ｃに関わっ 
た関係機関との連携で 
感じたこと 

 

・問題を解決することに関係者は満足し
てしまうが，予防に力を入れていけば
良い。そのためにも，要保護児童対策協
議会等でのケースの共有や，保健師は
家庭訪問できる強みがあるため，普段
から気になる子供について共有できる
と良いのではないか。義務教育段階で
地域と対話できる状況作りをしていく
ことが必要である。 

・  関係機関と協働していくことで，知らな
かったことを知り，自職種のボトムア
ップになる。 

・   毎日の関わりがスタートすると，改めて
この子はどんな子でどう関わったら良
いのかと困ることがよくある。高３の
時の担任の先生が異動せずに同じとこ
ろにいてもらえると，聞くこともでき
るし，定期的に連携できると助かると
思う。 

 

 (ｶ) エピソード及び調査結果からの分析と考察 

 ① 連携の目的 

Ｘ，Ｙの全期間における保護者の関係機関との連携の目的（関係機関に期待したこと）

は，アンケート調査を行った相談支援専門員，就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園が示した連携

の目的と合致している。アンケート調査をしていない関係機関についても，エピソードか

ら保護者の目的と合致した連携となっていたものと考えることができる。例えば特別支援

学校に対しては，Ｘ期間では不適応状況からの改善と進路についての情報提供及び進路の

方向性を一緒に考えていくことであったが，エピソードからは面談や現場実習での取組を

通して，Ｃと保護者との進路希望のすり合わせを行いながら，進路の方向性を決定してい

く経緯を読み取ることができ，保護者の期待する連携の目的に合致していたと言える。ま

た，Ｙ期間について保護者は，Ｃ自身や在学中の取組を次に伝えることでスムーズな進路

先での支援に結び付けて欲しいとしていたが，エピソードからは，保護者の目的に沿った

連携となっていたと言える。 

相談支援専門員，就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園が連携の目的に示した内容からは，連携

の主体が，Ｘ期間においてはＣと保護者が主であったが，Ｙ期間においてはＣや保護者の

みではなく，本人の困り感やその支援について共有する目的で関係機関とつながり，連携

の主体が広がったことが分かる。また，Ｙ期間のエピソードからは，相談支援専門員や就

労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園の連携の目的と合致した連携が各関係機関となされたと考え

ることができる。 

今回の事例では，アンケート回答及びエピソードから，Ｃの将来に向けての取組や困り

感の改善を目的として，それぞれの機関の専門性を発揮した連携となっていたことが分か
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る。各関係機関がＣにとっての最善の利益を考えて支援を行う目的をもって進めることが

できていたものと考えられる。 

② 関係機関との関わりによる対象生徒Ｃの変容 

Ｘ，Ｙの全期間において保護者からは，関係機関との関わりによってＣの変容が見られ

たことが挙げられた。Ｘ期間は主にＣの不適応症状への改善と進路に向けた取組が主であ

ったが，特別支援学校，相談支援専門員，福祉サービス事業所，市町村福祉課といった関

係機関の関わりによって，Ｃ自身の気持ちの安定や卒業後の生活を具体的に考えること，

卒業後の生活への意欲に結び付けることとなったと考えられる。しかし，日中一時支援で

関わったＡ学園については，施設状況や他の利用者との関わりの中で，安心できる場には

ならなかったことが挙げられ，子供の実態や目的等，ケースによって福祉サービスの適否

があることが明らかとなった。Ｙ期間は，卒業後に不適応を起こしたＣに対し，体調面，

心理面，生活面を整え，安定した就労につなげるための取組が主であった。保護者のアン

ケート回答やエピソードからは，各関係機関の関わりがＣの気持ちの面での支えとなると

ともに，Ｃ自身が自己の課題を認識して取り組むことにつながったと分かる。 

Ｘ期間においては，関係機関と関わったことによる対象生徒Ｃの変容について，相談支

援専門員，就労継続支援Ｂ型事業所の立場からは捉えていなかったものの，Ｙ期間におい

ては，各関係機関との関わりによって，Ｃの困り感が改善傾向となったと捉えている。 

    今回の事例においては，関係機関との関わりが，将来への見通しをもつことや自己の課

題を認識して取り組むこと，気持ちの面での安定と意欲へとつながったと考えられる。 

③ 関係機関との関わりによる対象生徒Ｃを取り巻く環境の改善・変化 

Ｘ期間について保護者からは，関係機関との関わりによって情報を得ることができ，そ

のことで考え方が広がったり，進路選択の上での選択肢が得られたりしたことが挙げられ

ている。また，学校と病院といった関係機関同士の情報共有により，安心して行事を行う

ことができたとした。Ｙ期間については，学校からのアドバイスによって就労継続支援Ｂ

型事業所Ｆ園がＣへの関わりを考えて支援をしたことやケース会議の開催によって関係

機関とＣ並びに保護者がそれぞれの役割で動いたことを挙げている。また，就労継続支援

Ｂ型事業所Ｆ園とのつながりでは，家庭の負担が減ったり，周囲の方々との関わりが広が

ったりしたとし，病院同士の連携によっても家庭の負担が減ったことが挙げられている。

これらのことから，保護者が関係機関とつながることで，情報を得ることができたり，家

庭の負担が減ったりしたことが明らかとなった。また，関係機関同士がつながることによ

っても，安心感を得るとともに，家庭の負担が減ったと考えていることが明らかとなった。 

Ｘ期間において相談支援専門員は，学校での取組を相談支援専門員の立場としてアセス

メントし，それを伝えることで福祉サービス事業所と家庭との連携に生かしたとしており，

就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園も相談支援専門員が福祉サービス開始に向けた調整に入っ

たことで，受け入れ体制を整えることにつながったとした。Ｙ期間では，相談支援専門員

は医療，教育，福祉，家庭とを総合的にマネジメントすることが自職種の職務であるとし，

ケース会議の開催を通じて，Ｃへの有効な手立てを講じるための関係機関同士の橋渡し役

を行っている。ケース会議をもとに就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園は特別支援学校在学中の

支援方法をＦ園内に取り入れ，学習会を行い，支援に生かすこととなったが，そこに至る

過程では，医師とのつなぎ役ともなった精神保健福祉士が特別支援学校での取組を一般化

した形で紹介する等，様々な機関がそれぞれの専門性を生かした関わりがなされている。 

今回の事例においては，Ｃ並びに保護者と関係機関といった一対一の関わりによって有

効な支援に結び付いた場面もあるが，ケース会議を始めとした関係機関同士のつながりに

よって，一つの機関では成し得ないＣへの多面的な支援につながったと言える。また，相

談支援専門員や精神保健福祉士がその仲立ちとして機能したと言える。 

     ④ 連携した関係機関と時期 

Ｘ期間について保護者からは，Ｃが学校で安定するようになって初めて進路について考

えることができるようになったとし，その後に連携した機関や時期については適切であっ

たとしている。相談支援専門員，就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園についても，卒業後の就労
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を目指した取組としての連携時期は適切であったとしている。 

Ｙ期間については，保護者，相談支援専門員，就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園の全てが，

Ｃや保護者の困り感があった時のケース会議の開催によって，有効な支援につながったと

し，時期は適切であったと挙げている。 

今回の事例に関しては，Ｃや保護者，関係機関相互が必要と感じた時に連携することが

でき，共に必要な支援を検討し，有効な支援につなげることができたものと考える。 

⑤ 関係機関との情報共有 

Ｘ期間について保護者は，学校と連絡を密にすることで情報を得たり，Ｃについて一緒

に考えたりすることができたとしている。また，学校と相談支援専門員とがつながり，同

じ情報を共有していたことで，どちらにどのような話をしてもスムーズに話が通じたこと

を良かったとしている。保護者にとっては，学校と相談支援専門員とが情報共有していた

ことによって安心感をもつとともに，何度も同じことを説明する必要がなく，効率的であ

ったことが分かる。 

Ｙ期間については，保護者と就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園の双方が相談支援専門員に相

談し，そのことで早期の介入がなされ，Ｃに関わる関係機関が集まってのケース会議の開

催に至っている。ケース会議においては，Ｃに関わる機関とＣ本人並びに保護者の全てが，

Ｃの状況を把握し，課題の整理を行い，その解決に向けた支援を検討するという形での情

報共有がなされた。うまく適応できていない現状のどこに課題があるのかについて，それ

ぞれの機関がもつ情報を整理したことにより，有効な支援を引き継いだり，一つ一つの課

題に対して，どこの機関がどういった支援を行っていくかを検討したりといった今後の支

援計画へとつながった。また，Ｃ本人が参加したことで，Ｃ自身が課題意識をもつととも

に，その改善に向けての取組について本人が納得して進めることとなっている。 

これらのことから，情報の共有により，保護者の安心感につながることや，効率的に次

への手立てに結び付けることができること，有効な支援を引き継ぐ等のノウハウの共有や

関係機関相互の役割分担を行うことにつながるものと考えられる。 

またＹ期間では，ケース会議を複数回開催している。そこでは，前回決定した支援内容

の進捗状況とＣの現状とを総合的に確認し合い，支援の方向性の見直しを行っている。こ

のように，それぞれの機関での支援が有効であるかどうかについて情報を持ち寄り，評価

をし，支援の見直しを行うことを繰り返したことによって，改善・変化していくＣの実態

やニーズに応じた支援が継続されていくこととなり，Ｃの安定につながったものと考えら

れる。 

    就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園からは，一般的に学校は実習などの際には良い点をアピ

ールすることが多いため，課題となる点についてもしっかり伝えて欲しいとのことが挙

げられている。生徒の良い点，課題となる点に加え，その支援の在り方も合わせて伝えて

いくことで，スムーズに支援が引き継がれていくことにつながるものと考える。 

⑥ 関係機関や家庭相互の専門性の尊重と役割分担 

Ｘ期間について保護者は，学校から家庭でどのようなことをしていけば良いかについて

アドバイスをもらったことで，それを生かして実行していると挙げ，Ｙ期間においても同

様に，ケース会議で検討された家庭の役割について実行に移していることを挙げている。

また，ケース会議ではそれぞれの機関がどんなことをしていくのかが分かり，安心したと

している。保護者にとっては，関係機関が行う役割，家庭でできる役割を明確に示すこと

が，安心感や家庭での支援につながり，課題に対して多面的にアプローチすることにつな

がるものと考える。 

Ｙ期間において相談支援専門員は，ケース会議を行ったことにより，それぞれの機関の

専門性を相互理解することにつながったこと，家族も支援者であることの理解がなされた

ことを良かった点として挙げている。ケース会議では，医療，福祉，教育とＣ並びに保護

者がＣの状況を把握した上で，その課題に対してはどのような支援方法があるか，また，

その支援を行うためにそれぞれの機関がどのようなアプローチをすることができるかに

ついての検討がなされ，具体的な支援計画の立案につながっている。ケース会議では，Ｃ
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の課題解決のみではなく，他の職種の専門性やどのような支援ができるのかについて関係

機関相互に確認し，理解し合う場とできたことが分かる。課題となる点として，相談支援

専門員は，それぞれの専門性の質にばらつきがあり，それをどのようにボトムアップして

いくかがそれぞれの職種における課題であるとした。学校は，関係機関と連携するに当た

り，自職種の専門性を認識し，学校ができることは何であるのかを明確にする必要がある

と考える。 

⑦ 個別の教育支援計画の活用 

保護者は個別の教育支援計画について，学校がＣや保護者の願いを汲んで目標を立て，

面談において確認をしたことで，関係機関の役割を保護者自身が確認する機会となったこ

とや，進路先に文書で伝えることで何度も見ることができるため，口頭ではない安心感が

あったとした。今回は良かったが，計画が次へと渡されていくことも必要であるが，細か

いニュアンスを伝えるためにも，引き継ぎを対面で行うと良いとしている。このことから

保護者は，個別の教育支援計画について保護者と学校の共通理解や引き継ぎのための有効

なツールであると捉えていることが分かる。また，文書のみではなく，直接のやり取りを

通して引き継ぎを行って欲しいとしていることから，子供の支援を確実に次につなげて欲

しいとする願いの表れであると考えることができる。 

相談支援専門員と就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園からは，個別の教育支援計画について，

基本的な情報を知ることができたり，これまでの学校での取組や今後事業所に求めること

を伝えてもらえたりすることが良い点として挙げられた。しかし課題としては，これまで

個別の教育支援計画を作成していることは把握していたものの，作成の意図が分かってい

なかったとし，相談支援専門員からは，今後相談支援専門員の作成する個別支援計画とす

り合わせをしていく場がもてると良いとしている。今後は，個別の教育支援計画を始めと

した学校の取組について，関係機関に周知していく場の設定を行うことが必要であると考

える。 

⑧ 対象生徒Ｃに関わった関係機関との連携で感じたこと 

保護者は，卒業までの段階において不明な点を聞くことや今後の方向性を相談できたの

は学校であったとし，卒業後にも継続的な支援があったことで，進路先にスムーズになじ

むことができたとしている。相談支援専門員に対しては，卒業前からの関わりもあったが，

特に卒業後には様々な相談をすることができたとしている。これらのことから，保護者に

とって卒業前と卒業後とでより身近に相談できる機関が代わったことが分かる。エピソー

ドからも卒業前後でＣ並びに保護者への支援の主体は代わったものの，学校と相談支援専

門員，就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園といった支援機関が重なり合いながら支援をしており，

一定の期間併走する形での支援が行われている。卒業という区切りで支援者が突然に切り

替わるといった形ではなかったことで，次のライフステージに滑らかにつなぐことにつな

がったものと考えられる。 

相談支援専門員は，問題を解決することに満足するのではなく，予防に力を入れること

の重要性について述べ，気になる子供について共有できる体制を作るために，義務教育段

階で地域と対話できる状況づくりが必要であるとしている。また，関係機関と協働するこ

とで，互いに知らなかったことを知り，自職種のボトムアップになることを挙げている。

香川（2012）は，「これまでの学校完結型の教育を脱却して，外部資源導入のよさに関する

認識を共有すること」，「やむをえず外部の資源の協力を仰ぐという消極的な姿勢ではなく，

外部資源を導入することによって，従来以上の教育効果を上げようという積極的な姿勢が

大切」であるとしている。何も問題となることがなくても地域とのつながりをもち，顔の

見える関係を作っていくことは，地域資源それぞれの専門性を知ることとなり，問題の予

防及び問題が大きくなる前に，迅速に手立てを講じることにつながるものと考えられる。

また，連携をすることによって他の職種の考え方，価値観を知るのみではなく，学校がで

きることは何であるのか，大切にしたい視点は何であるのかといった学校としての在り方

を振り返る機会ともなると考える。これらのことから，開かれた学校づくりの推進が学校

としての対応力の強化につながるといった意識をもつことが重要であると考える。 
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就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園は，生徒と実際に関わる中で困り感が出た場合に，卒業時

の担任の異動がなければ，情報を得ることができるとし，定期的に連携できると良いとし

ている。このことについては，担任の異動があったとしても，スムーズに情報提供できる

ような引き継ぎと校内での情報共有の在り方を整備していく必要があると考える。 

 (2)  「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用実践 

実践は，特別支援学校のセンター的機能により，地域の学校（園）からの支援依頼があった ケ

ースや，特別支援教育エリアコーディネーターに依頼があったケースとした。いずれも今後関係

機関 と連携を希望する意図があって支援依頼をしたケースである。本実践は，関係機関連携に向

けた一連の流れのうちの一部分について「関係機関連携ハンドブック（試案）」を活用しながら行

ったものである。 

ア 実践① Ｋ高等学校における「関係機関連携ハンドブック（試案）」活用実践 

 (ｱ) 対象生徒 

高等学校 1年生 女子生徒Ｌ 

 (ｲ) 相談主訴 

コミュニケーション能力が乏しく，進路についても現状では一般就労は難しいように思わ

れる。学習面への支援も必要と思われ，他機関による知能検査を実施したいが，保護者の理

解を得ることができるかどうかが不安である。他機関へ知能検査を依頼する手順 や，今後学

校はどのような対応をしていくと良いかについて教えて欲しい。 

 (ｳ) Ｌの状況 

・全体指示や連絡が通りにくい。 

・集団行動やグループワークが難しい。 

・ネガティブな言動が目立ち，周囲の生徒と些細なことでトラブルになることがある。 

・興味関心はゲームや読書であり，休み時間は机に伏しているか図書室にいることが多い

が，学校を休むことはない。 

・本人は高校の勉強は難しいと感じている。 

 (ｴ) 日程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｵ) 対象生徒のアセスメントと支援課題の明確化・支援計画の策定 

学校からの主訴として，知能検査が必要ではないかということであったが，保護者からの

申し出ではないため，今後実施をするに当たっては，保護者への説明を行う必要があるもの

と考えられた。しかし，気になる生徒への対応は，検査の前に学校として，本人の得意な点

や興味関心，不得意な点を把握し，支援策を検討することが必要であることから，「関係機関

連携ハンドブック（試案）」の一部である「児童生徒スクリーニングシート」の第２次調査を

６月に配付し，実態把握の手掛かりとして実施してもらうこととした。ス クリーニングシー

トは，Ｌに関わる主な職員６名（担任・副担任・学年主任・教科 担任・部顧問）で実施した。

その結果は「聞く」ことの弱さは共通していると考えられたが，教科によって困り感の捉え

は異なるものであった【資料 12】。 

７月には，特別支援教育エリアコーディネーターに対し，学校から保護者面談の依頼があ

ったため，同席した。保護者面談では，Ｌの日常生活を保護者から聞き取る中で，Ｌの強み

と弱みとその対処を明確にすることができた。保護者面談からみえてきたＬの強みは，「決め

られたことはきちんと守る」，「学校は毎日登校する」ということであった。学校では，全体

日 程 概 要 

６／25 ・授業参観 

・「児童生徒スクリーニングシート」の配付 

７／20 

 

・保護者面談 

・「児童生徒スクリーニングシート」を記入しての気付きと保護者面談の

内容をすり合わせ，今後学校で対応することについての検討 

・「個別の指導計画」・「個別の教育支援計画」の作成のため，様式の提案 

９／13 ・支援経過についての共有 

・卒業後を見通した支援の在り方について 



-65- 

 

指示や連絡が通りにくいという実態があり，複数でのスクリーニングシートの実施結果から

も，「聞くこと」の弱さが共通していたが，保護者の話からは，全体指示を自分のこととして

捉えていないのではないかということが明らかとなり，家庭では名前を呼んで注意を向けて

から話をしているということを聞くことができた。Ｌのコミュニケーションの苦手さについ

ては，保護者との面談で家族関係やＬを取り巻く周囲の人間関係を明らかにする中で，Ｌに

とって活用できる人的資源（親戚）を明らかにすることができた。自営業を営む親戚を通じ

て他者との関わりを継続的にもっていく中で，少しずつ関わり方や自分の気持ちへの折り合

いの付け方を学ぶこと，親戚の自営業の手伝い等で自分の存在意義を感じることができるよ

うにしていくことについて保護者の理解が得られ，学校として今後行うこと，家庭が行うこ

とについて情報整理がなされた。学校と保護者とで今後Ｌについての情報を密にとりながら，

Ｌの気持ちに寄り添った支援を双方で行っていくことについても確認することができた。 

保護者は，生徒を最も良く知る支援者であり，日常のやり取りや繰り返しの中から，自然

とその子供にあった対応の仕方を行っているものと考えられる。日常の行動観察による実態

把握やスクリーニングシートを活用しての困難さへの気付きに対し，今回の保護者面談を通

じて学校は支援への足掛かりを得ることができた。 

Ｌが全体指示を自分のこととして捉えていないことについては，各授業担当者で名前を呼

ぶ等して話者に注意を向けてから指示や連絡をすることについて検討され，Ｌのみ名前を呼

ぶことは不自然であることから，他の生徒についても同様に実施していく等，授業改善とい

った視点で取り組んでいくことについて検討された。また，「決められたことはきちんと守

る」という強みを生かすためには，Ｌが理解できる方法でルールとして示していくこと，で

きたことを認めていくことが必要であることが確認された。また，教科によって困り感の捉

えが異なっていることから，それぞれの教科においてその支援を検討し，「個別の指導計画」

の作成につなげていくこととし，様式の提案を行った。また，今回の特別支援教育エリアコ

ーディネーター及び特別支援学校の支援について，「個別の教育支援計画」に記載していくこ

とで，単年度ではなく次年度への取組に生かしていくことができることから，記録として残

す必要性について確認した。 

知能検査を実施したいという主訴ではあったが，検査の前に学校として手立てを組み，支

援を行っていくことの重要性と，検査はあくまでも支援の方略のきっかけを捉えるものであ

り，検査の目的を明確にすることが必要であることについて改めて伝えるとともに，今後検

査を実施する場合には年齢によって検査機関が異なるため，その情報提供を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料 12】複数で実施したスクリーニングシートの一部 
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 (ｶ) その後の対象生徒と学校での対応状況 

９月にその後のＬと学校の対応状況について確認した。スクリーニングシートを実施した

６名の職員に管理職等を加えてチームを編成し，Ｌへの具体的な手立てを決め，実施をして

いた。具体的な手立てとその評価について一部抜粋したものが【資料 13】である。また，今

後校内全体で，これまでの取組でうまくいった具体的な手立てを共有していくとともに，個

別の指導計画の作成に関わり，①実態把握 ②目標設定 ③具体的手立て ④評価と考察の

①～④の作成を繰り返して，よりよい支援方法を探っていくことについて確認していくとの

ことであった。 

 
教 科 実 態 具体的な手立て 評価・考察 

全 体 全体指示や連絡が通りにく
い。 

名前を呼び，話者に注意を向
けてから指示や連絡をする。 

話を聞くことができるように
なってきた。 

全 体 集団行動・ペアワークが苦手
で，一人で行動しようとする。 

仲間に入れるよう，他生徒が
声を掛けることができる場の
設定を行う。 

他生徒が声を掛けることで，
グループ活動ができた。 

数 学 課題を提出期限に出すことが
難しい。 

週末に課題の範囲と提出日の
確認を行う。 

７月から出せるようになって
きたが，夏期課題は出せてい
ない。 

体 育 コミュニケーションをとるこ
とが難しい。 

他生徒との関わりを増やす授
業展開を行う。 

会話は少ないものの，他生徒
との関わりが増え，積極的に
取り組む姿勢が見られた。 

  Ｋ高等学校から今後，就労へ向けた支援についてどのように進めていくと良いのかという

話が出された。そこで，「関係機関連携ハンドブック（試案）」にある【図 37】の「雇用の形

態」及び「障害者手帳・障害福祉サービス受給者証」により，どのような雇用の形態がある

か，また，障害者手帳や障害福祉サービス受給者証について情報提供を行った。その上で【図

38】の「就労」の項をもとに，就労支援に関しては，自分の得意なこと，苦手なこと等の自

己理解や苦手なことへの対処法について知り，実行できるようになることが重要であり，在

学中に重点を置いて進めていく必要性を伝えた。Ｌは１年生であり，来年度にインターンシ

ップを行うため，そこに向けて支援を組み立てていくことについて話し合った。前回の支援

の際に検討した自営業の親戚宅での定期的な手伝いについて，例えば，あいさつをすること

や自分の気持ちに折り合いを付けながら一定の時間働くこと等，Ｌを含む家庭と学校とで目

標を定め，評価を繰り返しながら進めていくとともに，学校では文化祭の出店等を通して，

Ｌ自身が自分の苦手なことに気付き，どのように対処していくと良いのかを，体験を通して

学ぶ機会としていくことについて検討した。このようにＬの自己理解を進め，実際にインタ

ーンシップを行う際には，あらかじめＬとともに仕事の内容を確認し合い，自分の目標等を

明らかにした上で実施することや，実施後の振り返りを丁寧に行うことが必要であると確認

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図 37】「関係機関連携ハンドブック（試案）」から実践 
      に活用したページ① 

 

【図 38】「関係機関連携ハンドブック（試案）」 
      から実践に活用したページ② 

 

【資料 13】対象生徒に対する具体的な手立てとその評価（一部抜粋） 
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 (ｷ) 実践①のまとめと考察 

Ｋ高等学校では当初，他機関による知能検査の実施を希望していたが，検査の前に学校と

してＬの得意な点や興味関心，不得意な点を把握し，支援策を検討することが必要であると

の共通理解をして，スクリーニングシートを活用した実態把握を行った。そしてＬの困難さ

に対しての支援を各教科及び学校の教育活動全体でどのように行っていくかについて検討

し，個別の指導計画に反映させていく取組を進めている。また，筆者が支援を行う中で，就

労に向けてインターンシップを目標に据え，日常の支援を組み立てていく取組について提案

し，具体的な方法について検討・確認を行っている。 

就労先を決める際には，仕事ができるかどうかのみではなく，就職してから長く働き続け

ることができるかどうかという視点が重要であり，あらかじめ自分の得意なことや苦手なこ

と，苦手なことへの対処が分かっていることで，自分にはどのような職場が合っているのか

を考えることができる。また，雇用の継続のためには，本人の特性を考慮した上で，企業側

の求める水準や仕事の進め方，環境調整等のすり合わせといったジョブマッチングの視点も

重要となる。今後，自己理解を進めていく中で，Ｌ自身が，支援を受けることの有効性を感

じるとともに，診断を受けることができる場合には，障害者手帳や障害福祉サービス受給者

証を得ての就労につなげていくことを考えることも可能である。しかし学校としてまずやる

べきことは，Ｌ本人の自己理解を進め，得意なことを伸ばすとともに，苦手なことへの対処

方法を経験の中で身に付けることができるようにしていく教育の場の設定を行うことであ

り，その中でどのような生き方や働き方を選んでいくかについて，自己選択・自己決定を支

えていくことであると考える。自己を見つめる取組の中で，Ｌが卒業後の生活を具体的にイ

メージし，必要となる力はどのようなものであるのか，そのために今自分が身に付ける必要

がある力は何であるのかを明らかにし，主体的に自己の課題に取り組み，その結果，将来社

会に出た時には自ら環境に働きかけ，整えることができるようになることを目指す必要があ

ると考える。 

  イ 実践② Ｍ小学校における「関係機関連携ハンドブック（試案）」活用実践 

 (ｱ) 対象児童 

小学４年生 男子児童Ｎ 

 (ｲ) 相談主訴 

現在の不登校，動物虐待の実態から，今後将来について考えると心配な面があるため，  関

係機関等どこかにつないだ方が良いのではないか。 

 (ｳ)  Ｎの状況 

・小学校３年生から保健室へ登校することが増え，現在は登校したりしなかったりして い

る状況。 

・家庭ではかんしゃくを起こし，一度怒らせると大変だという保護者からの相談がある が，

学校ではそうした様子は見られていない。 

・誰かと遊びたい等の友達との関わりはあまり求めていないように見受けられ，大人との

関わりが多い。 

・学力は高くなく，漢字を書くことに苦手さがある。 

・虫などの生き物が好きで，良く知っている反面，家庭において動物虐待を行っているこ

とが保護者の相談の中から聞かれている。 

 (ｴ) 日程 

 

 

 

 

 (ｵ) 対象児童Ｎのアセスメントと支援課題の明確化・支援計画の策定 

① 支援チームについて 

今回，Ｎを支援するに当たって，「関係機関連携ハンドブック（試案）」に掲載した「ア

セスメントのためのフォーマット」（近藤， 2011）を活用したアセスメントを行い，支援計

日 程 概 要 

８／20 ・チーム支援検討会 

10／５ ・支援経過についての共有 
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画策定までの過程をチームで検討する形をとった。この「アセスメントのためのフォーマ

ット」を活用した意図は，フォーマットを完成させることで，支援課題の抽出，支援内容

の選定，支援計画策定の流れで進めることができ，なおかつアセスメントの視点として生

物－心理－社会や環境といった多面的な視点でＮを捉えることにつながることによるも

のである。 

チームを構成したメンバーは，次 の通りとなっている。 

 

 

 

上記のメンバーは，日頃からＭ小学校における特別な支援を必要とする児童の支援につ

いて検討している校内委員会のメンバーである。 

② チーム支援検討会 

支援チームでの話し合いの場を「チーム支援検討会」として取り組んだ。検討会の次第

は【資料 14】の通りである。 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チーム支援検討会の流れの説明において，「関係機関連携ハンドブック（試案）」の「関

係機関連携進め方ガイド」【図 39】をもとに，今回行うＮのアセスメントは関係機関と連

携するまでの過程において，どういった段階にあるのかについて確認した。次にジェノグ

ラムやエコマップを活用することで，子供の状況を包括的に捉え，共有しやすくなること

から，【図 40】の「ジェノグラム・エコマップの作成と活用」の項を示し，Ｎのレポート

の際にホワイトボードに書き入れ，チームのメンバーがＮの家族の状況を共有できるよう

にした。この時のジェノグラムは【資料 15】の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

校長，副校長，担任，教務主任，特別支援教育コーディネーター，養護教諭， 

生徒指導担当 

【図 39】 「関係機関連携ハンドブック（試案）」 
 から実践に活用したページ③ 

 

 

 

 

【図 40】「関係機関連携ハンドブック（試案）」 
   から実践に活用したページ④ 

 

【資料 15】対象児童を捉えるため 
         作成したジェノグラム 

 

【資料 14】チーム支援検討会 次第 
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③ アセスメントと支援課題の明確化・支援計画の策定 

アセスメントに当たっては，【図 41】の「アセスメント」の項を参考にしながら進める

こととしたが，アセスメントによって立案された支援計画は，「とりあえず動き出すための

プラン」（上原，2012）であり，立てたプランに基づいてチームで支援をしていきながらも，

日々のＮの変化を丁寧に見取り，支援内容を軌道修正していくモニタリングが必要である

ことについて【図 42】をもとに話を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アセスメントの実際は，「アセスメントのためのフォーマット」を全紙判に拡大してホワ

イトボードに貼り，そこにチームメンバーそれぞれから出された意見をファシリテーター

役である筆者が書き入れていく形をとった。チームのメンバー全員が同じフォーマットを

見ながら話を進めていくことで，情報の共有化が図られやすいと考えたものである。 

「アセスメントのためのフォーマット」を活用してのアセスメントでは，情報の収集・

整理となるインテイクの部分や本人について生物－心理－社会の３つの要因から理解・解

釈・推測したこと，環境について理解・解釈・推測したことについては，チームのメンバ

ーそれぞれから意見を出し合う形をとった。その後，支援課題については，川喜田（1970）

によるＫＪ法を用いてまとめる形とした。情報をもとに理解・解釈された内容から，どの

ような支援課題が考えられるかについてそれぞれの先生方に付箋を渡し，支援が必要と思

われることについて書き出してもらった。支援課題として書き出してもらったものには，

すでに具体的な支援の方針が書き出されているものもあり，そちらは支援計画策定のため

のプランニングに役立てた。ブレーンストーミングで自由にアイデアを出し合うことで，

様々な支援課題が出される結果となった。付箋に書き出された支援課題を同じ内容の項目

ごとにまとめ，ラベリングするとともに，出された支援課題から具体的にどのような対応

をとっていくかについて，意見をまとめながらプランニングを行った。 

チーム支援検討会において検討された内容をまとめたものが次頁【資料 16】である。そ

れぞれの項目を検討するための時間設定を明確にしていなかったために，チーム検討会の

時間が長く掛かってしまったことについては課題が残るものの，チームで検討したことに

より，Ｎについて複数の視点で多面的に捉えることができた。また，それぞれの経験や知

識から，多様な支援を考えることにもつながった。 

Ｎの不登校への支援については，学校で安心して学習することができる居場所作りや環

境調整が重要であるとの認識の下，空き教室を使用しての特別教室の設置を進めることが

確認され，その特別教室においては，これまで保健室で主に対応していた学習の部分を，

時間割の工夫を行い，担任外の教師との学習ができるようにしていくことについて検討さ

【図 42】「関係機関連携ハンドブック（試案）」 
  から実践に活用したページ⑥ 

 

【図 41】「関係機関連携ハンドブック（試案）」から実践に 
    活用したページ⑤ 
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れた。また，友達との関わり方を知るとともに，教師との関わりを広げていく取組，及び

自分の気持ちに気付いたり，自分の気持ちを言語化することができるようにしていく取組

として，特別支援学級担任等との学習において，ソーシャルスキルトレーニングなどを取

り入れていくことについて話し合われた。 

保護者への支援では，保護者が相談したり，Ｎに適切に関わることができるような支援

の必要性が話し合われ，これまで同様に定期的な面談を行っていくとともに，スクールカ

ウンセラーと面談をしていくことについて確認した。Ｎの動物虐待の実態については，学

校からは見えにくい実態を保護者に確認していく必要があったため，保護者の気持ちに寄

り添い，困り感を聞き取りながら，他機関につないでいくことについて確認をした。動物

虐待とはいっても，どのような背景で行っているかによって対応が異なってくるが，Ｎに

ついては他にも心配される行動等が見られるため，法務少年支援センターにつなぎ，心理

の専門家である法務技官と連携してＮの物事の捉え方や心の状態に応じた対応をとって

いくことや，児童相談所と一緒に対応を検討していくことについて情報提供を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｶ) その後の対象児童と学校での対応状況 

10月にその後のＮと学校での対応状況について確認した。特別教室については設置が完了

し，教務主任や特別支援学級担任等の担任外の教師の時間割調整を行うことで４人の教師が

特別教室での指導に当たることができる体制が整ったとのことであった。 

Ｎについては，夏休み以降に登校をするようになり，４人の教師と得意な算数や好きな理

科に，苦手な国語を加えながら学習を行い，特別支援学級担任とのソーシャルスキルトレー

ニングの学習にも取り組んでいると話された。時間を意識したメリハリのある生活ができる

よう，あらかじめ家庭で相談し，どの教科であればできそうかを表にして，できたらシール

を貼っていくという取組は継続して行っているとのことであった。在籍している通常学級と

の関わりについては，廊下や教室の端から授業を見る等のスモールステップでの取組がなさ

れ，体育館での体育の授業に参加することができた場面もあり，少しずつ良い方向に向かっ

【資料 16】チーム支援検討会にて実施した対象児童Ｎのアセスメントと今後の支援計画 
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ていることについて話があった。 

定期的に行っている保護者との面談も行い，保護者の困り感を聞き取る中で，今後関係機

関とともに対応の方法を考えていく選択肢についても伝えたとのことであった。 

Ｎについては，学校において適応的な方向に向かっていることもある半面，気持ちの不安

定さも出てきており，心の面で心配される状況も見られていることから，学校として検討し，

現在，法務少年支援センターを始めとする関係機関と連携する方向で進んでいるところであ

る。 

 (ｷ) 実践②のまとめと考察 

Ｍ小学校では，困難さを抱えるＮについて「アセスメントのためのフォーマット」を活用

し，得られた情報をもとにその背景についてアセスメントしていくことで，根拠に基づいた

支援方針を立案することにつながった。また，チームでの検討会を行うことで，複数の視点

で多面的にＮを捉えたり，それぞれの経験や知識から多様な支援を考えたりすることにつな

がった。また，その後の経過では，特別教室の設置やＮに関わる職員の体制等，学校体制の

整備を進め，Ｎの指導，支援に当たっている。 

このように，学校が組織として児童への支援を計画・実行した場合でも，学校で担えるこ

とには限りがある。今回のケースは保護者と学校とで定期的な面談がなされており，関係の

構築がなされていることから，面談で保護者の気持ちに寄り添い，困り感を聞き取る中で他

機関につないでいくことについて話をすることができている。しかし，関係機関につなぐ必

要があるものの，本人や保護者につなぐことが難しい場合には，まず始めに学校がつながり，

対応の仕方等について情報を得ることが可能である。学校は問題行動等の状況を把握し，緊

急度の見極めを迅速に行い，連携の必要性の判断を行う必要がある。また，学校が担うこと

ができる手立てを実施したならば，躊躇することなく，他機関に相談し，連携して児童やそ

の家庭を支える体制を作ることが必要であると考えられる。 

ウ 実践③ Ｏ幼稚園における「関係機関連携ハンドブック（試案）」活用実践 

  (ｱ) 対象幼児 

３歳児クラス 女児Ｐ（３歳 11カ月） 

 (ｲ) 相談主訴 

集団生活での立ち歩きがあり，会話や言語での指示があまり通じない。どのような支援が

必要であるかを明確にし，今後の巡回相談等につなげていきたい。 

 (ｳ) Ｐの状況 

・一斉指導中の立ち歩きが多い。 

・単語での会話，指さしで伝えようとする様子が見られる。 

・走り回っていることが多い。 

 (ｴ) 日程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｵ) 対象幼児のアセスメントと支援課題の明確化・支援計画の策定 

３歳児クラス担任に，「Ⅶ－３－(2)－イ－(ｳ)－②」の「関係機関連携の進め方ガイド」【図

39】をもとに，今回行うＰの実態把握及びアセスメントは関係機関と連携するまでの過程に

おいて，どういった段階にあるのかについて確認した上で，【図 43】の「気づき・発見」の

項及び「Ⅶ－３－(2)－イ－(ｳ)－②」の【図 41】の「アセスメント」の項を参考にしてもら

うようにした。 

 

日 程 概 要 

９／13 ・「気づきのための幼児チェックリスト」の配付 

９／18 

 

・参観 
・「気づきのための幼児チェックリスト」をもとにした対象幼児Ｐの困
難さへの気付き（実態把握） 

・実態把握をもとに，「アセスメントのためのフォーマット」を活用し
ての支援課題の明確化・支援計画の策定 

10／23 ・参観 
・支援経過についての共有 
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まず初めに，担任には，「関係機関連携ハンドブック（試案）」の一部である「気づきのた

めの幼児チェックリスト」を実態把握の手掛かりとして実施してもらうこととした。このチ

ェックリストは「発達と保育を支える巡回相談 臨床発達支援とアセスメントのガイドライ

ン」（金谷，2018）を参考に作成したものである。 

実施した結果は【資料 17】の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担任からは，お弁当の準備に入る時など他の子供よりも遅れたり，次の活動にスムーズに

入ることができないことが多いため，「場面の切り替えができない」ことが優先順位の１番に

挙げられるとの話があった。次に一斉指導時や集会の時などにその場にいることができない

ため，「座っているべき時に，その場にいられない」こと，周りの子供たちが友達同士で遊ぶ

様子が見られてきたものの，一人で遊ぶことが目立ってきていることから，「集団での遊びを

したがらない（どちらかといえば一人でいる方が好き）」ことが課題として挙げられた。 

参観では，年長児などと追いかけっこをして楽しそうに園庭を走り回り，もっと追いかけ

【図 43】「関係機関連携ハンドブック（試案）」から実践に活用 
   したページ⑦ 

 

【資料 17】担任が実施した「気づきのための幼児チェックリスト」 

 診断のためのチェックリストでは  

ありません  

診断のためのチェックリストでは  

ありません  
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て欲しいという様子で近づいていくところが見られた。また，筆者を見つけて近づいてきた

ため，「何をして遊んでいたの？」と聞くと「ママ」と答え，「走ったの？」とジェスチャー

を交えて問いかけたが首をかしげ，「あそこ」，「あそこ」とのことばが聞かれた。「お兄ちゃ

んと遊んだの？」と聞くと，やや時間をおいてうなずく様子が見られた。その後，学級に戻

り，みんなで手遊びをする場面では，笑顔が見られ，自分が合わせることができる部分のみ

を行っていた。次の給食の準備では周囲の流れに乗れずに床に寝そべっていたが，他の子供

たちが用意が終わった頃に立ち上がり，自分で手を消毒し，ストローを用意して自分の席へ

座った。食べる段階では，紙パックの牛乳のふたを剥がすのに苦労をしていた。ふたを剥が

しながらも手元を見ていない様子が見受けられ，次にストローを穴に刺すことにも，時間が

掛かっていた。支援員が，ストローの先が反対であることを教えていたが，見ていないため，

そのまま反対のまま刺しているという状況であった。 

これらの参観の様子と，チェックリストの内容について担任とすり合わせるとともに，「関

係機関連携ハンドブック（試案）」の一部である「アセスメントのためのフォーマット」（近

藤， 2012）を活用し，一緒にアセスメントを行っていった【資料 18】。「アセスメントのため

のフォーマット」を活用することで，生物－心理－社会や環境といった多面的な視点でＰを

捉え，困難さの背景から支援内容を考えていくことに結び付けようとしたものである。 

支援の優先順位として２番目に「座っているべき時に，その場にいられない」というもの

があった。そこで参観では，手遊びをしっかり椅子に座って行うことができていたため，普

段の様子を聞くと，座っているべき時にその場にいることについては，好きなブロック等を

持っているとその場にいることができるようになってきているとのことであった。その日は

ブロック等がなくても座っていることができており，２学期になってから成長した点である

とのことであった。 

優先順位の３番目に挙がっていた「集団の遊びをしたがらない（どちらかといえば一人で

いる方が好き）」ということについては，周囲の子供たちがまとまって遊ぶようになったこと

で目立つようになったとの話があり，一人でいる方が好きであるから一緒にいないのかどう

かについて聞くと，友達との関わりは主に追いかけっこであることが話された。参観の中で

筆者とのやり取りが通じなかったことについて聞くと，ことばが出る時には自分の思いをた

だ伝えたい時であり，やり取りとしてはなかなか成立が難しいとのことであった。一人で遊

んでいる背景についてどのように捉えるかを考えていくと，担任からは，「一人で遊んでいる

のは，ことばがまだ育っていないからではないか」との気付きが話された。 

また，参観からは牛乳のふたを剥がすことに苦労している様子が見られたが，運動スキル

についてはチェックがなかったことについて話し合ったところ，ズボンの脱ぎ履きは時間が

掛かるために手を掛けていることやその際に手元をよく見ていないようだと話された。また，

運動スキルについては，チェックリストを行う中で，担任自身がまだ捉えることができてい

ない項目があったことについての気付きが述べられた。 

これらの話し合いを通し，担任からは「ことばを育てていく」，「伝わる手段を確立してい

く」，「ズボンの脱ぎ履き等，生活動作，手指操作の力を伸ばしていく」ということや，「ポイ

ントを指さしする等して示し，手元を見ることができるようにしていく」ことが今後優先し

て支援が必要な点であると述べられた。また，Ｐが示すサインについて，意味がはっきりし

ていないものがあると挙げられたため，サインの意味を確実に読み取ることによってことば

でのフィードバックにつなげられることから，サインについて家庭と共有していくことにつ

いてもその場で共通理解がなされた。当初優先順位が一番高いとされていた「場面の切り替

えができるようにしていく」ことについては，Ｐが場面の切り替えが難しい要因やスムーズ

に動くことができる場面はどのような時であるのかを観察していくことで今後の支援につ

ながっていくのではないかと話し合い，ポイントを絞って観察をしていくこととなった。 

 

 

 

 



-74- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｶ) その後の対象幼児と幼稚園での対応状況 

10月にその後のＰの状況と幼稚園での対応状況について確認した。前回の相談から１カ月 

しか経過していないが，ことばの成長が目覚ましいことが，今回の参観及び担任とのカンフ

ァレンスから理解できた。以前は，Ｐが話す「ダメ」のことばが示す意味の範囲が広かった

が，「外いかない」，「ようちえんであそぶ」等，「ダメ」の他に困った時のことばが出るよう

になり，行動とことばが一致するようになってきたとのことであった。伝わる手段を確立さ

せていく手立てとして，Ｐのみではなく，クラス全員に対し，視覚的支援を行った上で，活

動ができそうな時にはそのまま見守り，難しい時には一緒に手本を見せながら活動すること

を行ってきたと話された。また，家庭とも情報共有し合ったことで，幼稚園で行ったことを

家庭で話したり，家庭での出来事を幼稚園で話したりすることにもつながったとのことであ

った。運動スキルや「見る」ことに重点をおいた全身での活動については，ボウリングや輪

投げ，玉入れなどに取り組み，家庭でも父親がボール遊びをしてくれているとのことであっ

た。今後も意図的に粗大運動を行っていきながら，生活動作に結び付けていくことについて

確認をした。 

担任からは，外遊びから中に入る時に切り替えが難しく，今後どのように進めていくと良

いかとの話があった。担任の見立てでは，活動に満足できていない時に切り替えが難しいの

ではないかとのことであった。時計は読めないものの，針の位置であらかじめ時間を示した

り，事前に「もうそろそろだよ」と示したりしているが，遊びの終了の時間になり，中に入

る段階になると，「やだやだー」と騒ぎになってしまうとのことであった。ホールでの集会な

ど，渋々ではあるが，ほぼ全ての時間で座っていることができるようになったとの話もあり，

先生など相手が言っていることを自分の中に取り込んで，折り合いを付けることができつつ

ある状況であることが分かった。そこで，自分の気持ちに折り合いを付けるためにも，その

時のＰの気持ちを「もっと遊びたかったなあ」，「残念だったなあ」と代弁し，Ｐが自分の気

持ちに気付くことができるようにするとともに，その上で，「また遊ぼう」とＰが納得できる

ように示すということを丁寧に行っていくことについて話し合った。Ｐの気持ちには共感す

【資料 18】担任と実施した対象幼児Ｐのアセスメントと今後の支援計画 
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るが，行動は修正していくという方向性を確認した。 

担任からは，遊びの中で，友達とやりとりを行うわけではないが，一緒にいる場面が見ら

れるようになったことが述べられた。ことばが出てきたことで，周囲の言っていることや行

っていることがつながり，人への興味が出てきたと考えることもできる。Ｐには支援員がつ

いていることからも，Ｐの興味がある遊びに周囲を巻き込んだり，他の子供の遊び方を知ら

せたりし，Ｐと他の子供との橋渡しや遊びや視野を広げていくことができるような関わりを

していくことについて話し合った。 

支援員の関わり方については，Ｐの衣服の着脱や準備等の面で手伝っている部分が多いこ

とから，課題を明確にし，Ｐにどの場面でどのように関わっていくかについて整理すること，

クラス全体の活動の中で，他に困っている子供に関わりながら，Ｐからはあえて離れ，Ｐが

友達が何をしているのか状況を見る時間を設けてもいいのではないかというクラスでのテ

ィームティーチングの在り方について確認をした。 

 (ｷ) 実践③のまとめと考察 

Ｏ幼稚園では，特別な支援を必要とすると考えられるＰに対し，どのような点で困難さを

抱えているのかについて「気づきのための幼児チェックリスト」により明らかにするととも

に，「アセスメントのためのフォーマット」を活用しながらその困難さの背景について考える

取組を行った。 

「気づきのための幼児チェックリスト」の活用によりＰのできること，できないことを明

らかにするのみではなく，一つ一つの項目を見ていくことで，担任自身が把握していない項

目に気付くことができた。チェックリストの活用は，幼児の発達課題について万遍なく捉え，

日常の保育に生かす手立てとしても活用が可能であることが明らかとなった。また，発達が

ゆっくりであると考えられる幼児に関しては，現在困っていることにアプローチしていくた

めには，その前段階の発達を支えていく必要があることも考えられ，今回のように，必ずし

も困っていることの優先順位と育てていかねばならないこととの優先順位とが違う場合も

考えられる。今回このような話し合いに至った背景には，あらかじめチェックリストを担任

が行っていたことで，実際に参観した時の様子とすり合わせることができたことが挙げられ

る。チェックリストやアセスメントをあらかじめ園内で行い，支援を試みていることによっ

て，保健師等による巡回相談や，特別支援教育エリアコーディネーター，特別支援学校のセ

ンター的機能の活用の際に，より深い話し合いができることにつながり，そのことによって，

幼稚園側が得られる情報もより深いものとなることが考えられる。 

また，園内での支援について，複数で支援する上では，何が課題であるのか，どこまで支

援し，どこからは見守りで良いのかについての共通理解が必要となる。Ｏ幼稚園では，支援

員が数名配置されており，各学級での支援に当たっている。幼児の実態とその支援の在り方

について共有し，支援員の役割を明確にすることにより，支援員も自らの業務に安心して取

り組むことができる。幼児が最終的に一人でできるようになることを目指し，できるように

なるための支援，できるようになった場合には支援を減らしていくこと等の共通理解を図っ

ていくことが必要である。また，支援員が配置されている利点を生かして複数の視点で幼児

を捉え，多面的な幼児理解を行い，それを支援に生かしていくことができるような体制づく

りを行うことで，特別な支援を必要とする幼児への適切な支援へとつながっていくものと考

える。 
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   エ 事後調査及び分析と考察 

実践①～③の各校・園において活用した「関係機関連携ハンドブック（試案）」の項目及び資

料をまとめたものが【表 13】である。 

      

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いずれの学校・園も今後関係機関 と連携を希望する意図があって支援依頼があったケースで

あり，関係機関連携に向けた一連の流れのうちの一部分について「関係機関連携ハンドブック

（試案）」を活用しながら行ったものである。 

「関係機関連携ハンドブック（試案）」の有効性及び活用性と改善・工夫を要する点を明らか

にすることで，ハンドブック試案の修正と改善につなげるため，実際にハンドブック試案を活

用した幼稚園，学校にて下記の観点での調査を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

調査は，各学校（園）の特別支援教育コーディネーター及びハンドブック試案活用実践に関

わった教職員を対象に行った。得られた回答は，幼稚園２名，小学校８名，高等学校４名の計

14 名となっている。結果は次の通りである。 

 ① 「関係機関連携ハンドブック（試案）」の有効性 

       【図 44】は，作成した「関係機関連携ハンドブック（試案）」が幼稚園，小・中学校，高

等学校の現場において実践に役立つものであるかどうかについての回答状況である。14名の

全てが「そう思う」または「どちらかといえばそう思う」と答える結果となっており，「関係

機関連携ハンドブック（試

案）」の有効性については，

肯定的な回答が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

学校・園 活用項目・資料 

実践① Ｋ高等学校 ・「児童生徒スクリーニングシート」（資料） 

・雇用の形態 

・障害者手帳，障害福祉受給者証 

・就労 

実践② Ｍ小学校 ・関係機関連携 進め方ガイド 

・ジェノグラム・エコマップの作成と活用 

・アセスメント 

・モニタリング 

・「アセスメントのためのフォーマット」（資料） 

実践③ Ｏ幼稚園 ・関係機関連携 進め方ガイド 

・気づき，発見 

・アセスメント 

・「気づきのための幼児チェックリスト」（資料） 

・「アセスメントのためのフォーマット」（資料） 

①  「関係機関連携ハンドブック（試案）」が幼稚園，小・中学校，高等学校の現場にお

いて実践に役立つと感じるかどうかについて 

② 「関係機関連携ハンドブック（試案）」で最も役立つと思った項目について 

③ 「関係機関連携ハンドブック（試案）」を今後活用していきたいかどうかについて 

④ 「関係機関連携ハンドブック（試案）」をどのような場面で活用したいかについて 

⑤ 「関係機関連携ハンドブック（試案）」の改善や工夫を要する点について 

【図 44】「関係機関連携ハンドブック（試案）」の有効性 

 

【表 13】各校・園において活用した「関係機関連携ハンドブック（試案）」の項目及び資料 
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 ② 「関係機関連携ハンドブック（試案）」で最も役立つと思った項目 

  【図 45】は，①「関係機関連携ハンドブック（試案）」の有効性において，「そう思う」，

「どちらかといえばそう思う」と回答した 14 名に対し，最も役立つと思った項目について

質問し，集約した結果である。「事例編」の回答が最も多く，特に高等学校の４名全てが回答

している。関係機関の機能や進め方のみを記載するよりも，実際に連携した事例を通してど

ういったケースの時にどんな機関とつながるのか，どんな進め方をするのかといった具体が

イメージできたことから役立つとされたのではないかと考えられる。 

次に回答が多かった項目としては，「関係機関と連携しての支援」が挙げられ，こちらは幼

稚園，小学校，高等学校のそれぞれから役立つ項目であると回答がなされている。「関係機関

と連携しての支援」は校種（園）にかかわらず，役立つ項目であったと言える。 

その他の項目については校種（園）によっての大きな偏りはなく，役立つとされた項目は

広い範囲に分散している。このことから，各学校（園）における教職員が情報を得たいと思

う項目，重点を置きたいとする項目はそれぞれ異なっているものと考えられ，項目の設定に

関しても適切であったと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用性 

【図 46】は作成した「関係機関連携ハンドブック（試案）」を今後活用していきたいかど 

うかについての回答状況である。14名の全てが「そう思う」または「ややそう思う」と回答

し，「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用性については，肯定的な回答が得られた。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 45】「関係機関連携ハンドブック（試案）」で最も役立つと思った項目 

 

【図 46】「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用性 
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④ 「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用場面 

【図 47】は，③「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用性において，「そう思う」，

「どちらかといえばそう思う」と回答した教職員に対し，今後どのような場面で活用してい

きたいかを質問したものである。最も多く挙げられたのが，「チェックリスト・スクリーニン

グシートを活用した実態把握」，２番目に多く挙げられたのが「関係機関連携についての知

識・理解を深めること」，次いで「教職員間の共通理解」となり，この３項目は全ての校種

（園）で選択される結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらは，問題が起こってから具体的に動き出すための項目というよりは，関係機関連携

がなされるための事前の準備であると言える。｢Ⅶ－２－(1)－(ｴ)｣のアンケート結果からは

スクリーニングシート等の校内共通のツールを用いての実態把握は，現在，全校種(園)を通

じてあまりなされていないことが分かっており，関係機関連携を行う前に校(園)内で実態把

握を行うことについての重要性が再確認されたものと考えられる。また，関係機関連携につ

いての知識・理解を深め，教職員間の共通理解を図るためのツールとして活用をしていきた

いと考えていることが分かる。 

   ⑤ 「関係機関連携ハンドブック（試案）」の改善や工夫を要する点 

「関係機関連携ハンドブック（試案）」について，更に改善して欲しい点や工夫を要する点

について集約をし，その対応についてまとめたものが【表 14】である。下記の対応に沿って

「関係機関連携ハンドブック（試案）」の改善を行っていくこととする。 

 

改善・工夫を要する点（調査回答より） 対応 

① 幼児チェックリストは項目の頻度
をチェックできる形式だと優先順位
を考えやすい。 

① 現在は観点に沿ってチェックを行うのみ
となっているが，「よくある」，「ときどきあ
る」，「まれにある」，「ない」と頻度をチェッ
クすることができる形式に改善する。 

② 放課後等デイサービスの情報を得
る手段が記載されると良い。 

② 市町村福祉課や相談支援専門員から情報
を得ることができることについて掲載す
る。 

③ 岩手県におけるＯＴとの連携事業
の具体的な内容があると良い。 

③ 切れ目ない支援体制整備充実事業として
外部専門家の配置・活用に取り組む市町村
の事例を紹介することとする。 

④ 文字の量が多いので，いざ活用し
ようと思った時に，ハードルが高く
感じてしまうのではないか。 

④ １項目につき，見開き２ページでの構成
とすることに重点を置いて作成をしてい
る。今後，内容・表現の見直しを行い，可能
な部分について修正を行っていく。 

【図 47】「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用場面 

 

【表 14】「関係機関連携ハンドブック（試案）」の改善・工夫を要する点 
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４ 実践の分析と考察 

  (1) エピソードから捉える関係機関連携 

この実践は，実際に関係機関とつながった２つのエピソードを基に，多様なニーズをもつ一人

一人の子供の育ちを支える関係機関連携の在り方を明らかにするものであった。「Ⅵ－１－(8)－

イ」での定義の通り，関係機関連携は「学校と地域資源を組み合わせてつなぎ，多様なニーズを

もつ一人一人の幼児児童生徒を支えていくこと」であり，そのためには目的（目標）の共有，情

報の共有，それぞれの専門性を発揮して役割を果たすことが対等の関係性をもってなされなけれ

ばならないことから，これらの観点に加え，「Ⅵ－３－(1)」に示した８つの観点で２つのエピソ

ードを分析，考察した。そこで明らかとなったこと，学校（園）が関係機関連携を進める上で押

さえておくべき視点について以下に記載するものである。 

   【関係機関連携の利点と留意点】 

・エピソード①では，関係機関の関わりにより，聴覚障がいそのものへのアプローチはもとより，

対象幼児Ａの生活や対人関係の広がり，社会性の育成へとつながり，エピソード②では，対象

生徒Ｃの将来への見通しをもつことや自己の課題を認識して取り組むこと，気持ちの面での安

定と意欲につながった。このように関係機関との関わりによって，対象となる子供の課題解決，

生活を豊かにすることや将来を見据えた支援につながることが明らかとなった。しかしエピソ

ード②では，Ｃが福祉サービスにおいて適応が難しかった場面が見られた。これらのことから，

関係機関連携は子供への大きな利点がある一方で，実態や目的等，ケースによって適否がある

ことに留意して進める必要がある。 

・保護者が関係機関とつながることによって，必要な情報を得て子供の育つ環境を整えたり，家

庭の負担が減ったりしたことが明らかとなった。また，関係機関同士のつながりによって，一

つの機関では成し得ない多面的な支援がなされるとともに，保護者の安心感にもつながること

が明らかとなった。このように，保護者が関係機関とつながることによる利点，関係機関同士

がつながって支援することによる利点があるが，関係機関同士で情報を共有する際には，保護

者の承諾を得て進める等，個人情報の取り扱いに留意をして進めていく必要がある。 

【つながる関係機関とその時期】 

・エピソード①において保護者は，病院にもっと早く行っていたら早く関係機関とつながること

ができたのではないかと述べている。エピソードからは，関係機関が互いにその職種のもつ専

門性を理解した上で紹介をし，Ａの聴覚障がいや育ちへのアプローチとしてその時点で必要と

思われる支援体制づくりがなされている。子供の発達を支援していく上で，早期に子供のもつ

⑤ 事例編にグレーゾーンに該当する
生徒の就業事例を加えて欲しい。 

⑤ グレーゾーンに該当する生徒の進路は，
その生徒の実態，自己理解の状況や保護者
の理解によって様々であり，一事例を挙げ
ることで誤解が生じる可能性もあることか
ら，フローチャートの形で示すとともに，状
況に応じた学校の対応が理解できるように
作成していく。 

⑥ 「アセスメントのためのフォーマ
ット」を作成し，支援内容等の見直
し，修正ができる続きのフォーマッ
トがあると良い。 

⑥ 「アセスメントのためのフォーマット」で
支援計画の立案がなされたならば，個別の
指導計画に反映させ，モニタリングによっ
て改善・修正につなげていくことを考えて
いる。フォーマットで立案された支援計画
を個別の指導計画へどのように反映させて
いくかについて，事例としてハンドブック
に掲載していく。 

⑦ 目次が｢事例１ 教育委員会との連
携」のみではなく，（落ち着かず暴力
的な…への支援）のように具体的だ
と分かりやすい。 

⑦ 具体的に示すことで，目次を見て子供の
実態に合致しないために活用に至らない可
能性が懸念される。ページ内には，事例に沿
った内容のみではなく，その機関が他にで
きることや，その他の関係機関が関わるこ
とができる内容等，視野を広げるヒントを
記載しているため，目次の変更は行わない
こととする。 
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困難さに気付き，適切な支援を行うための体制づくりをすることは重要であると言える。しか

し，エピソード①のように，関係機関との連携を受け入れることができる保護者ばかりではな

いと考えられ，その場合には保護者の気持ちに寄り添いながら，保護者の「気付き」を支え，

保護者が相談してみようと思える信頼関係を構築していくことが重要であると考える。 

   ・エピソード②では，Ｃや保護者，病院，就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園において，それぞれがで

きる対応を行ったものの，Ｃの困り感が改善しなかったことから，相談支援専門員が仲立ちを

し，特別支援学校を交えてのケース会議を行った。ケース会議により，有効な支援に結び付け

ることができ，Ｃの安定した就労につながっている。このように，自職種においてでき得る支

援を行っても改善が難しい場合には，躊躇せずに関係機関への相談や連携しての支援につなげ

ていくことが必要であると考える。関係機関への相談や連携しての支援を行うことで，新たな

視点から課題を捉えたり，支援のノウハウを得たりすることにつながるものと考える。 

   【目的の共有】 

・エピソード①・②では，保護者の考える連携の目的と合致した連携が行われていた。保護者の

希望に沿うことが必ずしも適切ではない場合もあるが，保護者の気持ちを受け止めながら，関

係機関相互が対象となる子供の最善の利益を中心に考え，支援を行うといった目的をもって進

めていくことが必要である。「Ⅶ－２－(1)－イ」の調査からは，多職種での関係機関連携を妨

げる要因として， 「立場の違いからの価値観や方法論の対立」が挙げられている。職種が違え

ば，同様の課題に対しての目的や優先順位が異なることが多くある。このことを関係機関相互

で理解するとともに，役割や専門性を理解し，それぞれの関係機関の専門性や立場でできる支

援をすり合わせていくことが必要である。 

   【情報の共有】 

・エピソード①では，保護者が情報を求めてもどこに相談をしたら良いかが分からず，必要な情

報を得るために苦慮したことが明らかとなった。エピソード①の保護者のように，情報を得る

ために行動する保護者ばかりではなく，必要な情報が得られずに困っていたり，必要な情報に

気付いていなかったりする保護者も多くいると考えられる。学校は，保護者への適切な情報を

提供できる環境を整え，十分な情報提供をした上で保護者の決定を支えていくことが必要であ

る。学校で情報をもっていない場合でも，その情報はどこで得ることができるのかといった知

識や，日常の中で知りたい情報を気軽に聞くことができるような関係機関との関係の構築が必

要である。エピソード①では，ある子供のケースが次の子供の支援に生かされ，研修会といっ

た他の職種との関わりの機会を有効に活用し，関係づくりがなされていた。連携は「人と人と

の結び付きや接触，コミュニケーション」（香川，2012）であり，一人の子供の支援によって関

わったつながりや，研修会等の関わりの機会を互いに大切にしていくことで次への支援につな

がっていくことを理解して進めていくことが重要である。 

    ・エピソード②では，関係機関同士が情報共有していたことによって保護者が安心感をもつとと

もに，何度も同じことを説明する必要がなく，効率的であったと感じていたことが分かった。

また，ケース会議においては，それぞれの機関がもつ情報を整理したことで，効率的に次への

手立てに結び付けることができたり，有効な支援を引き継ぐ等，ノウハウの共有や関係機関相

互の役割分担を行ったりすることにつながっている。情報共有に当たっては，対象となる幼児

児童生徒の良い点，課題となる点に加え，その支援の在り方についても伝えていくことで，ス

ムーズに支援が引き継がれていくことを理解して進めていく必要がある。 

    【対等性（関係機関や家庭相互の専門性の尊重，役割分担）】 

   ・エピソード①，②から，保護者にとっては学校を始めとした関係機関が行うこと，家庭ででき

ることを明確に示すことが安心感と家庭での支援につながり，困難さを抱える幼児児童生徒の

課題に対して多面的にアプローチすることにつながることが分かった。また，関係機関連携の

際には，「単なる分担の依頼ではなく，全体像を共有したうえでの分担」（香川，2012）が重要

であり，対象となる幼児児童生徒の実態や取り巻く環境はもとより，将来を見据えて今何が必

要かといった視点での支援を共有した上で，その支援はそれぞれの機関においてどのように担

うことができるのかについてすり合わせていくことが必要であることが明らかとなった。 

・エピソード②では，対象生徒Ｃ本人及び保護者参加でのケース会議がなされ，課題の明確化か
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ら支援計画の策定までの過程がＣ本人，保護者と共有された。そのことにより，Ｃ本人が自ら

課題意識や目標をもつことにつながり，課題改善に向けた関係機関の支援を納得して受け入れ

ることともなった。今回の事例では，Ｃ本人と保護者自身が困り感をもっており，それに対し

て今後どのような手立てを取れば良いかについてＣと保護者がそれぞれの機関と模索してい

た状況であった。そうした理由からも，本人と保護者参加でのケース会議が有効であったと言

える。本人と保護者参加でのケース会議では，対象となる子供や保護者の願いを達成させるた

めに，現在どのような困り感をもっているのか，どのような手立てが有効であるかについて関

わる機関がアセスメントをし，情報を共有し合い，それぞれの機関でできる支援を示していく

ことによって，対象となる子供や保護者自身が課題に対して主体的に関わる意識へとつながる

ものと考える。また，支援を行う関係機関にとっても，本人や保護者が受け入れることができ

る現実的な支援に結び付くこととなる。しかしケースによっては，保護者も要支援対象である

等，その時の状況に応じた対応が求められると考える。 

    【個別の教育支援計画の活用】 

・個別の教育支援計画は，①，②の両エピソードにおいて本人や保護者の願いを受けて，本人の

その時の状況を確認しながら目標の立案がなされている。保護者は個別の教育支援計画につい

て，保護者と学校との共通理解や引き継ぎのための有効なツールであると捉えていることが分

かった。進路先に文書で伝えることで口頭ではない安心感があったとする一方で，文書のみで

はなく，エピソード②では，直接のやり取りを通して引き継ぎを行って欲しいとしている。校

（園）内において担任が替わった際や，進学・就労に伴うライフステージの移行の際には，個

別の教育支援計画の活用はもとより，引き継ぎの場の設定を行うことで，確実に支援を次のス

テージにつなげていくことが必要である。 

・エピソード②における相談支援専門員，就労継続支援Ｂ型事業所Ｆ園のアンケート回答から，

個別の教育支援計画を作成していることは把握していたものの，これまで作成の意図が伝わっ

ていなかったことが明らかとなった。今後学校として，個別の教育支援計画・個別の指導計画

等の作成の意図を含め，学校の取組を関係機関に伝えていく場の設定が必要である。 

・市で作成している個別ファイルを持つ幼児児童生徒については，個別の教育支援計画をファイ

リングしていくこととなるため，学校や関係機関とのつながりの中で必要性が把握された場合

には，保護者への十分な情報提供のもとに促しを行っていく必要があると考えられる。また，

福祉サービス等の利用に係り，既に相談支援専門員とつながっている幼児児童生徒については

保護者や本人とともに相談支援専門員の作成する個別支援計画とのすり合わせをしていく機

会を設定することで，対象となる子供の支援が，学校や家庭，その他の生活の場といった取り

巻く環境全てでつながりをもって進められていくことになるものと考える。 

  (2) 「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用実践 

関係機関連携とは「単一の機関・職種では担いきれないような複数のニーズ（生活を支えるさ

まざまな要素のうち，現時点において欠けているもの）を有するケースに対して必要となる支援」

（近藤，2011）である。学校（園）は関係機関と連携を行うまでに自職種で行うことができるこ

とを確実に行う必要があり，また関係機関連携に当たっては，学校（園）が組織として対応する

ことが必要である。こうした関係機関連携に至るまでに学校で行うべきことや進め方についてま

とめた「関係機関連携ハンドブック（試案）」を活用し，関係機関との連携に向けた一連の流れの

うちの一部分を行ったものが，実践①～③の高等学校，小学校，幼稚園での実践である。 

   ア 「アセスメントのためのフォーマット」について 

関係機関連携に当たっては，学校（園）が組織として対応することが必要であり，困難さを

抱える幼児児童生徒への支援についても同様である。実践②・③においては，「アセスメントの

ためのフォーマット」を完成させることで，支援課題の抽出，支援内容の選定，支援計画策定

へとつなげることができた。また，実践②・③のその後の支援では，おおむね策定した計画に

沿った形での支援がなされていたと言える。 

実践②では，チーム支援検討会という形で対象児童に関して複数でのアセスメントを行った

ものである。支援計画を策定する過程において，その支援を行う主体について「担任外の教師」，

「特別支援学級の担任」等の話し合いがなされ，フォーマットへの記述が行われている。 
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学校（園）において，特別な支援を必要とする幼児児童生徒への支援について組織として対

応していく上では，支援計画立案の過程において学校（園）内の誰がどのような役割を担うの

か，それはいつまでに行うものかを明らかにしていくことで，計画が実効性のあるものとなる

と考える。学校（園）内の役割分担について，岩手県立総合教育センター（2016）は，「支援を

必要とする児童生徒の支援に当たっては，校内委員会をはじめとし，そのニーズに応じて，校

内の様々な人材，分掌や各種委員会がつながりをもった組織的な取組が必要である」とし，校

内資源とその役割の例として「Ⅵ－１－(5)」の【表１】のようにまとめている。 

今後各学校（園）において，「アセスメントのためのフォーマット」を完成させることで困難

さを抱える幼児児童生徒への支援への計画につなげることを考えた場合には，支援計画の中に，

担当者やその支援を行う時期を明記することで，組織としての対応につながるものと考える。

そこで，現在のフォーマットに，担当者やその支援を行う時期を記載することができるよう，

フォーマットの様式を改善することとした。このことによって各学校（園）内における役割分

担が明確になるとともに，各学校（園）内のみで取り組むことが難しいものについては関係機

関との連携を考えるといった流れが分かりやすくなると考えたためである。 

改善したフォーマットについては【図 48】の通りである。「改善点」として，「プランニング

（支援計画策定）」欄の中に，「支援者・時期（誰が，いつまでに）」を「対応・方針（やろうと

思うこと）」に並列させる形で挿入した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用について 

事後調査において，「関係機関連携ハンドブック（試案）」の有効性及び活用性に肯定的な回

答を得ることができ，さらに修正と改善に向けた意見を集約することができた。 

実践は，各学校（園）からの支援依頼を受けて筆者が相談支援を行う過程で「関係機関連携

ハンドブック（試案）」を活用する形であった。活用によって，各校（園）の教職員とともに対

象となる幼児児童生徒の困難さへの気付きやアセスメント，支援課題の明確化と支援計画の策

定へとつなげることができたが，今後は各学校（園）における特別支援教育コーディネーター

を中心として「関係機関連携ハンドブック」を活用し，困難さを抱える幼児児童生徒への支援

へとつなげていくことが必要であると考える。 

  (3) 実践全体を通して 

   ア ネットワーク支援について 

エピソード①では，対象幼児Ａの聴覚障がいに対し，病院や言語聴覚士による医療的なアプ

ローチがなされるとともに，ことばを育み，発達を支援する教育的アプローチや放課後の居場

所の確保及び人との関わりの拡大といった生活を豊かにすることへの福祉的アプローチがな

されている。これは，「Ⅵ－１－(8)－ウ」のネットワーク支援の形態で表すと，複数のニーズ

を有するケースに対して複数の機関が支援する「協働」であると言える。このケースでは，学

校が軸となりＡや保護者と密につながりながら他機関との連携を図っている。同様にエピソー

改
善
点 

【図 48】改善後の「アセスメントのためのフォーマット」 
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ド②においてもＸ期間では学校が軸となり，他機関との連携を進めている。関係機関の調査か

らは，こうした困難を抱える幼児児童生徒に気付き，関係機関につなげること，幼児児童生徒

に対しての直接的な支援について，関係機関から学校（園）が果たすべき役割として求められ

ていることが分かった。学校（園）は，幼児児童生徒の日々の様子を観察できる立場を生かし

て幼児児童生徒のニーズや変化に迅速に気付き，適切な関係機関につないだり，関係機関とと

もに支援を行ったりしていくことが必要である。また，エピソード②のＹ期間における医療，

教育，福祉，家庭で行われたケース会議やその後の支援などもこうした「協働」の形態である。

このケースでは，対象生徒Ｃや保護者を始めとして，関わる関係機関が互いに困り感をもって

いたこと，相談支援専門員が各機関の橋渡しを行ったことから，スムーズなケース会議の開催

とそれぞれの機関での役割分担及びその後の支援へとつながった。ケース会議の利点は，関わ

る関係機関が一度にコミュニケーションができることである。連携は気付いた機関から行うこ

とが望ましいと考えるが，学校（園）独自でつながることが難しい場合には，つなぐことを得

意とするネットワークをもつ関係機関に相談できることが必要である。 

エピソード②では，Ｃの卒業に伴って，主な支援機関が学校から相談支援専門員及び就労継

続支援Ｂ型事業所Ｆ園へと代わっている。これは，ネットワーク支援の形態で表すと「移行」

である。移行に当たっては，卒業などのライフイベントの区切りで支援者が突然切り替わるの

ではなく，一定の期間，支援機関が重なり合いながら併走する形での支援を行うことにより，

次のライフステージに滑らかにつなぐことができるということが明らかとなった。今後引き継

ぎを行っていくに当たっては，支援者双方が意識した取組が必要である。 

「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用実践は，特別支援学校が幼稚園，小学校，高等

学校に相談支援を行った形であり，ネットワーク支援の形態からは，他機関・他職種への専門

的助言を行う「コンサルテーション」であった。今回は特別支援学校がコンサルテーションを

行う形であったが，他にも様々な課題に応じてコンサルテーションを行うことができる機関が

ある。コンサルテーションによって，学校（園）は困難さを抱える幼児児童生徒の課題の捉え

方やその支援及び今後の見通し等の新しい視点を得たり，課題に対応が可能な他機関等の情報

を得たりすることができる。関係機関連携においては，自職種でできることは確実に行う必要

があるが，幼児児童生徒のアセスメントや支援，校(園)内支援体制等，学校（園）で難しさを感

じる場合には，コンサルテーションという形で支援できる機関があることについても理解して

おくことが必要である。 

   イ 連携を組織的，継続的に実施するための取組について 

     連携を組織的に実施する取組としては「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用実践のＫ

高等学校及びＭ小学校でのチーム支援が挙げられる。こうした取組は，複数の視点で幼児児童

生徒を多面的に捉えるとともに，それぞれの経験や知識から多様な支援を考えることにつなが

るものと考える。学校（園）全体で幼児児童生徒の困り感や支援方法及びその意図を共通理解

しておくことによって，様々な場面で教職員が一貫した働き掛けをすることにつながり，支援

が有効に機能していくこととなる。Ｏ幼稚園のように支援員が入っている場合等には，支援員

の役割についても明確にしておくことが必要となる。このように，学校（園）の支援体制が組

織として機能するためには，まず始めに，全ての幼児児童生徒を対象とした全体への配慮をす

ることで支援を必要とする幼児児童生徒を絞り込み，学級，学年といった支援レベルに応じた

支援を行うこと，それでも改善が難しい場合には，校（園）内委員会で検討するといった流れ

を確立することが必要であると考える。また，その支援段階のいずれにおいても特別支援教育

コーディネーターが関わっている状況を作り出すことが重要である。特別支援教育コーディネ

ーターが，校（園）内資源をつなぎ，支援に結び付けていくキーパーソンとしての役割を果た

すことができるような校（園）内支援体制及び共通理解がなされるとともに，全ての教職員が

全体の中での自分の役割を意識し，支援にチームで取り組むことが重要である。これらの体制

づくりにおいては「関係機関連携ハンドブック」を校（園）内での共通理解のツールとして利

用したり，特別支援学校及び特別支援教育エリアコーディネーター等のコンサルテーションを

活用したりすることも可能であるものと考える。 

また，「Ⅶ－２－(1)－イ」の自立支援協議会における調査からは，学校（園）との連携上の
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課題として，学校（園）内での意思統一がなされていないといったことも挙げられている。学

校（園）全体でチームとして支援をすることで，学校（園）としての指導・支援の公平性や整

合性を保つことができるとともに，独断に陥らず，責任ある教育的判断ができることにもつな

がっていく（岩手県立総合教育センター，2008）。関係機関連携を進める上では，学校（園） 

全体で指導・支援についての意思統一がなされ，組織としての整合性が保たれていることが重

要であると言える。 

     連携を継続的に実施する取組としては，エピソード②から，それぞれの機関での支援の有効

性について情報を持ち寄り，評価し，支援の見直しを行うモニタリングを繰り返すことが，対

象となる幼児児童生徒のその時点において最も的確な支援に結び付くことが明らかとなった。

困難さを抱える幼児児童生徒の課題解決のためには，関係機関につなぐのみではなく，学校（園）

での支援効果と関係機関での支援効果とを継続的に情報共有し合うことが重要である。このこ

とが幼児児童生徒を多面的に捉えることとなり，支援の糸口及び有効な支援の発見や変化する

ニーズに応じた支援につながるものと考える。また，困難さの改善が見られた場合にもその後

の連携の必要性がなくなったものと捉えるのではなく，どのような支援や環境によって改善に

つながったのかについて情報共有しておくことが重要である。こうしておくことが，後に再度

支援を要することになった場合の支援の手立てへと結び付いていくものと考える。 

     ライフステージをつなぐ継続的な支援を行っていくためには，「Ⅶ－４－(3)－ア」にて示し

たように，「移行」において一定期間，支援機関が重なり合いながら併走する形での支援が必要

であるが，学校（園）は教職員の異動があることを考慮し，担任等の担当者が替わっても，ス

ムーズに業務を進めることができるシステム作りを行う必要がある。このことは，「Ⅶ－２－

(1)－イ」の自立支援協議会における調査及びエピソード②のＹ期間における関係機関の調査

結果から，関係機関側からも求められている事柄であると言える。 

   ウ 関係機関との連携について 

エピソード②から，関係機関連携は，対象となる幼児児童生徒の課題解決のみではなく，他

の職種の考え方，価値観を知る機会となることが分かった。他職種と協働していく中では，他

職種を知ると同時にそれぞれの機関が自職種の専門性を認識し，どのような役割を果たすこと

ができるのかを明らかにすることが必要である。そのため，連携を行うということは学校がで

きることは何であるのか， 大切にしたい視点は何であるのかといった学校の専門性を認識する

ことで，学校の在り方を振り返る機会となり，教員の専門性の向上にもつながっていくものと

考える。   

また，学校が「外部資源導入のよさに関する認識を共有」し，「やむをえず外部の資源の協力

を仰ぐという消極的な姿勢ではなく，外部資源を導入することによって，従来以上の教育効果

を上げようという積極的な姿勢」（香川，2012）で，何も問題となることがなくても地域とのつ

ながりをもち，顔の見える関係を作っていくことは，地域資源それぞれの専門性を知ることと

なる。併せて，問題の予防及び問題が大きくなる前に迅速に手立てを講じることにもつながる

と考えられる。学校と地域の関係機関とが専門性を補完し合いながら支援に当たることができ

れば，多様なニーズをもつ一人一人の子供に対し，その時点で最も的確な支援に結び付けるこ

とが可能になるものと考える。 

連携が自職種のボトムアップや専門性の補完といった学校としての対応力の強化につなが

るといった意識をもち，今後一層の開かれた学校づくりによってネットワークの構築を進める

と同時に，関係機関と共に一人一人の幼児児童生徒を支える取組の一つ一つを大切にすること

で地域資源との関係構築を進めていく両面からの取組が重要であると考える。 

 

Ⅷ 研究のまとめ 

 １ 全体考察 

    本研究は，特別支援教育コーディネーター業務の中でも関係機関との連携に焦点を当て，相談

実践を検証し，連携を組織的，継続的に実施するための取組やその進め方を提示することを通し

て，多様なニーズをもつ一人一人の子供の育ちを支える関係機関連携の在り方について明らかに

するものであった。また，関係機関連携を推進するための具体的な内容，方法，留意点を示した
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「関係機関連携ハンドブック」を作成することで，研究成果の普及を目指すものであった。 

県内幼稚園，小・中学校，高等学校の特別支援教育コーディネーター及び地域自立支援協議会

における関係機関連携に関する状況調査では，関係機関連携の成果と課題，学校(園)が関係機関

と連携していく上で取り組むべき課題を明らかにし， 「関係機関連携ハンドブック（試案）」作成

に係る基礎資料とすることができた。相談実践ではエピソードから関係機関連携を捉えるものと，

「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用実践といった２方向からの実践を行うことで，関係

機関連携を組織的，継続的に実施する取組やその進め方，連携を進める上での留意点，学校が今

後目指すべき連携の在り方や，「関係機関連携ハンドブック（試案）」を活用しての校（園）内の

取組を明らかにすることができた。また，ハンドブック試案については，事後調査によって有効

性及び活用性を明らかにするとともに，調査結果をもとに修正・改善を行い，「関係機関連携ハン

ドブック」の完成につなげていることから，今後の活用が期待できるものと考える。 

 ２ 研究の成果 

   ・先行研究及び文献から，関係機関連携における基本的な考え方，目指していきたい関係機関連

携の在り方を基本構想としてまとめることができた。 

・県内幼稚園，小・中学校，高等学校の特別支援教育コーディネーター及び地域自立支援協議会

における関係機関連携に関する状況調査を行ったことにより，関係機関連携の成果と課題，学

校（園）が関係機関と連携していく上で取り組むべき課題を明らかにすることができた。 

・実際に関係機関と連携したエピソードから，関係機関連携を進める上での留意点や学校（園）

が今後目指すべき連携の在り方を明らかにすることができた。 

・「関係機関連携ハンドブック（試案）」の活用実践では， ハンドブック試案を活用しての校（園）

内の取組を明らかにすることができた。また，ハンドブック試案についての事後調査の分析と

考察により， 「関係機関連携ハンドブック（試案）」の有効性と修正・改善の方向性を明らかに

することができ，研究成果物として「関係機関連携ハンドブック」を作成することができた。 

 ３ 今後の課題 

「関係機関連携ハンドブック」の普及・活用による実践を通し，関係機関連携についての理解

を進めるとともに，関係機関連携に至るまでの校（園）内支援体制を実効性のあるものとするこ

と，適切な時期に適切な関係機関との連携をしていくことで多様なニーズをもつ一人一人の子供

への支援につなげていくことが必要である。また，特別支援教育コーディネーターが，関係機関

との連携を円滑に進めることができるよう，校長のリーダーシップのもと，開かれた学校づくり

を進め，各学校（園）において日常的に地域資源と関わることができる場の設定を行っていくこ

とが重要である。 

 

〈おわりに〉 

長期研修の機会を与えてくださいました関係諸機関の各位並びに所属校の諸先生方，研究実践に

ご協力いただいた諸先生方と幼児児童生徒のみなさんに心からお礼申し上げます。また，調査等ご

協力いただきました関係機関のみなさま，先生方に感謝申し上げ，結びの言葉といたします。 
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